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戦後最大の震災から14カ月が過ぎようとして  

いる。「経済大国・日本」の〈豊かさ〉．をもっ  

てすれぼ、被災地の住民生活の復興はいともた  

やすく行われるはずであったょ しかし、現実に  

は、今も不自由な「待機所」生活や仮設住宅生  

活を余儀なくされている住民が多数に及び、産  

業活動の回復も思わしくない。地方自治体は、  

税収が落込むなかで、行政リストラクチャリン  

グを迫られ、住民サ∵ビスの低下と自治体職員  

の過労が懸念されるようになっている。被災地  

の住民にしてみれは、本震の際の一次災害、避  

難所生活におけろ二次災害についで、復興過程  

での第三次災審を被りつつあるといってよい。  

関東大震災の折、自ら現地調査を行い政策提  

言を行った福田徳三（東京商科大学数授）は1  

震災復興にとってもっとも重要なことは道路な  

どの物的構築物の回復ではなく、何よりも住民  

生活の復興であると喝破している（『復興経済  

の原理及び若干問題』1924年）。米国においても、  

阪神大震災の1年前に起きたロサ㌢セルス・  

ノ「スリツジ地震の際手三、被災者の最低の生活  

条件を回復するために、最高2万ドル余の生活  

再建助成金が、連邦と州から被災者に直接支給  

されている。公共の役割は、被災者の自立自助  

を図るための最低条件を整えることにあると認  

識してのことである。ところが、阪神大震災の  

場合、中央政府は、被災地の住民が強く要求し  

ている個人財産補償については、「自立自助」  

原則を掲げてかたくなに拒否している状況であ  

る。これでは、自立自助が達成できないぼかり  

か、被災者の経済力の多寡による復興格差は広  

がるばかりであり、最低の生活条件も回復でき  

ない多数の被災弱者を生み出すことになる。来  

年度予算案に住宅金融専門会社の不良債権処理  

に6，850億円の公金支出を盛り込んだことと比  

べると、実に対照的な財政遠営であるといわざ  

るをえない。   

このように、阪神大震災は、現代の大都市が  

もつ様々な社会問題を一瞬のうちに決り出■した  

だけでなく、復興過程においても現代日本の抱  

える重要問題を、凝縮した形で鋭く問いかけて  

いるといえる。   

本ゼミナールでは、この3年間、京都におけ  

る産業構造の転換と都市間題について研究して  

きたが、本年度はテーマを急遽変更し、「阪神  

大震災と復興問題」を取上げることにした。阪  

神大震災は、地域経済論を専攻する研究者ヤ学  

生にとって、上述■した意味で非常に多くのこと  

を、学び、考えるための重要な機会であるとと  

ともド、調査を通して被災地の復興に何がしか  

の貢献ができるのではないかと考えたからであ  

る。   

4月に、ゼミ生を追加募集したところ、震災  

で自宅を失った学生をはじめ10名近くの学生が  

集まった。学年や経歴は多様であるが1ヤーずれ  

も問題意識をもつ積極的な学生たちであり、そ  

れぞれが創意を発揮し、何度も被災地与こ足を運  

んだ。調査先は、地方自治体、業界団体，個別  

企業、仮設住宅の住民、医療横臥 マンション  

関係団体、法律事務所等広範臥こわたり、そこ  

で得られた貴重な情報をもとに、熱心に検討し  

た。刻々と変化する研究対象を同時並行的に追  

跡するという大変な作業であったが、ここに1  

年間の調査研究活動の成果をまとめることがで  

きた。プロの研究者でさえたじろぐ困難な対象  

と、本格的に向き合って格闘した彼らに対し、  

大きな拍手を送りたいと思う。   

本報告書の特徴は、第一に産業復興問題と生  

活再建問題を、相互に独立した別個のものでは  

なく、「まち」を成り立たせる二つの軸として  

捉えかえしているところにある。「まち」は、  

産業だけで成り立っているわけではない。都市  

経済は、ヒト、モノニ カネ、情報の相互連関と  

代謝過程のなかで複雑に絡みあいながら、住居  

や工場、商店などの具体的な土地利用形態の上  

に存在するものである。長田区のケミカル  
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シューズ産業地区は住工商混合の典型地域であ  

る。このような「まち」が一旦破壊され、それ  

を再建しようとするならば、産業と生活を別個  

の政策対象としてではなく、土地利用のあり方  

を含め総合的にとらえることが必要である。 

第二に、復興計画・政策の検証を、「まち」、  

の担い手である地場産業と住民からのアンケ∴  

ト調査や各団体・個人からのヒアリングをもと  

に、できるだけ具体的に行っている点である。  

復興計画や政策についでは、その理念や文言を  

めぐって机上の議論がなされる場合が多いが、  

本報告吾ではこ復興現場に視点を置いて、復興  

計画や政策め問題点を明らかたしているこ   

第三に、今回め調査では仮設住宅住民にアン  

ケートを行ったが、その結果被災者の多数を占  

める高齢者年金世帯では低家賃の公営賃貸住宅  

を望む声が多いことが明らかとなったムしかも、  

震災前に住んでいた地域でできるだけ住み続け  

たいというのが、被災者の多数の意向であった。  

被災地の自治体では、震災を磯に土地区画整理  

事業をはじめとする都市計画事業を導入し、産  
業構造も都市構造もー気に変えようという姿勢  

をとるところが多いが、このような自治体の思  

惑七被災住民の意向のズレが鮮明に出てきてい  

ることが最も重要な点である。本書のタイトル  

を『変わ‘りたい街、もどれない人云 とした所以  

も、この点にある。このタイトルには、被災者  

が復興計画の遂行により被災地に住めなく′なる  

という事態、いってみれば〈地方自治体による  

住民選択〉がなされることぺの警鐘が込められ  

ている。   

もとより、今回の調査報告書で取上げた分野  

や地域は、震災復興問題の一部にしか過ぎない。  

また、報告書の内容についても、大小さまざま  

な問題点が残されている。是非とも率直なご批  

判を頂ければと思う。  

‘最後になったが、本調査報告をまとめるにあ  

たって、学内外の多くの機関・個人の皆さんの  

お世話になった。とくに、兵庫県、神戸市、西  

宮市の各地方自治体の災害対策本部をはじめと  

する関係諸機関、日本ケミカルシューズ工業組  

合、灘五郷酒造組合、御旗センター市場、：菅原  

市場、宇治川南協（ジョイエール）、香櫨園森  

具地区まちづくり協議会（阪下貞雄会長）二藤  

原精吾弁護士及び折田泰宏弁護士、’兵庫自治体  

間窓研究所・大震災と地方自治研究会め西堀喜  

久夫氏、神戸協同病院の皆さんからは貴重な情  

報やアドバイ欠を頂いた。〔また、多忙ななか、  

私たちのアンケートに時間を割いてご協力して  

いただいた、神戸市離南仮設住宅及び西宮市甲  

子園九番町仮設住宅の皆さん、灘五郷酒造組合  

加盟の各社に対し、心からお礼を述べておきた  

い。  

・本書発行に際して、ゼミナールの卒業生の皆  

きんからは暖かい励ましとともに貴重な浄財を  

送らて頂いた。・こめ場を借りて改めて感謝した  

。   

本報告善が、被災地の住民の方々の復興の一  

助となれば、幸いである。  

1996年3月  

京都大学経済学部助教授  

岡 田 知 弘   



Ⅰ 阪神大震災の被害と復興計画  

在の行政が被害拡大を防ぐ施策を行わなかった  

のか、という問題がある。確かl土インナーシティ  

では防災対策をするにしても難しい面が多い。  

防災設備を作ろうと思えば何かをどけなければ  

ならず、全体合意を待てば時間がかかりすぎ、  

強引に区画整理をすれば住民を無視することに  

なる。震災後神戸市の関係者は、まちづくりを  

行った地域や神戸市が開発したこユ一夕ウン・  

人工島は被害が少なかったのだから、神戸市の  

方針は正しかったというニュアンスの発言をし  

ているが、初めからそういう意図をもって行っ  

たと，は考えにくく、これは説得性をもつもので  

はない。そもそも日本でなぜ区画整理に反発が  

大きいかといえば、区画整理が住みよいまちに  

変えるものではなく、むしろ道路を通すために  

施行され、その道路のために生音舌が分断される  

ことがしばしばだったからに過ぎない。   

地震後のインナーシティに絡む問題は、やは  

り最大のインナーシティを擁する長田区に顕著  

な表れ方をし奮いる。長田区は低所得者が比較  

的多く∴生活保護率も4．55％と他の区と比べて  

圧倒的に高い（兵庫区で3．35％、西区で0．48％）  

1）占インナーシティは既に述べたように住居と  

職場の混合であり、その中で生ヾ舌が完結してい  

る。それが下町文化を生み出していったわけだ  

が、地震によって、家が潰れるだけでなく、仕  

事もコミュニティも下町文化も尖らてしまら  

た。先述の高い生活保護率も、職住近∃妾のため、  

健康保険・厚生年金・雇用保険が未整備な事業  

所が多いからだという㌔また若年層のこユー  

タウン等への流出によって高齢化も進んでいる  

ため、新たに開業しようという意欲をもたない  

人も少なくない。土地や家の権利関係も複雑で、  

なかなかまちづくりが進まないらしかも、′まち  

を形成してきた人であっても借家人は‘まちづく  

りへの発言権をもたない。インナーシデイは  

種々の問題を抱えるが、下町七いう一種の完成  

一された形態（文化）rであーることには変わ■りない。  

震災後のまちづくりは住民から々れを剥奪する  
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1節 阪神大震災による被害  

［1］阪神・神戸地区の都市構造   

阪神大震災で多大な被害を受けた阪神・神戸  

地区は、関西きっでの工業地帯である。またこ  

の地区は、京都や大阪に比べると新進ながら独  

特の文化圏を構成しできた。しかもその文化圏  

は一様ではなく、山手と浜手では明らかに雰囲  

気が違うし、また既に「阪神・神戸地区」と書  

いたように阪神地区と神戸地区もそれぞれの文  

化を主張しているのである。阪神・神戸地区の  

「南北間題」は経済構造の差も表している。つ  

まり、山手に高級住宅地、浜手に住居と職場が  

混合するインナーシティ、あるいは工業地帯、  

海岸近くは完全に工業地帯、そして人工島や内  

陸部に新興住宅地が並んでいる。これは、神戸  

市の須磨から西宮市まで、ほほ共通した傾向と  

いえる。その差は、阪急・JR・阪神という並  

行して走る鉄道に乗れば如実にわかる。風景か  

ち芹トり広告まで全く違うといってよい。   

今回の地震め悲劇は、低所得者層を直撃した  

ことにある。いわゆる「震災の帯」は、低地に  

沿って連な．っている。現在、この‖「帯」の形成  

をめぐっては伏在断層が直下にあったかちでは  

なく、六甲山の硬い岩盤や厚い堆積層が原因だ  

という説が有力になりつつあるが、低所得者は  

低地（堆積層が厚いトに住むという根拠でもな  

い限りこ、「震災の帯」がインナーシティ・と重なっ  

たことは偶然に過ぎない。実際、三宮のオフイ  

ズ街や芦屋浜手の高級住宅地でも古い建築物は  

同様に全壊している。しかしインナーシティで  

壊滅的被害があったのを簡単に天災と片づける  

わ削こはいかない。第⊥にそういう「根拠」が  

本当t±なかったかということが問題になる。例  

えば河川流域は被害が大きいようだが、そのよ  

うな流域は都市の形成過程で低所得者層が住ま  

わざるを二得なかった地域であった可能性があ  

る。第二に歴史的経緯を無視するにしても、硯  



執区は24．78％減少、須磨区の本区（旧市街地）  

は22．41ヲ‘減少、兵庫区は20．23％減少などと  

なっている。逆に垂水区が微増したほか、須磨  

区の北須磨（ニュータウン）は6．30％増大、北  

区は16，14％増大、酉区に至？ては40．10％の増  

大となっている。旧市街地からニュータウンヘ、  

という傾向は以前よりあった＝ものだが、これは  

極めて激しい増減といえるだろう。また、社会  

動態数でみると転出数の約6剥が市外に転出し  

ている。もっとも、交通の便などがあってか、  

東灘区は市外転出率が高く、西寄りの区は市内  

転出率が高いという傾向がある。また、自然動  

態の死者数をみると、11月までに14，523人が死  

亡しており、これは前年同期より4，643人多い。  

これは神戸市が発表した震災死・震災関連死の  

4，512人（1996年1月8日発表まで）とかなり  

近いといえる。西宮市は、1994年10月1日現在  

424，328人であり、4年連続微減したが、1995  

年7月1日には406，521人に、10月1日の国勢  

調査で390，388人（199b年比8．55％減少）に減  

少したことが判明した。芦屋市は75，027人で  

1990年比14．28％減少などとなっている。  

②経済規模 次にそれぞれの市の経済規模を比  

較してみたいと思うさ）。1992年度の県内純生産  

（名目）．は15兆3，990億円、神戸市の市内純生  

産は4兆3，127億円（ちなみに1994年度の市内  
総生産は6兆5，280億円）、阪神地域合計が4兆  

3，783億円、淡路地域合計が4，070億円となって  

いる。西宮市だけでは1兆572億円、芦屋市は  

1，913億円となっている。なお、神戸市は独自  

に計算していて、県のまとめより2，600億円ほ  

ど多く出している。ちなみに国内純生産は411  

兆2，164億円（1992暦年）であ、る。   

また市内純生産の産業別構成比をみてみると  

兵庫県全体で、第一次産業が0．8％、第二次産  

業が42．0％」第三次産業が62．5％となっている。  

神戸市は順に0．2％、34．2％、70．8％で（このノ  

数億も神戸市独自のものとは異なる）、′阪神地  

域は0．1％、38．6％、66．5％で、淡路地域は7．9％、  

37．9％、59，4％となっている。西宮市だけでは  

第三次産業が50．5％、芦屋市は79．7％などと地  

域差がある。神戸市と阪神地域全体は、細かく   

方向で進んでいるものも多いのではないか。例  

えば新しい長田のまち針震災以前の住民が「自  

分のまち」と認識できるかが、まちづくりの重  

要なボイントであろう。   

一方、阪神・神戸地区の東西は文化の違いと  

して理解できる。神戸が産業・観光中心に発展  

を遂げ、開発にも熱心なのに対し、阪神地区は  

ベッドタウンとして住宅都市となっている。神  

戸市灘区から西宮市は私立学校も多く、西宮市  

は自ら「文数住宅都市」と宣言しているほどで  

ある。開発にもそう熱心でなく、山手幹線と｝、  

う道路は神戸市と芦屋市の境界で完全に途切れ  

ていたりする。阪神地区は明治時代より文化サ  

ロ 
方針があるというよりは住民が自分たちの生活  

を防．衛するという意識が強い（保守的）といえ  

るだろう。   

本書では、政令指定都市でもある神戸市と、  

阪神地区の代表格でもある西宮市をしばしば比  

較して取り上げることになる。この項でも両市  

を中心に被災地の全体的な経済観模などについ  

て述べて行きたいと思う。  

①震災後の人口3）兵庫県全体の面積は  

8，3弓6．57k㌔で、そのうち神戸市の面積は  

547．26k汀F、西富市は99．05k謡、芦屋市は17．24kn子  

などとなっている。震災前の人口は、兵庫県全  

体では5，526，689人であり、長らく0．4”0．6％  

の伸びで推移していたが、1995年10月1日の国  

勢調査の速報値では5，401，890人に減少して〉1  

る。これは、ほぼ1990年の国勢調査並の人口で  

ある。神戸市の人口は、震災直前の1995年1月  

1日に1，．520，365人であったが、震災後は旧市  

街地6区で毎月人口を減らし、9月1日現在  

1，474，713人にまで下落した。しかし、これは  

住民票をもとにした推計値であり、10月1日の  

国勢調査によって実際の人口は1，423，830人で  

あることが明るみになった。神戸市の人口はそ  

の後も微減を続け、1996年2月1日現在  

1，421，089人となっている。1995年国勢調査結  

果について1990年との比較を行えば、神戸市全  

体では3．63％の減少だが、区別にみると、かな  

りの地域差が出ている。長田区は29．28％減少、   

4  



みても構成比は似ているが、卸売・小売業が神  

戸市では阪神地域での2倍以上の割合があるな  

どの適いもある。   

1人当たり市民所得は、やはり1992年度で、  

国で290万円、兵庫県で293万円となっている。  

神戸市では309万円、阪神地域で316万円、淡路  

地域で227万円となっていて、格差の大きさが  

分かる。西宮市のみでは336万由、芦屋市は404  

万円にも上る。ちなみに芦屋市は人口1万人当  

たりの高額納税者が66．0人で圧倒的に全国1  

位、宝塚市が27，1人で全国6位、西宮市がZ6．2  

人で7位となっている。無論芦屋市には隅から  

隅まで裕福な階層が住んでいるということでは  

ない。   

さらlこ工業の出荷額等（1993年度）5）を比べ  

ると、神戸市が総額で3兆1，979億円、一般機  

械が6，320億円、食料品が5，612億円、電気機械  

が4，423億円となっている。西宮市は合計6，461  

億円で飲料・飼料が2，480億円、食料か2，324億  

円、鉄鋼が375億円などとなっている。飲料・  

飼料のうち1，370億円は清酒業界によるもので  

あり、付加価値額は市全体の3分の1を占める  

大きさである。清酒業の最大手で「自鹿」の辰  

馬本家酒造の辰馬家は西富市長を2人も輩出し  

ており∴清酒業の西宮市での存在の大きさがう  

かゃ‡われる。ちなみに西宮市の清酒業の課税移  

出高は全国のユ4．4％、神戸市も含めた灘五郷で  

31．5％になる（1993酒造年度）。淡蕗地域の工  

業の出荷額は3，235億円で、電気機械が1，583億  

円、食料が411億円、窯業・土石が40Z億円など  

となっている。  

【2］‘阪神大震災による被害とその特徴  

1995年1月17日午前5時46分、淡路島を震源  

地とするマグニチュード7．2の大地震が発生し  

た。震源の深さは14km、神戸市・阪神地域お  

よび淡路島の北部の一部で震度7と判定され  

た。この地震によりもたらされた被害は戦後最  

大のものである。  

①人的被害  

a死亡者数 各府県警が検視等で確認した死亡  

者数は兵庫県5，480人、大阪府21人、京都府1  

人の計5，502人だった。消防庁ではこれに自治  

体の調査結果等を加え、1995年12月27日、  

6，308人を震災による死亡者数として発表した。  

この数には兵庫、大阪両府県で震災関連死と認  

めた震災後の病状悪化等による死亡者、789人  

を含む。これとは別に西宮、宝塚両市が関連死  

と認定した自殺者が8人いる（『毎日新聞』  

1995年12月28目付）0また、1996年1且8日に  

は神戸市で、自殺した4人を含む28人が新たに  

関連死と認められた（『朝日新軌1996年1月  

9日付）。関連死も含め「震災による亮亡者」  

と認められると災害弔慰金が遺族に支給される  

関係から、調査団体によりその基準をどこに置  

くかで数が異なる。消防庁発表の数字も関連死  

の案件が残っているため今後増える見込みであ  

る。自殺者についても厚生省が認めれば数に加  

えられる予定である（前掲晦日新聞』1995年  

12月28自付）。厚生省セは人自動態調査による  

数字を発表している（衰J－1－り。これに  

よると、特に沿岸の都市部で数字が大きい（図  

Ⅰ－1－1）。また、年齢別にみると高齢者が  

多い（詳しくはⅢ章参照）ことと併せて都心周  

辺部のインナーシティと呼ばれる地域への被害  

の集中を示している。  

b避難者数 一命をとりとめても、多くの市民  

ノが住む家を夫らて避難生活を余儀なくされた。  
その数は1月16日で216，665人、ピークの23日  

lごは319，638人に上った（『朝日新聞』1995年2  

月17目付）。その後減少した（国Ⅰ一1－2）が、  

1996年1月16日の時点で、未だ759人もの人が  

避難生活を余儀なくされている（F朝自新開』  

1996年1月17目付）。  

（診物的被害 建築物の被害については消防庁調  

べで発表されている（表Ⅰ－1－2）d物的資  

産の被害額は各民間シンクタンク等でも推定さ  

れている。それによると地震直後は3～10兆円  

と相当ばらつきがみられたが、その後10兆円前  

後という推定にまとまってきた。これは対GI）  

P比2％にあたる6）。表Ⅰ・－1－3に兵庫県推  

定の被害額を挙げておく。   

フローについては、生産停滞による損失額が  

1．0～2．5兆円程度と推定されていたが）、被災  
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丁  

地域で震災後4ヶ月の商工業売上高が例年比  

2・6兆円減少という調査結果もでており（柑本  

経済新軌1995年6月28日付）、実際の損失額  

は推定よりも大きいと思われる。  
さらに復興が連れればそれだけ損失額も増す  
であろう。   

表1－1⊥1府県市区町村別殖亡者数（人）  

図Ⅰ－1－2 就職者数の推移  

1／16 17 17・17 17 18 17  
2／23／14／15／16／17／Ⅰ  

（月／日）  

r朝日新札1995年7月17日付、 
r毎日新札1995年7月17日付をもとに作成  

表Ⅰ－1「2 

被害数（棟）   

鱒   全壊   100，302   
家   半壊   108，741   
被  一部損壊   227，373   
堂 ［コ   合計   436，416   
公共建物  750   

その他建物  3, 952 
火災 （件）  294   

道路 （箇所）  9，948   

慄科）厚生省   

図Ⅰ－1－1死亡者の多かった地域（単位 人）  

消防庁調べ  
（1995年12月27日菓計時点判明分）  

［3】被害の広がり   

一口に震災の被害といっても、その内容は多  

岐にわたる0被害の広がりを時系列的に見ると、  

地震の揺れによる直接的な被害が生じ、避難所  

問題に見られるような二次被害へとつながって  

ゆく。また、それぞれの被害項削こ着日するな  

らば、その相互連関はさらに複雑な構造を有し  

ている。   

厚生省の資料をもとに作成  



表Ⅰ－1－3 被害総額の状況（推計）  

（資料）兵庫県  

図Ⅰ二′1＝3‘被害の広がり  

＝ェローン   

■t■■   

区円■1・幕湘蝿M】l   

火・敷地着払の連れ  
l日け薫の逃れ   

－  

捌 

増 
咽 ●  ！，」 二．：：   l日爛の1れ   

治体）．－リストラ   

■曽）一生活書1の遅れ  



になっている（白抜き文字で表された項目が一  

次被害である）。この囲を見ろと、住居が破壊  

されたことにより、被災者が急ごしらえで新た  

な生活空間を作らねばならず、様々な問題が発  

生したことがわかる。とくに被災者が殺到した  

避恕所では、ライフラインの寸断や物資の欠乏  
などもあり、兵冬の厳寒ゐなかで人的被害を拡  

大させたことがうかがえる。また、住居め喪失  
は、二次被害ではないもこのの仮設住宅や住宅再  

建問題など社会的に重要な問題を引き起こすこ  

とになった。その具体的な内容について6印章  

以下で詳しく取り上げるム   

次に、図Ⅰ一1－4では二次的な被害と様々  

な問題の連関を、インフラの損壊と行政の抱え  
る問題に注目して整理した。図の見方は、互い  

に接している項目が関連し七いること寧表して  

おり、必ずしも時系列的な配置にはなってし、な  

い。  

被害の関連  

ここでは、震災の被害の広がりとその構造を  

明らかにするため、新開の震災関連記事などを  

もとに図表を作成．し、簡単な解説を加える。   

図＝－1－－3は、地震によろ直接被害から二  
次被害の発生にいたる被害の広がりを時系列的  

に整理したものであ畠。一次被害と二次被奮の－  

区分につ｝、ては、火災による建造物の被害をど  

ちらととらえぇのかなど難しい由題が多いが、  

ここでは図のようにハサドからソフトへという  

流れでとらえキ。すなわち、まず地震の揺れに  

よ？て構造物（ハード）の破壊と人的被害が発  

生し、これによって様々な社会システム（ソフ  

ト）が混乱し二次被害が発生する、という栴獲  

である。   

順番に見て∨）くと、まず地震の揺れによって  

生じた構造物の損壊の内容を住居、公共施設、  

インフラ、企業などに分け、そのことによって  

どのような二次被害が発生したかがわかるよう  

図Ⅰ一トー4  



とくに注目するべきは、図Ⅰ－1－3では十  

分に表されなかったインフラ（とりわけライフ  

ライン）の損壊による二次被害の拡大の様子で  

ある。こうしてみろと図Ⅰ－1－3で見た避難  

所内での問題のほとんどが、・実はライフライン  

の寸断によって引き起こされていることがわか  

る。また、都市の生暗を支えてきたインフラ（ラ  

イフライン・通信・交通）が崩壊したことに  

よって、災害時にもっとも必要とされる都市機  

能である防災・救助システムが事実上機能しな  

かったという、今回の被害拡大の原因がわかる。  

このことは図に示されているとおり、行政に危  

機管理体制や自治体間の防災協力体制の見直し  

を迫ることになった。   

また、Ⅲ章とⅣ章の最後で触れることになる  

が、企業の被害が被災者の生活再建や、税収の  

減少による行政問題へとつながっている点にも  

注意が必要である。早急な産業復興政策は不況  

や産業空洞化などへの対策としてだけではな  

く、被災者の生活再建政策の一環としてとらえ  

直される必要があるだろう。また、産業政策や  

まちづくり問題などでとかく槍玉にあがる行政  

だが、被災自治体においては行政自身が震災の  

被害者であり、そのことが問題を一層複雑化さ  

せていることも指摘しておきたい。  

1）活力ある人間・文化都市神戸復興をめざ  

す研究会（滝沢秀樹代表）の連続勉強会  

「長田区の高齢者福祉の現状」（講師：  

長田福祉事務所の霜川卓之氏）の資料。   

2）同上。   

3）神戸市企画調整局企画部総合計同課『神  

戸市の人口』、兵庫県企画部統計課Fみ  

ちしるべ』、西宮市『西宮市統計書 平  

成6年度版』1995年3月による。   

4）兵庫県企画部統計課『平成5年度 兵庫  

県民所得』1995年12月、同『平成4度  

市町内純生産・市町民所得（分配）』  

1995年3月、神戸市苧統計神戸』1995年  

3月号、経済企画庁経済研究所『国民経  

済計算年報（平成6年版）』1994年、に  

よる。  

5）産業復興会議『産業復興計画』1995年、   

西宮市『西宮統計時報』1994年版、西宮   

市議会事務局『にしのみや市政の概要   

平成7年度版』によるら  

6）三和舵合研究所『今月の間老点』1995年  

2月24日、1頁■。  

7）同上。  

2節 復興計画の概要  

【1］被災自治体の行政   

神戸市と西富市は、行政においても大きく異  

なっている。それは単に神戸市が政令指定都市  

であることに留まらない。この項では主に、全  

国的にも特異といわれ「都市経営」という概  

念を知らしめた神戸市の行政を中心に述べるこ  

とにするる  

①神戸市政の歴史 ポートアイランドの造成、  

ボートピア博覧会（1981年）の成功で全国的に  

有名になり、「神戸市株式会社」とまでいわれ  

た神戸市も初めから開発主義であったわけでは  

ない。鶉在の神戸市政の源涜は戦後間もない  

1949年までさかのぼる1）。この年の11月に原口  

忠次郎が社会党に推されて神戸市長に当選。原  

口は戦災復興本部長・助役などを務めた人物  

で、当選後「禍転じて福と成す」として、幹線  

道路を3本通すなどの現在の神戸市政に似た政  

策を行っている。彼は当初「福祉優先」「環境  

保全」「市民参加」などを掲げていたが、2期  

目以降自民党まで含めた無風選挙の中でその姿  

勢は後退していった。原口が5期務めた後、助  

役の吉崎辰雄が自民・民社推薦で市長になる。  

宮崎は、復興整地部長、経済局長兼復興部長を  

務めた後、助役を16年間務めていた。宮崎は当  

初原口と違う色を出すために、関西国際空港の  

神戸沖建設反対や非核神戸方式の確立、全世帯  

アンケート、人間環境都市宣言などを行い、そ  

れが共産党にも支持されて2期目は社共公民対  

自民党（故砂田元文相）という構図で当選。3  

期日からは自民党から共産党までの正真正銘の  

オール与党体制が確立される。宮崎は引退後、  

9   



神戸空港反対については「誤りだった」とし、  

共産党の支持も自民党が経れて迷惑だったとい  

う趣旨の回顧をしている2）。   

宮崎市政が開発主義に変わっていくのはポー  

トアイランド造成からでぁる。ポートアイラン  

ドは山を削って海を埋め立て、両方を住宅等に  

使用するという点で成功し、またその費用は財  

源として旧西ドイツマルク債を使ったこともあ  

り円高に助けられかなり少なく済んでいる。  

1981年にボートピア博覧会、1985年にユニバナ  

シアード神戸大会、1989年にフェスピック神戸  

大会、1993年にアーバンリゾー．トフ土アという  

ように市長選の年にイベントを恒例化し、82年  

には「神戸空港建設」に方針転換をする。1989  

年に助役であった現在の笹山草俊市長が同じ助  

役の富岡寿雄（現松江市長）を破って当選占彼  

は都市計画畑を歩んできた人物で宮崎市政を継  

承する。2期日には再びオール与党となる。地  

震後、社会党左派・共産党などが離脱傾向にあ  

り、また反笹山のグループも議席を大きく拡大  

した。また、神戸市には中央官僚に介入させな  

い原則があったが、地震後中央官僚が顔を出す  

ことが多くなったという詰もあわ、神戸港復興  

計画委員会には運輸官僚が多く入っている。  

神戸市の都市経営には多くの賛否がある。例  

えば′『世界』1995年10月号の共同提言（内橋克  

人など）では「公的投資は埋め立てや港湾など  

の産業基盤に傾き、市民にとってもっとも大事  

な福祉などの施策が切り捨てられた。他都市た  

比較しても市民の負担は高いものだらた。それ  

に対して福祉水準は明らかに貧困だった」など  

と手厳しく批判している。一方、宮崎市政のプ  

レーンであった高寄昇三甲南大学数授はヾ「第  

1に開発優先の都市づくりが被害を招いたとい  

われるが、震災で被害を出したのは、神戸市の  

みでなく、地震は芦屋・西宮市も公平に被害を  

出した」「神戸市は開発指向といわれるが、西  

神こ土÷タウンという巨大な安全ゾーンをつく  

り、多くわ市民を被害から救った」「第2に、  

神戸市の収益主義の都市経営が被害を招いたと  

批判されている。 しかし、厳密にいえば収益主  

義占ま西神土ユ「タウン・ポートアイランドなど   

10  

で展開され、被害は少なかったのである」など  

と激Lく反論している3）。田中国夫追手門学院  

大学教授は、震災虎被害が大きかったのは住民  

が悪いと言わんばかりめ論調で、高寄より神戸  

市に同調的である4）。また、神戸市は緑地面積  

の拡大などよいこともやらてきたが、市民不在  

の姿勢は批判するというふうに両価的に捉える  

人もいる。  

②財政5）ここでは震災の財政への影響や行政  

の震災への対応を知るために1995年度予算を検  

討する。まず神戸市は一般会計予算が1兆  

5，342億円（対前年比十60．9兎、以下同じ。ま  

た一般会計は当初予算と補正予算を同時に可決  

しており、これに1．999億円加えた1兆7，340億  

円を当初予算とする資料もある）、特別会計予  

算が1兆2二480億円（＋10．0％）の総感2兆  

7，822億円（＋弓3．3ヲ‘）となっている。一般会  

計の歳入の内訳ば∴市債25，¢％、′国庫支出金  

22．8％、諸収入21．■1％、，市税14二3％などとなっ  

ている。1994年度予鼻では市税が歳入の第1位  

であったが、市税の748億円以上（25％）の減  

収に加え、国庫支出金は3．5倍、市債は4倍に  

まで膨れ上がり、第4位にまセ転落しているム  

ー万歳出は災害復旧費が4，157億円と27．1％を  

占め、続いて住宅費が2，610億円で17．0％（大  

半が震災関連）、諸支出金12．0％、民生費11．0％、  

都市計画費6．6％、土木費5．6％、商工費5．5％  

となっている。なお都市計画賛には震災関連は  

ほとんど含まれていない。神戸市の予算は7月  

に補正があり、この後は一般会計予算1兆  

9，642億円、特別会計予算1兆3，317億円となっ  

ている。表記法が異なるが歳出は施設復旧費  

5，033慮円、住宅・都市計画4，281億円、福祉  

2，240億円、中小企業支援などの産業分野に853  

億円などとなっている。また補正後一般・特別  

合わせて震災関連が1兆4，022億円になるが、  

家屋解体・住宅復興・まちづくりが5，480僚円、  

神戸港などの産業関連が2，691億円、兵庫県と  

ともに創設した「阪神・淡路復興基金」へ  

2，000億円、保健・福祉が1，622億円、生活基盤  

復旧が1，294億円などとなっているβ）。   

西宮市は当初予算は2、411億円（十63．9％）   



湾局の統合を始め12局の統合などリストラに着  

手、磯貝も3年で500人と大幅に減らす方針を  

打ち出した。これらは12月未に「行財政改善緊  

急3カ年計画」としてまとめられているふ西宮  

市も12月15日に、1995年庭中に行財政改善の3  

カ年計画を策定することを明らかにし、 

給与体系見直しや行政サービスなどの再点検を  

行うとしてしミる（『神戸新軌1995年12月16日  

付）。神戸市は1993年には市債が1兆7，000億円  

に達し、地震前より2002年までに累計4，500億  

円の財源不足になると試算されていた。西宮市  

は地震後10年後には財源不足が2，200億円にま  

で膨らむ見通しで、いずれの市も行財政改善と  

いう、復興計画にもある懸念材料は簡単には払  

拭できないようである。   

［2】行政棟園の復興計画、   

この項では、復興計画の概要を示し、後の分  

析と比較できるようにしたい。対象となる復興  

計画は、兵庫県・神戸市・西宮市と国である。  

復興計画の全部を対象にすると膨大な量になる  

ので、ここセは復興計画のなかでも最も重要な  

産尭復興と住宅復興の問題を中心に取り上げた  

い。  

①各復興計画の策定経緯 まず神戸市復興計画  

については、2月初旬に識者による神戸市復興  

計画検討委員会が立ち上がり、同委員会が3月  

27日にガイドラインを策定した。それを基に、  

各界の代表者ら合計100名による神戸市復興計  

画審議会が検討、6月29日に答申、30日に決定  

され七いる。   

兵庫県の阪神・淡路震災復興計画（ひょうご  

フェニックス計画）は、2月中旬から活動しは  

じめた都市再生戦略策定懇話会が3月に「阪  

神・淡路復興戦略ビジョン」を提言、それを基  

に「阪神・淡路震災復興計画一基本構想－」を  

策定した。その後「阪神・淡路震災復興計画策  

走調査委員会」が検討、 7月8日に原案がまと  

まらた。同番は、10日に国の諮問機関である阪  

神・淡路復興委員会に提示され、8月4日に正  

式決定している。兵庫県と神戸市ともに、元神  

戸大学学長の新野幸次郎が深く関わっているの  
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で組んだ。・特別・企業会計も含めて総額3．490  

僚町（＋27．5％）である。歳入の内訳は市債が  

30．7％、市税が27．7％、国庫支出金が21．7％な  

どとなっている。市税ほ平成6年度に比べると  

127億円、平成5年虔と比べると187億円の減収  

となっている。一方9％程度で推移していた公  

債依存率が上記のようiこ大幅に拡大している。  

歳出をみると、、災害復旧費655億円（27．1％）、  

民生費5d9億円（21．1％）、土木費421億円  

（17．5％）、衛生費228億円（9．5％）などとなっ  

ている。震災関連は救助・復旧・復興合わせ七  

1，588億円で、災害清掃367億円、都市開発推進  

289億円、公共土木施設復旧223億円、下水道復  

旧119億円、文数施設復旧10畠億円、＝弔慰金等  

101億円、公営住宅建設由億円、復興事業資金  

融資81億円などとなっている。   

芦屋市は一般会計当初予算が715億再（＋  

47％）で、歳入ほ市債27．4ヲ‘、市税26．5％、国  

庫支出金21．1％、諸収入11．1％などとなってい  

る。市税収入はやはり50億円（21％）の減収で  

ある。歳出は、災害復旧費259億円（36．3％）、  

土木費117億円」寮．年率．）、庭塵費100億円  

（14・0％）、衛生費79億円（11・2％）などと撃つ  

ている。   

兵庫県は一般会計の当初予筆は2兆2，320僚  

円（＋35．4％）である。特別会計などを含めて  

総額3兆2；365億円となっている。うち、震災  

関連費は1兆2，423億円となっている。そゐ後  

6月、9月に補正があり、総蘇3兆7，473億円、  

うち震災関連1兆3，968億円となった。  

③機構 兵庫県は15部などで、神戸市は2室19  

局で、西宮市は2重14局で構成されている。経  

済関係部局は、兵庫県が都市住宅部、土木部、  

商工部、農林水産部など、神戸市が経済局、農  

政局、土木局、都市計画局、住宅局、港湾局、  

閃発局など、西宮市が都市復興局、生活経済局、  

建設局、土木局などとなっている。神戸市の開  

発等への力の入れ具合が分かる。しかし震災に  

よる税収減のため行財政改革の必要が生じ、神  

戸市は市が亭5率以上出資する55の外郭団体の「  

部の統廃合を早々に固め（F神戸新聞』1995年  

4月28日付）、さ，らに秋に入って、開発局と港  



輿まちづくりの目標」を立てる形となっていて、  

目標は「安心」「活力」「魅力」「協働」となっ  

ている。「協働」とは「市民・事業者・市がそ  

れぞれ役割分担」した上で協力するという意味  

である。この4つの目樗に対応して、「“市民の  

くらし”を復興する」「“都市の活力’’を復興す  

る」「“神戸の魅力”を復興する」「“協働のまち  

づくり”を推進する」という節ができている。  

平たく言えば、順に生活、産業、文化、地域活  

動がテーマになっている。防災に関することは  

別の章で述べられている。   

西富市は、冒頭の基本姿勢で「本市は、（中略）  

質の高い文化が育つ、住み良い『文数住宅都市』  

として、今国にその存在を誇ってきた」とし、  

計画の基本理念も『安全』r安心』そしてF希望』  

に満ちた文教住宅都市をめざして」となってお  

り、西軍市独自のスタンスに襲い自信をもって  

いることがうかがわれる。「計画の基本目標」は、  

が特徴的である。   

西宮市震災復興計画は、他の市と同様に県と  

連動する形で同時期にまとめられている。復興  

計画は8市6町でまとめられている。   

国の復興計画というものは存在しないが、そ  

れに準じたものはある。4月28日ド出した「阪  

神・淡路地域の復旧・復興に向けての考え方と  

当面講ずべき施策」と7月28日に出した「阪神・  

淡路地域の復興に向けての取組方針」である。  

「取組方針」は、兵庫県と神戸市の復興計画を  

受けた阪神・淡路復興委員会の提言を基に作成  

されている。   

以上の関連をまとめると図Ⅰ－2－1のよう  

になる。  

②各復興計画のスタンス ここでは復興計画の  

中で、何をどう位置づけているのかを、理念的  

なものも含めてみてみたい。まず神戸市の場合、  

基本理念は存在せず、基本的課題に対応して「復  

図1－2－1 復興計画の策定の流れ  

8．30神戸市復興計画決定   7．2抑姐方針決定   

（資料）r朝日新開J1995年4月17日付、7月11日付、及び「ひょうごフェニックス計画策走スケジュール」等を  
参照して作成した。   
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表Ⅰ－2－1地域・年度別供給戸数  「安心して暮らせる、心かようまちづくり」  

「災害に強い、安全なまちづくり」「活力を生  

む産業のまちづくり」「魅力あふれる環境、文化、  

地域社会づくり」の4項目で、神戸市と大差な  

い。この項目が施策展開に対応しているのも他  

の復興計画と同じである。   

兵庫県は、まず基本方針の革で「今回の地震  

による被害を、これまでの『利便』『効率』『成  

長』．を重視すろ都市文明への大きな警告と受け  

とめ、、被災鱒の責任として『安全』F安心』『ゆ  

とり』をキーワードとする都市を復興しなけれ  

ばならない」という他にはない文明論的な展開  

をしている。そして基本理念を「一人と自然、  

人と人、人と社会が調和する『共生社会』づく  

り－」と位置づけている。そして基本目標にお  

いては、復興イメージを神戸市が「国際港湾都  

市」、阪神地区が「生活文化創造都市圏」、淡路  

島が「公園島・国際公園都市」とする。，その上  

で基本目標5項目を上げている。これはやはり  

事業計画と対応していて、順に「21世紀に対応  

した福祉のまちづくり」「世界に開かれた、文  

化豊かな社会づくり」「既存産業が高度化し、  

次世代産業もたくましく活動する社会づくり」  

「災害に強く、安心して暮らせる都市づくり」  

「多核・ネットワ→ク型都市圏の形成」となっ  

ている。最後の項は他にはないが、内容的には  

産業復興の一部を独立させたものに過ぎない。   

国の「考え方と施策」は復旧色が強く、「取  

組方針」は内容が抽象的である。「攻粗方針」  

でもやはり「生活の再建」「経済の復興」「安全  

な地域づくり」′を柱としている。  

③住宅復興 県・神戸市・西宮市とも複輿計画  

の項目とは別に「ひょうご住宅復興3カ年計画」  

「神戸市震災復興住宅整備緊急3カ年計画」  

「西宮市住宅復興3カ年計画」をそれぞれ出し  

ている。いずれも1995－1997年度であり、互い  

に撃合性が取れるようになっている。まず供給  

戸数は、1994年度以前に着工されていた分が  

15，000戸、今後3年間に新たに着工する分が  

110．000戸となってY、る。その内訳は以下のよ  

うになっている（蓑Ⅰ∵2－1、2）。   

災害復興住宅は仮設住宅に住んでいる住民の  

加．小川  

」‾  ÷こ 

阪神・    ‘   11．川0   
明石鰻  38．00  別皮存事集  粥一卯年  合計    ≒■・喜‘  10．一川D   隠州0  82．        5．（〉∝〉       淡輪地  丘虞市街 新市街地 景虎市債   吾．000     1．5仙 さ．T＝  5．00  賃金体  鞭市桝地 虎成市訪  ほ．㈱  42．佃○ 軸．〃甜  ほ∫．   

（資料）ひょうご住宅復興3カ年計画  

表Ⅰ－2－2地域・事業主体別戸数  

災書抜■公讐住宅等       3．10q ；：；：；雪 2．5。。    24．    （内）災害捜■公管住     700  18．  

神戸地   阪神・明石地蠣（内）西富  淵．  凧合計               800              ¢．  （内）再開発系住宅    1．＝喜  研0  1仰  災害旗■ヰ公営住宅      7，400！ 8．300  ll川  1l    公団・公営住宅      5．g即≡ 4．40D  1帥  舵．    民間住宅 （内）携づくり帝位宅      川，450…11．！00  3．g5D  10． lゝ    合計      ：胤0帥∃ 22．¢00  5．OqO  lll〉  
（資料）ひょうご住宅復興3カ年計画、西宮市住宅複興3カ  

年計画  
（注）民間の不整合があるが、、資料のままである。． 

うち低所得層を対象にした低廉な住宅で、県営  

が6，200戸、市町営が11．800戸（うち、神戸市  

7，500戸、西宮市1，700戸）となっている。再開  

発系住宅は再開発の受け皿賃貸住宅。災害復興  

準公営住宅（特定優良賃貸住宅）は、民間の住  

宅を借り上げて適正価格で供給するもので、県  

が7，500戸、市町が11，800戸（うち、神戸市  

7，500戸、西宮市1，300戸）となっている。公団  

賃貸住宅は、住宅■都市整備公団、兵庫県住宅  

供給公社、神戸市住宅供給公社が供給する分で  

あり、まちづくり系住宅は再開発などの事業で  

建築費補助をする分である。   

この住宅復興計画は、供給という点ではかな  

り丁致をみているが、神戸市と兵庫県・西宮市  

の計画はかなり趣を異にする。それは後者が、  

住宅復興の支援策・融資を主眼においているの  

に対し、神戸市はさらりと触れているに過ぎな  

い。神戸市は、「住み慣れたすまいとまちの復興」  

として、「震災復興促進区域」「重点復興地域」  

での面的整備事業や、「インナーシティ長屋街  

区改善誘導制度」といった事項が並ぶ。住宅に  

困窮する高齢者・障害者の優先入居なども触れ  

られているが、独自の支援策は「神戸市災害復  

興住宅特別融資制度」のみといえ、西宮市と比  

べても手薄いイメージは免れない。一方、西宮  

ユ3   



ための金融支援、「BuyIiyogo運動」の展開な  

どによる集客産業の振興、ケミカルシÅ－ズ・  

酒造・ファ少ション産業等の新分野進出への支  

援など復旧色の強い内容もある。ここでは商店  

街の再編成などもある。他の計画にない、雇用  

維持・離職者対策も述べられている。しかし主  

として薪産業関連が多く、産業基盤づくりセは  

産業配置広域的連携わ問題にも触れ、工場等制  

限法の規制緩和なども打ち出してい志。こ土で  

神戸複合産業団地の整備、世界都市機能の拡充  

策で輸入促進商業施療の整腐、国際的企業の立  

地促進、新産業の創造・育成で新産業創造支援  

センターなど新産業のためのシステム整備、東  

播磨情報公園都市や神戸国瞭マルチメ■デイア文  

化都市構想（kIM血構想）などを中心とする  

情報関連通信産業の振興を掲げるなど多くの新  

事業を展開しようとしてレ、る。  

⑤面的整備事業 面的整備事業とは区画整理や  

再開発などの事業を指し、「まちづくり」と同  

義に近い。なお、「まちづくり」は神戸市が  

1981年に「都市計画」という言葉を言い換えた  

ものである7）。神戸而の計画ではJ住環境の整  

備として、「災害に簸い良好な市街地を形成す  

るため、公園、道路等の公共施設ゐ整備など面  

的な整備を行う」土地区画整理事業や「公園や  

道路などめ公共施設を整備するとともに再開発  

ビルを建設し街区の不燃化・高度化を図る」市  

街地再開発事業などを重点復興地域（神戸市震  

災復興索急整備条例で定められた24地域、  

1，225ha）で行うとしている。③でも言及した  

が、インナーシティーにおける長屋の建替促進  

など市民の反発を生みかねない施策が多く並ん  

でいる。一方で「すまい・まちづくり支援」や  

「高齢者や障害者にやさしいまちづくり」など  

もうたっているが、インパクトに欠けるといえ  

る。   

西宮市では、施策展開では「重点面整備地区  

や事業中の再開発事業において、民間活力も導  

入しながら、まちづくりと一体となった住宅の  

供給に努める」としており、全体的にソフトな  

印象を受けるが、「市街地の復興」の章では、  

区画整理事業の実施を明確にして」F街区仝体   

市の計画は具体的である。まず住宅融資の利率  

は従来4・3％だっ声のが、住宅を新築する場合  
は3．3％、修繕の場合は2．5％にならている。ま  

た両方とも償還年齢が80歳享でに引き上げられ  

ている。・その他、民間賃貸住宅再建支援や、  
「文教都市」を自認するだけあって被災学生用  

住宅再建支援もあったり、民間賃貸住宅家賃補  

助まで制度化されている。被災マンション再建  

支援などは神戸市も行っている。兵庫県も住宅  

金融公庫敵資め活用、阪神・淡路大震災復興基  
傘（神戸申年共に設置）、面的整備とからめて  
琴災者住宅再建支援など多種にわたる支線を展  
開じて←；為とし、えるだろう。二＝また通常、県は広  
報活動が弱いめだが住宅七関しては二積極紆に  
行っている様子である。なお、大阪府・市など  

も含めて各自治体とも何らかの支援策を取って  

いる。伊丹市や尼崎市でも多種の支援策を講じ  

ている。  

（初産業復興 まず神戸市の復興計画では」中小  

企業への支援策、壊滅的な被害を受けたケミカ  

ルシューズなど地場産業の振興、産業構造の高  

度化、集客都市づくりの4つが挙げられている。  

「産業構造の高度化とは、例えばファッショ  

ン街区などを作って、ファシション産業の集  

積・高度化を図るような土とをいう。地場産業  

の振興についても、工場の集団化がうたわれて  

いる。また規制緩和などで税などを減免するエ  

ンタープライズゾーン（企業立地促進地域）を  

設置して、産業復興を図ろうとしている。これ  

らの場所には、ポートアイランド第2期や六甲  

アイランドなどの臨海部、ニュータウンが多く  

ある西区、住友ゴムなどが撤退した後の東部新  

都心などを利用するとある。「集客都市づく、り」  

は、震災以前から力を入れていたコンベンショ  

ンあための会場誘致、輸入促進商業施設（イン  

ポートマート）の誘致を指すという。一方西宮  

市は、商店街や市場への支援、中小企業への支  

援が主であり、神戸市や兵庫県のように「産業  

構造の高度化」といったことはなく、経済構造  

の違いが感じられる。ただし、新しい産業の創  

出としてマルチメディアを挙げている。   

兵庫県は、既存産業の高度化として、復旧の   
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て』とい 

参照Lている。   

6）神戸市の平成8年度予算案が発表され  

た。一般会計は9，433億円で、1兆7，340  

億円だった1995年度より45．6％減となっ  

た。総計2億690億円で30．6％減である。  

顕著なのは、震災関連事業の減りようで  

あり、総額1，660億円と85．1％減少した   

ことである。1995年度の補正後の1兆  

6；931億円に比べると10分の1以下であ  

る。なお、今までに神戸市が震災復興に  

注いだ予算は、表Ⅰ－2－3の通りであ  

る。歳入面では、市民税が1994年度に比  

べて依然27．4％減など苦しい状況であ   

，る。歳出は、災害復旧費が4，157億円あっ  

たのが50億円などになっている。都市計  

画賛は851億円、任宅要は828億円（1995  

年度2，610億円）で、うちそれぞれ172億  

円、387億円が震災閑適である。市債発  

行額は1，053億円たが、それでも786億内  

財源不足であり、358億円基金を取り崩  

すなどの対策に追われている（‘『平成8  

年度神戸市予算案の概熟より）。、   

7）田中国夫、前掲論文。   

表Ⅰ－2－3 震災関連事業費の推移（単位：百万円ト  

を視野に入れて、建物の共同化、不燃化を図る  

市民主体のまちづくりを誘導」するとし、具体  
的に地名なども挙げるなどダイレクトな表現と  

なっている。   

兵庫痕は、大きくは割いていないが、「人に  

やさしいまちづくり」として、住宅供給のため  

に市街地再開発・土地区画整痙・住宅系面的整  

備の3事業を計105地区で行うとしている。そ  

の他には「新しい都市づくり」を17地区で行う  

としている。   

以上のように、まちづくりに関するスタンス  

はあまり変わらない。兵庫県の105地区は多い  

ようにみえるが、袖戸市の計画でも「5年以内  

に着手」を含めて39地区あり、際立づているわ  

けでもない。むしろ震災以前からあった計画や  

非被災地域の計画の多さが目につくといえるだ  

ろう。  

1995年内に募集のあった公営賃貸住宅の価格  

帯と募集状況の検討、保健・福祉・医療の連携  

の問題、道路整備や空港整備の問題などまだ述  

べるべき課意は多いが、今回は割愛した。  

■1）神戸新聞社編『神戸市長14人の決断』神  

戸新聞社。その後の歴史に関しても同じ。   

2）『朝日新聞』兵庫版、1993年4月6日付。   

3）高寄昇三「防災都市と都市経営」『都市  

政策』第79号，1995年4月。   

4）田中団夫「災害とコミユ土テイ」F都市  

政策』第82号，1996年1月b  

5）各市の財政とも『市税のしおり』といっ  

たパンフレットや、『広報こうべ』町議会  

だより（神戸）』『県民だより，ひょ－ぅご』  

『ひょうご県議会だより』といった広報  

物、あるいは神戸市の予算概説パンフ  

レツト『一日も早い神戸の復興をめざし  

復興対策  生活支援  災害復旧  震災関連合計   
1捌年度椚正  28，959  ■ 72．853  311，388  111．M   

1995年度当初  438，225  55．朋8  618，762  1，112．875  
58D．迅3  

，   

1．693，128   

19g8年度当初箋；  115．839  1，788  】 48，468  168，m   

総   計  885．8叩  2Sl，訂8  1，13：l．1柑  2．㌘0，21）1   

（資料）神戸市「平成8年度神戸市予算案」より作成。  
注）1995年度当初予算復興対策費のうち、200、000百万円  
は阪神・淡路復興基金への出資など104．404百万円は  
災害復興住宅融資（1996年度9，478百万円）。  
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Ⅱ 阪神大震災の産業被害と復興   

こ 
． 

えキ被害、復興の状況および課題などについて  

述べる。被災埠の産業は第二努、三次産業が主  

力であり、都市直下型地震である阪神大震災に  

より、戦後最大級の産業被害が生じた。神戸を  

中核とするこの地域をこは、神戸製鋼考はじめと  

すろ大企業からケミカルシテーズなど中小の地  

場蜃琴、清酒を代表とする伝統産業まで多様な  

製造業が集積している。また小売業をみても、  

ダイチーなどの巨大商業資本から、存立が危ぶ  

まれていた小売市場までが碍在し，難しい問題  

を抱えていた。「平成不況」のもとで構造転換  

のまっただ中にあったこれらの産業が、震災に  

よりどのような方向に進んでいくのか、検討す  

る。  

1節 産業の概要と被害状況  

［1］産業の概要  

①産業の概要 震災被害の最も大きかった神戸  

は阪神工業地帯に位置し、重厚長大型産業が中  

心である。ただオイルショック後は第二次産業  

が伸び悩む一方で、、第三次産業が成長し、産業  

のソラト化・サービス化の傾向が顕著になって  

きた。市内稔生産は1990年の統計で6兆181億  
円、全国に占める割合は1．4％であった。以下、  

神戸およびその周辺地域の産業の概要について  

順次述べていく1）。   

まず第一次産業からみてみると、神戸では農  

業は北、西両区で行われているが、農家はあま  

り多くない。耕地面積は年々減少しているが、  

果樹生産は伸びている。畜産は「神戸牛」が全  

国的に有名。他に乳牛、豚なども飼育されてい  

る。漁業は垂水、須磨、兵庫、長田区などで行  

われているが、従事者は年々減少中である。   

第二次産業は、神戸の主要6業種と呼ばれる  

食料品、鉄鋼、一般機械、輸送機械、電気機械、  

ゴム製品が中心となっている。食料品は酒、パ  

ン、菓子などが主力であるが、特に神戸から西   
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宮にまたがる灘五郷の清酒は、全国で30％の  

シチアを占め、伝統的地場産業として有名だ。  

鉄鋼では神戸製鋼や川崎製鉄、機械では三菱重  

工や川崎革工などが、多くの下請の中り、傘業と  

ともに地域経済を牽引している。   

ゴム製品では、長田・琴磨両区の地場産業で  

あるケミカルシューズが全国的地位を築いてき  

た（全国シェア8q％）。地場産業は他に、神戸  

の真珠加工（全国一）、．線香、アパレル、クリ  

スマス用品、神戸家具として名高い家具・木工  

品、明有・淡路の粘土瓦など数多い。   

最後も；第三次産業について概観する。まず神  

戸の小売業は、零細な商店が多く，1－2人の  

商店が全体の5割にのほっていた。しかし一方  

で、大型店は圧倒的な規模を誇り、その売場面  

積は神戸全体の小売店舗の売場面積？筆7％（こ  

の数字は政令指定都市中第2位）牢占めるほど  

だ。また小売市場には神戸特有の問題も存在す  

る（4節で詳述）。サービス実は70年代から80  

年代にかけて事業所数が増加してきた。とくに  

広告、デザイン、機械設計などの都市型サービ  

ス業は集積が図られている。   

神戸は、異人館や温泉地などの観光関連事業  

所の従業者が政令指定都市中第3位で観光産業  

は神戸の重要な収入源となっている。また国際  

貿易港を抱えでいるため，輸軍人額は帝い水準  

にあったが、貿易業者の70％以上は中小企業で  

あった。多い取扱車品は、機械、食料など。  

②産業振興策 神戸では、産業空間の不足を補  

う目的で、ポートアイランド、六甲アイランド  

などの埋め立て地が造成されてきた。内陸部で  

は、西神インダストリアルパーク、神戸ハイテ  

クパーク、神戸サイエンスパーク、神戸流通セ  

ンター、神戸リサーチパークなどが建設されて  

いる。   

また、行政サイドでは、ファッション都市、  

観光都市、コンベンション都市（会議・見本市・  

展示会などが多く開催される都市）を目指した  

施策を様々に展開しており、地場産業や観光関   



よると、1年後の物流機能が震災前の7q％まで  

回復しているとすると、日本のGDPは7兆  

8，000億円減少する。さらに生産停滞による日  

本経主副こ与える影響は、被災地外に生産の代替  

が進んだとしても小さくはなく、その損失額は  

1兆－2兆5，000億円との試算も皐る。   

自動車、電気、繊維などの関西系企業には、  

東南アジアなどに生産拠点を展開してきた企業  

も多い。これら海外の現地法人や合弁企業では、  

日本から主要部品わ供給を受けて加工、組立を  
行ってきた。そのため震災で部品の供給が止ま  

ると、生産に大きな影響があり、調達先の変更  

を余儀なくされた現地事業所もある。  

1）神戸市経済局『神戸の経済』、兵庫県産  

業情報センターなど『兵庫県の地場産業  

一平成6年版T』による。   

2）関西産業活性化センター『転機に立つ関  

西産業 国際空港開港と大震災』1995年。  

連産業の振興が図られてきた。   

［2］産業の震災被害の状況2）  

①直接被害 産業を支えるイγフラの被害を見  

てみると、鉄道の被害額は、J鱒西日本が  

1，200億円、阪急電鉄が800億円、阪神電鉄が  

790億円など計3，530億円。JRでは、山陽新幹  

線が8ケ所で高架橋が落下、六甲道駅舎が倒壊  

した。電気、ガス関係の被害額は、関西電力が  

2，260億円、大阪ガスが1，900億円。通信施設の  

被害額は、NTTが300億円など計440億円。高  

速道路の被害額は計6，000嘩円で、阪祁高速神  

戸線の全面復旧には2年程度必要である。岸壁  

の80％が陥没した神戸港の被害額は1兆400億  

円、完全復旧には3年程度かかると予想される  

（以上、インフラの被害額は復興需要見込額）。   

次に大企業の被害額は、製造業では神戸製銅  

が1，310億円。住友ゴム工業や日本製粉は工場  

閉鎖を決定している。／ト売業ではダイエーが  

500億円、ジャスコが30億円、ニチイが47億円。  

大丸、そとうなどの百貨店は合計で2，000億円  

の被害とみられる。   

地場産業の被害額は、ケミカルシューズの  

メーカーおよび関連企業で亭，000億円、清酒業  

が1，000億円、瓦製造業が18億円、線香製造業  

が11億円、クリスマス用品製造業が10億円。ま  

た他の中小企業では、機械金属業が400億円、  

印刷業が300億円などである。  

②間接被害 神戸港の物流嘩能の低下により、  

関西経済全体に影響が出ている。同港の貿易衝  

は年間約7兆円、全国の国際コンテナ貨物の  

30％を扱っていた。また関西の企業は輸出の  

60％、野人の40％を同港に依存していたので、  

船積みの停滞だけでなく、こ咋らの企業の物流  

に対して与える影響は木きい。神戸港の完全復  

旧までの間、これらの企業の物流は東京・横  

浜・大阪、さらに韓国の釜山などで代替される。   

また海上輸送を含め兵庫県を経由する財貨・  

サービスの取引額は、震災前で25兆8，000億円、  

対全国比は13．8％であった。このため港湾や鉄  

道、道路などの交通インフラの損壊により、物  

流停滞の影響は全国に及んでいる。ある推計に  

2節 酒遺業の被害と展望  

［1ユ灘酒造業の概要   

神戸から西にかけて「ちぬの海」と称する大  

阪湾沿岸部には、「灘の生一本」で知られる全  

国一の有名な清酒の産地、灘五郷がある。灘五  

郷の酒造業は、兵庫の地場産業の中で最も歴史  

のある産業である。元和年間（1615～24年）に  

伊丹地方に起こって以来、徳川中期には約ユ00  

軒が酒造を営み、年に10万石の酒を遣ったb後  

に天保の大飢饉を転機として衰運をたどり、六  

甲山両地方に移って灘五郷が主産地となった。  

このうち神戸には西郷、御影郷、魚崎郷が、西  

宮には今津郷、西宮郷がある。播州平野でとれ  

る造酒好適米「山田錦」、六甲山系から生まれ  

る「宮水」や「六甲おろし」などにみられる優  

れた原料や自然気候、丹波杜氏（とうじ）の優  

秀な酒造技術、さらに京都、大坂、江戸との原  

料や製品の運搬に便利な立地条件により発展し  

てきた灘五郷は、出荷数量で全国シェアの3割  

を占めてきが）。  

17   



業界各社では吟醸酒、生酒、生貯蔵酒や低ア  

ルゴ∴ル分の酒とし、った特徴のある商品を売り  

出し、さらなる需要の開拓に努めている。一部  

企業では、消費者が日本酒について学習できる  

ゼミナールや資料館を開設すると同時に、生活  

文化産業として日本酒と料理の相性功究を進め  

るなど、社会文化への取り組みとファッション  

性にも焦点を合わせた清酒の需要開発への各種  

の努力が行われてきた。   

しかし、成熟産業で長い間変化に乏しかった  

酒造業界も近年、消費者の低アルコール志向に  

よる清酒需要の減退、杜氏の高齢化と後継者不  

足、級別廃止による競争の激化といった種々の  

問題により経営環境は悪化していた。全国的に  

みると業者数は1988年をピークに減少傾向にあ  

る2）。特に、3割が赤字企業といわれえ中小酒  

造の経営は厳しく、将来転廃業は必至とみられ  

ていたが、今回の震災によりこの傾向に拍車が  

かかると考えられる。  

［2】震災の被害と復旧状況   

酒造業界の被害総額は1，123億円と推計ぎれ、  

特に中小酒造業者32社が大打撃を受けた（『日  

本経済新開』1995年6月30日付）。蔵を一つだ  

けしか所有していない業者もあり、生産設備を  

全て失ったところ、は95年の生産を断念せざるを  

得なかった。観光資源でもあった木造蔵のほと  

んどが消滅したため、蔵人の雇用が失われた。  

貴重な文化遺産を残してきた資料館、博物館も  

大部分が復元困難な状態となっている。しかし、  

業界では灘プランドを守ろうという意欲が強  

く、「酒造りめ伝統の灯を消すな」という決意  

で再建に臨んでいる。震災直後は交通網の混乱  

などもあり、「操業再開が大幅に遅れる」「伏見  

（京都）に需要がシフトする」との見通しだっ  

たが、大手を中心に復旧への動きは意外に早  

かった。操業再開率は95年白月上旬時点で90％  

に達し、垂託生産などで出荷量は震災以前の水  

準に回復した（『日本経済新聞j1995年6月30  

日付）。   

本ゼミナールでは95年11月中旬、灘五郷酒造  

組合加盟業者に対してアンケート調査を行った   
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（有効回答のあった26社のうち従業員数が30人  

以下の12社を小規模、31から99の9社を中規模、  

100人以上の5社を大規模と分類しこ企業規模  

による被害と復旧状況の差異を分析）。これト±  

よれば、ほとんどの業者が生産設備、商品に被  

垂を受けており、多くの業者で仕入れ元、販売  

先など多岐にわたる被害があったとみられる  

（表Ⅰ－2－1）。被害総額については、0．2～  

5．2億未満が12社、5．2一－10．2億未満が6社、45  

－50億未満が1社、無回答が7社であった。し  

かし、復旧については大規模酒造に比べて中小  

酒造は遅れているとみられる。  

表Ⅱ－2－1 酒造業者の被害状況  

被害のあった所  小（12）  中（9）  大（5）   

蔵・倉庫（建物）   8   

生産設備   
商品   9   

中間生産物   
≡…。■・   
仕入れ元   
販売先   

（資料）アンケートによる。  

アンケート調査によれば、11月中旬時点で小  

規模4社、中規模4社が未だ「復旧を計画中」  

であった。また、復旧資金についても大規模5  

社は「自社資本のみで復旧可能」であり、制度  

融資、民間融資のいずれも利用していないが、  

小規模は6社が、中規模では4社が「融資なし  

では復旧不可能」であると答えている。従業員  

の確保にぉいても、大規模5社では「震災前の  

従業員がほぼ復帰」しているのに対し、中小に  

おいては1社が「確保できていない」、5社が「最  

低限の復帰」にとどまっている（表Ⅱ－2－2）。   

国・地方公共団体の融資制度については、中  

小規模10社が利用したと答えている。融資が必  

要であるにもかかわらず利用しない理由として  

は、「金利が高い」、「返済期間が短い」、「手続  

きが複雑である」という回答が散見され、今回  

のような緊急時には特別な配慮が欲しいとする  

意見もあった（表Ⅱ一2－3）。   

行政側の対応として、国税庁は1年の期限つ   



五郷は震災以前からあった以下の二つの問題に  

より、大幅な構造転換を迫られているといえる。  

①四季醸造への移行 機械化の進んでいない工  

場では、酒造りは10月半ばから4月初めにかけ  

て行われるが、農閑期にあたるこの時期にのみ  

従事するめが杜氏・蔵人七呼ばれる季節労働者  

である。アンケート結果をみても、26社中23社  

が季節労働者を雇用しており、日本の酒造りは  

杜氏・蔵人によって支えられてきたといえる。  

しかし、就農人口の減少や兼業化の進展といっ  

た、農村の構造変化による杜氏・蔵人の高齢化  

と後継者不足は深刻であり、近い将来杜氏制度  

が崩れることは確実である。   

この問題に対して大手は設備の近代化で対応  

しているム年間を通じて酒造りのできる四季醸  

造工場を建設した大手各社は、杜氏集団が酒造  

りを行う蔵と近代的な四季醸造工場を有してお  

り、次第にプラントでの酒造りのウエートを高  

めてし；る。しかし一方で、ヰ小の業者の多くは  

樺械化・プラント化をためらっているのが現状  

である。手造りということで大手に対抗してい  

た中小が機械化に走ると、自身の持ち味を殺し  

てしまうことになり、また、資本力の勝負では  

勝ち目がないからである。さらに、数億円以上  

の設備投資負担は困難であり、販売力のない中  

小メーカーにとっては設備投資のリスクは非常  

に大きいこともその理由である。   

しかし、最も重要な部分である製造部門が季  

節労働者に支えられているというのは不合理か  

つ不安定であり、また、今回のような非常事態  

に対応できない。中小メーカーは共同で四季醸  

造プラントを建設するなどの対応策を迫られて  

いる。  

②桶取引の減少 酒造業界には桶取引といわれ  

る業者間取引がある。桶取引とは精製酒を製品  

化せず原酒のまま（したがって課税対象となら  

ない）製造者間で取り引きすることであり、正  

式名称を「未納税取引」という。原料米割当制  

の時代であった60年頃から清酒需要が拡大する  

中で、販売力が生産枠を上回る大手酒造が中小  

から原酒を買うという構造ができあがった。ブ  

ランドカの強い大手は一定の生産枠のもとで販  
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きだが、被災した業者が製造委託先に自社の貯  

蔵所を設置すればそこから直接出荷を認める特  

例措置をとった。また、震災による酒類等の損  

失があった瘍合は所持者からの申請に基づき、  

酒税相当額について災害免除法による救済措置  

がとられている。95年6月3b目に決定された神  

戸市復興計画では住工商一体の産業復興の一環  

として、溌・東灘区での痛蔵の再生、「酒蔵の道」  

整備とともに、酒造施設の共同化、高度化など  

「酒を活かしたまちづくり」の方針が打ち出さ  

れた。－  

表Ⅰ－2－2 酒造業者の復旧状況  

従業員の確保について  小llZ】  中日＝  

震災以前の従業員がはぼ復帰  ロ  
ある程度の新規耳で曙保  
最低限の復帰  
確保できす   l  

設爛の復旧について   小IIZ）  中1射  
完全復旧   ロ  ロ  
縮小して復旧  
建設中  
… 些・・  

ロ  

（資料）アンケートによる。  

表Ⅰ－2⊥ 

復l日資金について  小l12】  中19I    計社賀本のみで調達    ロ  ロ    自社のみで可能だが融資併用    ロ    自社資本のみでは不可能        制度融資の利用  

（資料）アンケートによる。  

［3］灘五郷の展望   

震災によって、業界内の大手と中小の格差が  

広がった。資金をすみやかに調達できたかどう  

か、年間醸造できる近代設備があるかどうかが、 

復旧に大きく影響した。酒造業者は震災によっ  

て今後生き残れるかどうかをふるいにかけられ  

たといえる。アンケート結果をまとめると、灘  



業界の構造調整が叫ぼれ、地域再生の道が模索  

されてきた。長田はその道半ばにして震災を迎  

え、産業基盤に壊滅的打撃を受けたのである。   
多くの中小企業が集積する複雑さと、それを  

束ねるリーダーが不在のゆえに、長田の復興に  

は紆余曲折が予想される。また長田の未来像を 

提示することも極めて難しいこととなるだろ  

う。行政の対応次第では、長田の様相は一変し  

てしまうかもしれない。本節では、地域集積型  

地場産業の震災復興の複雑さを浮き彫りにし、  

あわせてケミカルシューズ業界の今後について  

考える。  

［1］長田のケミカルシューズ産業の概要  

①ケミカルシューズの定義 元来のケミヵル  
シューズの定義は「甲に合成繊維、合成樹脂、  

または合成皮革を、本底にゴムもしぐは合成樹  

脂、またはこれらの混合物を使用し、甲と本底  

とを接着剤により、接着した靴（運動靴は除く）」  

となっている。しかし、素材甲変化により、現  

在では天然皮革を使用した靴が大半を占めるよ  

うになり、この定義に当てはまる靴はむしろ少  

なくなってきた。今日、一般に使用されている  

ケミカルシューズの意味は、神戸を中心に製造  

されている「ファッション性の高い、新素材を  

積極的に使用した靴」ということになが）。  

②歴史的沿革 神戸のケミカルシューズ産業の  

歴史は、明治時代中期、神戸に設立された日本  

で最初のゴム製遣所に始まる。1918年にはゴム  

靴が開発・生産され、続いてゴム長靴が生産さ  

れるようになり、戦前にはすでに日本最大のゴ  

ム履物産地に発展していた。戦後、ゴム履物の  

生産量が拡大していったが、1950年頃から甲に  

合成皮革（塩化ビニル）、底に天然ゴムを用い  

たケミカルシューズ生産への転換が行なわれ  

た。1955年頃、ケミカルシューズが商品として  

確立し、それ以後、底材が天然ゴムから合成ゴ  

ムに変わり、甲皮材も塩化ビニル系からポリエ  

ステル系、ポリウレタン系へと変わっていき、  

ケミカルシューズ産業は成長を続ける。そして  

1961年前後に急成長してから、1965～66年頃に  

成長期から安定期に入っていった。1970年代中   

売量を増やせることから割高を承知で桶買い  

を、中小は販売努力をせずに利益が大きくなる  

ことから桶売りを行った。75年のピーク時に，は、  

大手は出荷量の半分以上を桶買いでまかなって  

いた。   

しかし、大手が機械化の進んだ量産工場を相  

次ぎ建設し、生産能力を上昇させて桶取引を削  

減する一方で、中小酒造の間では専門技術者で  

ある蔵人の確保が耗しく寧り、生産量は伸び悩  

んでいた。手のため、桶買いの比率は急速に低  

くなっていたが、震災はこの傾向をさらに加速  

させるとみられ、桶取引に頻ってきた中小の  

メーカーは窮地に追い込まれつつある。   

以上の2点により、今後中小酒造の集約化・  

転廃業が進むと考えられるが、これらの変化は  

震災以前から起こっていた構造的なものであ  

り、たとえ震災がなかったとしてもいずれ対処  

しなくてはならなかった問題である。衰退しつ  

つある産業、企業を長期的に活性化させる施策  

を打ち出しつつ、同時に新しい活路をいかに開  

拓していくかが、行政・民間企業双方に与えら  

れた課題といえるだろう。  

1）兵庫県産業情報センターなど『兵庫県の  

地場産業平壌6年版一』1994年。   

2）京都大学経済学部岡田ゼミナール『京都  

市製造業のゆくえ』1994年。  

3節 ケミカルシューズ産業の被害と  

復興  

この節では、神戸の代表的地場産業である長  

田1）のケミカルシューズ産業を取り上げる。  

長田のケミカルシューズ産業は、一定の地域に  

多数の中小企業が集積する典型的な地域集積型  

産業2）であり、内部に複雑な分業と競争のシ  

ステムを抱えている。その複雑さは、一方で長  

田特有のダイナミズムを生み出し、全国で有数  

の靴の産地を作り上げてきた。しかしもう一方  

では過当競争体質を生み出し、「平成不況」を  

乗り切る道を妨げている。そのため震災前から   
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い場合もあるという。  

（9長田のケミカルシューズ業界の概況 長田区  

から須磨区にかけてケミカルシューズの工場が  

集積しているが、企業数や就業者数などについ  

ての正確なデータはない。全国組織である日本  

ケミカルシューズ工業組合に加盟している企業  

数は、震災直前には225社。このうち神戸市内  

の企業は191社であったが、平均従業員数は約  

22名であり、ほとんどが小規模業者である。同  

組合所属の神戸市内のケミカルシューズメー  

カーの1994年の年間生産量は3，200万足、年間  

売上高は665僚円、1社あたりの平均売上高は3  

億円余りであった4）。また、他の組合に加入し  

ている企業や組合に加入していないアウトサイ  

ダーと呼ばれる企業なども約250社あり、神戸  

市内のケミカルシューズメーカーの総数は450  

社超度になる。さらに、これらのケミカルシュー  

ズメーカーに素材を提供している会社や加工会  

社などの関連会社が約1，200社。また、これら  

の企業で働いていた従業員が約15，000人、内職  

従事者が約5，000人、合わせて業界全体で約  

革0，000人がケミカルシューズ産業に従事してい  

た。これは長田・須磨両区の就業者（15歳以上）  

の約5分の1に当たる人数である。震災前の業  

界全体の売上高は1，000～1，200億円、そのうち  

で付加価値の部分が500－600億円、給与支払い  

額が約300億円であった。単純計算すると、1  

人当りの給与は約150万円と推計される。生産  

規模は最大手のカワノでも年商約70億円、2位  

が約30億円で、10億円以上の企業は20社ほどし  

かない。  

⑥長田のダイナミズム5）徹底した垂直的分業  

体制は、流行に合わせた機動的な商品供給を可  

能にしてきた。受注から発送まで2週間という  

スピードで対応することもでき、1モデル  

1，500足前後の生産が損益分岐点になっている。  

このような短い納期で、多品種少量生産ができ  

るのは、加工工程を外注しているからである。   

また、長田の特色としてあげられるのは、、生  

産に関連するあらゆる仕事の揚が、生活の場と  

同じ地域社会のなかにあるということだ。企業  

の従業員は自宅から近隣の職場に通勤し、仕事  
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頃以降は、デザインや素材を活かしたファッ  

ション化路線に転換し、今日に至っている。以  

前は輸出も盛んであり、1971年には年間生産量  

約1億足のうち46％が輸出されていた。しかし、  

その後の円高等の影響により輸出は壊滅的な打  

撃を受け、現在ではほとんどが国内消費となっ  

ている．  

③生産工程 ケミカルシューズは上ものと底に  

分けて製造されるのが基本だ。上ものはまず合  

成樹脂レザーと裏地が接合され、甲に裁断され・  

る。それからミシン縫製→中底・アルミ型の吊  

り込み十整形という工程ででき上がる。底は、  

生ゴムから素練→混合練→プレス加工という工  

程を建て底ゴムに仕上がっていく。でき上がっ  

た上ものに底ゴムが底づけされ、底庄縮→型抜  

き→仕上げという工程で最終製品が完成する。  

④分業体制 ③で述べた生産工雀は、徹底した  

分業体制によってささえられている。ケミカル  

シューズメTカーは、デザインをし、材料を調  

達して加工業者にわたす。加工業者はシューズ  

メーカーから受け取った材料で、裁断や縫製を  

行ない、上ものや底を完成させ、シューズメー  

カーに納入する。シューズメ∵カーは、受け取っ  

た上ものと底を接合し、最終工程を行なう。  

1990年の業界の調査では、縫製業者が900社、  

裁断業者が63社、材料・ゴム部品業者が60社、  

底材業者が104社、型抜き業者が17社、彫刻業  

者が18社であった。さらに、この下に多くの内  

職従事者が連なっており▲、こ・のような徹底した  

垂直的分業が、長田のケミカルシ，ユーズ産業の  

特徴となっている。   

また大手のシューズメーカーは加工業者を下  

請化しているが、中小シューズメーカーと加工  

業者との間には、仲介業者が介在することもあ  

る。他の産業における一般の分業体制は、大企  

業の下に下請け業者が連なったものであるが、  

この地域では、基本的にどのシューズメーカ∵  

が、セの加工業者に発注してもよいことになっ  

ている。シューズメーか一は個々の製品生産に  

必要な加工業者を柔軟に組織できる構造になっ  

ているのだ。仲介業者が介在した場合には、自  

社の製品がどこで加工されているのか分からな  



の帰りに買い物をし、一杯飲んで家に戻名。内  

職の主婦は、自宅にミシンを備えて縫製をし、  

また手内職をする。震災前の長田には、1階が  

作業場、2階が住居という建物が林立していた。  

職と住が混在する一定の地域の中でケミカル  

シューズ産業が発展してきたことは、人件費や  

輸送費、情報コストなどを低く抑えることを可  

能にし、低価格の商品を供給できる要因のひと  

らであったのだ。   

さらに業界には、1階を自社で使い、2階以  

上を他社に賃貸するというシステムがあり、起  

業家精神あふれる人が新規参入することが容易  

であった。そ、のため従業員の定着率は低かった  

が、とのような参入や退出を容易ならしめる仕  

組みも長田のダイナミズムをささえてきたので  

あ’為。  

⑦長田のケミカルシi⊥ズ産業の課題   

a過当競争徹底し■た垂直的分業と柔軟な発注  

構造にみられる長田特有わ生産ネットウーク  

は、強みでもあ為が、一方で過当競争体質も生  

み出してきた。シューズメーカーは加工業者を  

時間ベース、コストベースで競わせ、卸や小売  

業者もまた、シューズメーカーを時間と㌧コスト  

で競争させる。多くの中小企業がひしめく中で  

のこのような競争は、業界に過当競争体質を根  

づかせた。そこでは激しい生存競争が繰り広げ  

られ、競争に敗れた企業は消えていく。このよ  

うな体質は弱者切り捨てとの批判も生んでき  

た。   

長田の商品は、従来は卸を通じて全国に流通  

していたが、最近では大手の流通資本がシュー  

ズメーカーと直接取引をし始めている。これら  

の流通資本は中国や東南アジアなど海外から直  

接輸入しているため、低価格の商品を調達する  

ことが可能であり、きらに企画力やデザイン力  

も強力である。そのため流通資本がシューズ  

メーカーより優位な立場に立ち、シューズメー  

カーがいいなりになる現象も出てきていた。  

b少ないデザイン投資 長由では、デザインヘ  

の投資は利益をもたらさない、と言われてきた。  

ファッション性の高いケミカルシューズの場  

合、製品が多品種にわたり、また生産期間が短   
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いために∴新製品■が流通に回るとほどなく模造  

品が出回ってしまう云ケミカルシュ－ズは流行  

の移り変わりが年間10サイクルもあり、一つの  

製品の寿命は極めて短い。結局、新製品を創造  

するより・も、模倣したほうがコストが安くなり、  

当たり外れもなく有利になる。そのため模倣体  

質が定着し、しかもそれが長い間放置されてき  

た。この上とが、「長田の靴」の高級化を妨げ、  

価格破壊を招いてきた一因である。・  

C不況による低迷1990年以降の日本の構造不  

況の中で、ケミカルシューズも例外ではなく、  

注文が震災前から減っていた。生産余力はある  

が、受注できないのが現状である。テ肖費着こ′－  

ズを捉え切れていないことも、受注減少をくい  

止められない原因としてあげられよう。  

d国際競争の激化 円高で低価格の中国・東南  

アジア製品が出回り、業界の売上を庄迫してい  

る。ただしファッション性で勝負して・きたわで、  

極端に売上が減少しているということはない。、  

長田では、このような海外製品に対抗するため、  

製品の高級化を進め、産地の高級イメージを  

作っていく必要性が叫ばれていた。しかし業界  

にまとまりがなく、高級化路線は結果として進  

まなかった。また、長田のシューズメ」カーで  

海外に生産拠点を移しているのは5社のみであ  

る。‥海外で作っそいては流行に遅れてしまうか  

らだ。  

e従業員の高齢化・後継者不足 平均年齢51歳  

といわれる長田のケミカルシューズ業界では、  

後継者不足の問題は深刻である。靴の製造現場  

には3Kイメージが強い。シューズメーカーと  

いえども、営業、経理、企画、経営管理などの  

人材も必要なのだが、こうしたイメ．－ジが強い  

ことが、若者を遠ざけてきた。中小零細企業で  

は昇進面、賃金面など若者にとって魅力が乏し  

く、働く意欲も引き出しにくいのは確かである。  

しかし、ファッション性を追究する業界では、  

デザイナーや製造企画を行う優秀な人材は不可  

欠であり、どの企業も若い人材の確保や育成が  

課題となっている。   



流通サイドで輸入品への代替が進み、輸入品と  

の競合が生じる低価格品の売れ行きが大幅に低  

下してきた。11月末現在でも、工場床面積や従  

業員の減少があったため生産力は落ち込んでい  

るが、それでもまだ生産余力がある。しかし残  

念なことに、注文がないのが現状だ。  

［3］長田のケミカルシューズ業界の震災復興  

への取り組み  

①復旧資金の調達 各企業は金融機関から限界  

まで借りているが、担保となる不動産のない人  

は、当然の土とながら融資を受けることザでき  

ない。日本ケミカルシューズ工業組合加盟の神  

戸市内企業でみると、高度化資金は震災前は利  
用されていたが、震災後は利用した企業はない。  

行政の設定した中小企業向けの超低利融資制度  

は利用されてはいるが、無担保で1，000万円ま  

での融資では、家・工場を完全に失った零細企  

業が生産を再開することは不可能である。  

②生産工場の確保 同組合加盟の神戸市内の傘  

業のうち、11月末現在で生産を再開している企  

業176社の操業形態をまとめると、表Ⅰ－3－  

2のようになる。表によると仮工場で操業して  

いるメーカー 

でいるメーカーが3社、下請で操業が10社と  

［2］長田のケミカルシューズ産業の震災被害  

状況   

日本ケミカルシューズ工業組合の調べによる  

と、震災直後の被害状況は、同組合加盟の神戸  

市内191社のうち、大被害（外から見て相当な  

被害）が158社、小被害、（外から見て被害はな  

いが内部に被害がある）が33社であったこ被害  

のない企業はなかった。また兵庫県の調査では、  

シューズメーカーと関連企業合わせて約1，600  

社のうち全半壊∵焼失の被害を受けたのは  

90％、業界全体の被害総額は3．000億円に上る。  

この額は業界の年間売上の約3倍である。  

同組合の調べによると、同姐合加盟の神戸市  

内企業191社のうち、1月に倒産した企業は3  

社であった。－また1月未に操業再開した企業が  

5社でありミ20日後で10社、1カ月後で25社、  

2カ月後で74社、▼3カ月後で142社が操業を再  

開していた。11月末現在では、176社が操業を  

再開している一方で、2社が休業中であり、倒  

産または廃業によ・り16社が同組合を脱退してい  

る（月ごとの同組合の組合貞数の変遷は表Ⅱ一  

室‘ニ1めとおり）。8い片束魂在セ、／設備稼働率  

は被害が少ない企業は100％であるが、被害の  

大きいところは40おに留まり、虻産数量は東災  

前の約45％まで回復している。Lかし、震災後  

表Ⅱ－3－ト 日本ケミカルシューズエ業組合の組合員数の推移  

新規加入  
県  内  その他   l耕枇1  

平成7年1月  225  1g2  33  3  3   

2月二  L 222   18g  33  

3月  222  189  33  1  1   

4月  221  188  33  1  1  1  
5月  21  188  33  
6月  222  18g  33  6  5   

7月  216  184  32  4  3  2  2   
8月  218  186  33  
9月  218  185  3年  2  2   

10月  21鱒  183  33  
11月  216  183  33  1 O 

12月  215  1 

（資料）日本ケミかレシューズ工業組合による。  
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なっており、計56社がなんとかエ場を確保して  

生産を再開している状況がうかがえる。神戸市  

が西区に建てた仮設工場には同組合から7社が  

当選したが、実際に移った企業はない。工場が  

長田区か須磨区になければ、情報、金融、下請、  

従業員の通勤などの面で操業ができない、とい  

うのが理由である。また、区画整理事業の対象  

となっている区域では、・エリアカさ決ま、る数年後  

まで本工場を建てられず、2階建てまでの仮設  

工琴での操業を余儀なくされている。  

表Ⅰ－3－2 月本ケミカルシューズエ業組合  

加盟企業の11月乗の生産再開形態  

して挙り、従襲の課題であった人材甲育成にも  

業界全体で取り組むという。6月30日に策定さ  

れた神戸市復興計画にlま、この報告書の内容が  

ほぼそのまま採用されている。  

t4］行政の長田の復興への取り組み  

（D金融措置 ケミカルシューズに関係する震災  

直後の兵庫県、神戸市の金融措置としては、緊  

急災害復旧資金の創設、緊急特別資金の融資対  

象者の拡大などの施策が論じられたが、これら  

は7月末で打ち切られた。その後行なわれた施  

策としては、緊急災害復興基金の融資枠の拡大  

（2，900億円まで）、融資限度額の引き上げなど  

があろ。また県工業課は、中小企業事業団所管  

の災害復旧高度化資金の利用甲促進に取り組ん  

でいる。  

②仮設工場 第一次募集として、ケミカル  

シューズ向けが長田区内に36戸用意されたが、  

応募倍率は13．3倍であった。第二次募集は酉神  

工業団地に65戸用牽きれたが、応募倍率は1倍  

以下であった。  

③産業復翠ケミカルシュ∵ズに関係する主な施   

策  

a被災地域内の中小企業の団体の販路開拓、｛  

材養嘩等の共同事業 公益法人2，000万円、業  

種団体1，000万円を助成。  

ゝb中小企業集積の活性化推進 ケミカルシュー  

ズ産地に関しては、工業技術センターが実施す  

ろ地域中小企業集積創造的発展計画策走事業に  

対して500万円助成。  

C製品の事業化の推進 ケミカルシューズ業界  
に対しては、年3回開かれろ見本市のうち1回  

分の費用を負担する。事業費は1，000万円。  

d工業技術センターの復旧事業費 8億3，100  

万円（一部国庫補助）。  

［5］まとめ   

長田のケミカルシューズ産業は、涼行の変化  

の激しいファッションシューズの業界で、地域  

集積のメリットを活かし、多品種少量・短納芳「  

生産で全国的地位を築いた。‘しかし、1990年以  

降の構造不況の影響、低価格の海外製品の攻勢   

（資料）日本ケミカルシューズ工業組合による。  

③“くつのまちとながだ’復興プラン 震災後、  

日本ケミカルシューズ工業組合や神戸ゴム協同  

組合など5つの業界団体が中心となって「ケミ  

カルシューズ産業復興研究会」が設立された。  

同研究会は「ケミカルシューズ産業の復興」と  

「長田の地域復興」を掲げて、業界サイドふら  

復興ビジョンを捷示しようと審議を重ね、6月  

23日に報告書F‘‘くつのまち＝ながだ’復興プ  

ラン』をまとめた。この報告書で打ち出された  

基本コンセプトは「地域産業が活発で、高齢者  

に優しく、人の集まる、安心できる街」であり、  

工場、住宅、商店が共生する秩序ある街を目指  

すとしている。   

同プランの特色は、「工業系集約街区」「住工  

共存複合街区」「住工商併用調和街区」などを  

設け、震災前の長田の街の良さを復活させよう  

としていることだ。さらに海外の企業にも参加  

を呼びかけ、若者の集まる新しい靴の街を月指  

そうとしている。また「靴学校」の設置を検討   
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もっており、多品種少量生産を特徴とす   

るム取引上の情報収集の面でメリットが  

・あるが、受注をめぐる企業間の競争が激  

しい。  

3）ケミカルシューズ産業復興研究会『“く   

つのまち＝ながた”復興プラン加  

古）日本ケミカルシューズ工業組合『ケミカ   

ルシューズ業界の概要』。  

5）加護野忠男「地域集積型産業の震災後   

輿」，神戸大学＜震災研究会＞編『大震   

災100日の軌跡』1995年11月、参照。  

によって売上は低迷し、過剰供給体質におち  

いっていた。長田はこれに対し高級化路線で乗  

り切ろうとしてきたが、人材不足やデザイン投  

資の少なさ、業界全体のまとまりのなさなどに  

よって、思うように進まなかった。そこを襲っ  

た今回の震災で、ケミカルシューズの産業基盤  

は壊滅的被害を被らたゎである。   

震災かちの復興を考えると、大手であるほど  

自力で早い復旧か可能である。すでに震災後の  

生産現場の混乱の中で、早期に操業を再開した  
企業た受注が集中している。ま－た伝えられると  

ころによると、シューズメーカーによ去縫製業  

者の囲い込み、特定のメーカーと加工業者との  

取引の固定化などが進行中ということだ。長田  

の産業構造は固定化の方向に向かいつつあると  

いえよう。また［4］でみたように、行政の対  

応も決して零細な企業が生き残れるようなもの  

ではなく、震災前の産地の状況に戻すことは現  

実にはできないだろう。とすると、長田は大手  

を中心に、以前より固定化・系列化した生産  

ネットワークをもった街に変わっていく可能性  

が大きいのではないか占そしてその手とによっ  

て、以前からの念願であった産地の高級化が図  

れるかもしれない。   

問題は、それが零珊企業や内職従事者などの  

弱者切り捨てにつながりはしないか、というこ  

とである。さらに、地域集積のメリットや長田  

特有のダイナミズム、ベンチャー的雰囲気がな  

くなっていった時、大手や中堅の高級化・ブラ  

ンド化路線だけで、全国での長田の地位を守れ  

るのか、という懸念も大きい。「くつのまち＝  

ながた」構想はそのような問題をクリアしてい  

く試みであることは確かだ。しかし、地域社会  

と結びついた生産ネットワークは、長い歴史の  

中で築かれてきたものである。今後それを人工  

的に作ることは至難の技にちがいない。  

1）本節ではケミカルシューズ産業の集積す  

る長田区と須磨区の一帯を長田とよぶ。   

2）一定の地域に、専門的加工工程に特化し  

た多くの小規模企業が集中して立地する  

産業。分業と競争の複雑なシステムを  

4節 神戸市小売商業の被害と復興  

［‖神戸市小売業の推移   

震災の影響をみていく前に、神戸市小売業が  

いったいどのような状況にあったのかを概括し  

ておきたい。そうすることで神戸市小売業が震  

災によって何が変わって何が変わらなかったの  

かが鮮明になると思うからである。   

まず、小売業の現状として表Ⅰ－4－1をみ  

てみよう。商店数は1976年の18，765店から1991  

年の19，442店と1．07倍の増加に対して、売場面  

積は1976年の802，721nfから1991年の  

1，224，082t＃と1．52倍になっている。この1店  

舗当たりの売場面積の増加は大型店数の増加を  

表しているといえよう。表Ⅰ一4－2からみて  

も、第1種・第2種を合わせた大型店の売場面  

積シェアは40．8％から47．0％へと増加してい  

る。このように、神戸市の小売商業は大規模化  

が進んでおり、神戸市小売業の年間販売額にお  

けろ大型店の割合は増加の一途をたどってい  

る。  

表Ⅱ－4－1神戸市内の小売業の推移  

（資料）神戸市経済局「神戸の経済J1994．21ペ「ジ。  

原資料は神戸市「神戸市統計舎J  
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衰Ⅰ－4－2 神戸市内の店舗規模別商店数・売  

場面積・年間販売額（1988，199り  

表Ⅱ⊥4－4 中小企業の被害状況   

①製造業関係  （単位：件、10億円）  

兵塵  33，44  33，274  15，1  8i370  （神戸市）  4，349  ；3，925  3，359  1，950   事業所致  ！ぅち和、  出荷額  う垂司  痩  ナ    カ              大阪府  88．820  88，314  24，268  ．13・竺L」   
全市合計  （lg．771）  （1．匂7，g24）  （100，0）  （1，S78，588）  （1（氾．0）  蔵店欺  完場甜（d）  ！（ヽ†  年慮弟嚢（言方）  ぎ（別  大空店  （ユ，886）  （胡丁．410）  ！（軋75）  （鎚9，鴨7）  （37．32）   l，110  575，378  47．00  799，郎7  40．39  その儀  （15．払5）  （6別．511）  （59．】5）  ・・≡・・・  （記．臨）  －・勤＼売店  15，33Z  糾呂，70l  53．（氾   59．6l               1g．44Z  1．と4．082  1印．0  1．㈹，∽3  1餌）．0   

②卸・小売業関係  （単位：件こ10億円）  

兵庫県  87，409  ユ；l；  1畠こ136  11，729   
（神戸市）  28，217  2【；，079  8，566  声；548   

い64，438  j183，262  98，118  44，104   事業所数  うち中小  売上高  うち中小                      大阪府  
（柱）（）内は1988年  

表Ⅱ－4－3において他の政令指定都市と比  

べてみても、神戸市は大型店のシェアがかなり  

高いことがわかる。昨年本ゼミナールでは、京  

都市の小売商業について調査を行去ったが、京  

都市は「大型店出店凍結宣言」をするなど、一  

時期大型店抑制に動いたため、大型店のシェア  

が今でも最低水準にあるのと比べると対照的で  

ある。  

表Ⅱ－4－3 大都市の零細小売商、大型小売  

店舗の地位（1991年）  

（資料）中小企業庁「中小企業の被書状況について」  

（19g5年2月10日）  

これと同じことが卸・小売業関係のデータに  

ついてもいえるであろう。また、神戸市商業の  

被災状況についての報告はいくつか出ている  

が、商店街・市瘍単位で把握したものであって  

全体の被災状況・被害金額を知ることはできな  

い。   

小売業は小規模業者が各地に点在しているた  

め、商品を含めた被害金額を推計することは特  

に重森わ業であろう。店舗の而における被害状  

況は神戸市が調査している。   

神戸市商店街・小売市場の被害状況につい  

て、神戸市商業貿易課の出している表Ⅰ－4－  

5をみていこう。まず表の見方であるが、被災  

状況欄の全損率と再開率の算出の仕方は異なっ  

ている。全損率は全損戸数を店舗数で割ったも  

のだが、全損戸数とは尭仝に潰れた戸数のこと  

ではない。市職員が震災直後に現場に出向き、  

1軒ずつの被災率を外観だけで判断してそれを  

足したものである。つまり、見た目で50％の被  

害と判断した場合は0．5戸、80％の場合は0．8戸  

となり、それらの合計が全損戸数となるわけで  

ある。再開率とは文字通り営業店舗数を店舗数  

で割ったもので、営業店舗数は以前と営業場所  

が変わっていても構わない。   

このように算出方法が異なるために、全損率  

と再開率を足すと100％を超える欄があるわけ  

である。   

表をみていくと、商店街、′ト売市場ともに灘   

苦学小義育   澱接‰   儲詫訝エア   甥  品販売  慧こ．   

亜  
嗜ミ…  2占  

≡ 

広島市   ・：  真読帯   79 朗 TZ 丁7 7 7 丁9 80 80 つ  7 8 月 7 6 H 月 7 』  卜妻 ！冨 ＝  3 』 5 月 g 3 8 2 月 8 月 8  董…書覆 儲吾妻  薯要 裏  埴   4 3 4 33 30 さ 30  4〔四 825 822 02畠 11 1伯 9Z5 8ZZ 228 Srロ 8Z3 2Z4    謹姦幕青  ∽ T  月 8  8占 58   14．2Z9 45．与（Z   際 35   
12大書奇計  ぎ 竹．2   50，8   11．1（払，カ   38．7（27   ．幻   

［21震災による被害状況  

①商店街・小売市場の被害状況 震災による被  

災業者数について、中小企業庁の発表した数字  

がある。表Ⅰ一4－4がそれである。この資料  

について日本福祉大学の森清雄教授は次のよう  

に批判している。「神戸市内の中小製造業者は  

「3，925事業所」‘とされている。ただこの数値は、  

『工業統計調査結果表』から引用したもので、  

「（中′ト企業は、4－299人の事業所）」と注記  

きれておサ、3人以下の小規模業者が含まれて  

いなし－。（中略）小規模業者を含む中小企業を  

故う場合の統計としては、きわめて不適切な  

データである。」1）   
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1994年9月未で約783，458、1995年3月で  

687，390と、96，068件の減少である3）。また、  

区レベルでみても、人口減少区と増加区があり、  

このことが小売商業に与える影響は小さくある  

まい。  

［3］復興への行政の取り組み   

行政の小売業復興に対する考え方、政策はど  
のようなものだろうか。神戸市商業史易課が中  

小小売業復興の基本的な考え方について』ノを参  

照しながら、行政が措いている復興ピジヨンを  

読みとっていこう。  

①復興の基本的な考え方 「かねてから、大き  

く変化してきた商業環境の中で中小小売業は苦  

痩に立っていたが、今回の震災により中小小売  

業は壊滅的な打撃を受けた。（中略）中小小売  

業者の中には自らの住居を失った者も多く、早  

急に活動基盤を整備し、市民生活の安定にも資  

する商業機能の回復を図る必要がある。本市に  

おいては、これら中小小売業者の商業棟能の回  

復が、まちの復興め第一歩セあると位置づけ、  

（中略）本格復興のための支援に全力を傾けて  

まいりたい。」   

ここから読み取れる行政側の意向は以下のよ  

うなものといえよう。個々の商店を個別に支援  

することは行政としてはしないし、できない。  

商店街、小売市場がまちの復興、コミュニティ  

の中心としての機能を果たす限りにおいて支援  

する。   

これは言い換えれば、単体としての商店を援  

助するめではなく、まちづくりと→体となった、  

ある種の結合性の強い団体を支援するというこ  

とである。つまり、単純に震災前の姿に戻すと  

いうよりも、これを機に小売業の再編成をしよ  

うという姿勢が表れてい為。   

次に樋策内容を概観しておこう。  

②具怯的な施策内容  

a当面の施策  

・復興支援チームの派遣 被災状況に応じた復   

興策を指導するために、神戸市、兵庫県、商   

工会議所でチームを組織して、商店街・小売   

市場を訪問している。  
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表Ⅱ一4－5 商店街・小売市場の被災状況と  

再開状況   

（資料）神戸市経済局による。  

区、長田区の被害が際立っている。やはりイン  

ナーシティ問題が叫ばれていた地域が大きな打  

撃を受けたといえよう。再開状況をみると、当  

初はあゝなり低水準であらた営業率も確実に上昇  

しており、全区において7月1日現在で50％以  

上にまでなっている。   

しかしこ今後この数字はそれほど上昇する七  

とはないと予想される。なぜかといえば、全損  

率土営業率との合計が100％に近くなっている  

しヾ時期的にも再開できるところはもうしてい  

る頃だからであるム今後の再開率め状況につい  

ては今年の夏頃に神戸市商業貿易課が調査報告  

していく′予定のようである2）。  

②商業環境の悪化 商業はその特性から地域に  

密着して成り立ってい患∴震災による人口減少  

は購買力の低下を招き、商業復興の足翻となっ  

てしまう。人口減少を示唆する資料がいくつか  

ある。兵庫県で大阪ガスの倶給世帯戸数の推移  

をみると、1994年12月末で131万戸、1995年3  

月セ121万戸J1995年8月で121万戸であり、10  

万戸の減少となっている。神戸新開販売部数の  

推移をみると、1995年1月で529，218、4月で  

A92，446、この後盛り返して、8月で499，260で  

あり、29，958の減少となってし－る。神戸新開の  

シェアは約25％であるから、約12万戸の減少と  

推定できるム，神戸市内NTT電話登録者件数は  



・共同仮設店舗補助制度の創設 一日も早い営   

業再開のために、立ち上がり効果のある共同   

仮設店舗補助制度を創設した。対象団体は全   

半壊、全半焼し、営業不能に陥っている事業   

主を5人以上有する商店街、小売市場の団体   

で、補助金額は補助対象となる費用の4分の  

1、限度額は、建設の場合は1000万円、リ－   

スの場合は500万円となろ。ほかにも兵庫県   

から4分の1の援助が受けられるため、利用  

者は半額が自己負担となる。  

b本格復興のための施策  

・復興計画策走事業 まちづくりと一体となっ   

た商業施設の建設  

・商店街近代化事業や店舗等共同化事業など、   

高度化資金融資を積極的に導入して、共同化   

による土地の高度化利用を推進する。  

・商業基盤施設の整備 補助金や高度化資金融   

資を時用し、アーケード、カラー舗準等の商   

業基盤の整備を推進する。  

［4］小売市場の復興への取り組み   

震災の被害を受けた商店街、小売市場は一体  

どのように復興していこうと考えているのだろ  

うか。以前の姿をそのまま再現するような復興  

ビジョンを描いているのだろうか。   

商店街よりも団体としての結束が固く、行政  

側からみても現状をより把超しやすい小売市場  

をいくつか取り上げ、小売業の未来像を探って  

いきたい。  

①御簾センター市場 JR兵庫駅の北側徒歩5  

分程度の場所に御旅センター市場はある。JR  

兵寝駅北側は、「御旅商店街連合会を始め、御  

旗センター市場筆の小売市場が頑張っており、  

御旅本市場や御兼中央市場が優良再開発事業に  

着手し、（中略）活性化に意欲的な地域」であっ  

た。御旅センター市場は、1953年にオープンし、  

それ以来約33店舗を維持している。大きさは  

380坪で1軒当たり約10坪である。売上lデは  

1994年で1E1200万円以上あるが、昔はその3  

倍はあり、年々減少していたようである。周辺  

に存在する関西スーパーなどの大型店との競争  

が激化する中で、小売市場自身の変革が遅れて   
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いた。   

以前の資料は震災によって消失してしまって  

いて、売上げ動向などの正確な数値を知ること  

ができないのは残念である。   

震災によって市場は全焼してしまい、どのよ  

うな形で再建す恵めかが課題となった。結局、  

跡地にピルを建て七、その1曙をセルフ方式の  

スーパーに 2曙以上をマンショ・ンにして、市  

場の経営者はスー、パ⊥に参加するか、それとも  
等価交換でマIションをとるかの選択をするこ  

とになっ■た。   

33軒中、スJパTに参加するのは7軒だけで  

あり、その他はマンションをとった。7軒は、  

ビルができるまで仮設共同店舗で商売をしてい  

る。その仮設共同店舗は、旧来の市場塑対面販  

売ではなく、セルフ方式をとっており、売上げ  

は、周辺の住民が減少しているのにも拘らず、  

1日200万円前後を維持していろそうである。   

しかし、なぜ33店舗あったものが 

一気に減少するのだろうか。こ甲厳しい商業環  

境でも商売を続けてし、こうという人はその位の  

割合なのだろうか。  

②菅原市場 菅原市場ほJIモ兵庫駅北側から西  

に約1kmに位置している。長田区の商業中心区  

域からは距隆がある。マスコミにおいても、か  

なり頻繁に取り上げられており、ここの被害状  

況のひどさはよく知られている。ほとんど全壊  

で、現在でもまだ空地が目立って｝、る。   

菅原市場は、そういう状況において、、仮設共  

同店舗を作って復興に向かっている。7月現在  

の売上げは1日約150万円で、震災前の資料が  

消失しているので正確な数億はわからないが、  

市場全体で約30％の減少である。この急激を売  

上げ減少は、やはり周辺住民の減少がそのまま  

影響している。   

しかし、これ以外にも再建に向かっての市場  

の抱えている問題ほいくつかある。「菅原市場  

の診断中間報告会」によれば、再建する場合の  

個店の問題点として、高齢化、後継者問題、資  

金問題などが上位に挙げられている。   

ここで注意したいのは、これらの問題点は震  

災によって初めて生じたものではないというこ   



マスコミ等において、震災によって建物が倒  

壊してしまい、商売が継続できなくなった人々  

を取り上げ、もとに戻れないのはおかしい、も  

と通りドすべきだという論調がある。   

もと通りにすることが可能か不可能かという  

ことはさておき、そうすることが最良の小売商  

業復興なのだろうか。もとに戻すということは、  

従来の問題点をそのまま引きずっていくことに  

なりはしないのだろうか。   

震災後に店をやめてしまう理由、つまり復興  

への問題点として挙がっている、高齢化、後継  

者問題、大型店との競合といったことは、震災  

とは無関係に存在した。今これらを理由に店を  

やめる人は、震災が仮に起こっていなかったと  

しても、将来のある時点で同じ理由でやめるの  

ではないだろうか。   

復興への問題点は、震災で突然生じたもので  

はなく、長期的に潜在していたものが震災に  

よって超短期的に表面化したものだといえよ  

う。本来なら十年、二十年かけて変化していく  

はずのものが、突然に、しかもわずかの時間で  

変化することを求められているのである。   

行政も、また小売業者も、再建策として共同  

経営、つまりセルフ方式のスーパー化を打ち出  

している。いわば個の論理を捨てて、団体とし  

て結束する方向を示唆しているといえよう。こ  

れは、震災が起こったために考えられたことで  

はなく．、以前から小売商業の構造改革のために  

採られていた政策なのである。   

行政はこの震災を磯に、小売商業の構造改革  

を進めようとしているのである。′ト売業者も、  

今後競争に勝ち残っていくためにはやる気のあ  

る人が集まって行動することが必要であり、や  

る気のない人はやめるのが真の活性化であると  

いう意見があり、共同店舗を作ろうという団体  

が増えている。小売業者は予想以上に現実を直  

視しており、小売商業のあり方を真剣に考えて  

いるといえるのではなかろうか。   

しかし、ここで無視してはならないのは淘汰  

された人々の受け皿はあろのかどうかという点  

である。商売を再開できない、もしくは、しな  

い人達の雇用は確保できるのかということであ  
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とである。それに、これらは全国的に共通の問  

題点である。震災以前にも着実に累積していた  

課題なのである。震災によって水面下で溜まっ  

ていたものが、一気に噴き出したといえよう。  

③宇治川南協（ジョイエール） ジョイエール  

は、神戸高速鉄道西元町駅北側約300mに位置  

している。ここは小売市場であるが、1990年に  

旧来の対面販売方式からセルフ方式のスーパー  

形態に転換している。震災とはまったく関係な  

く、それまでの小売市場のあり方に限界を感じ  

て、経営形態を変えたのである。そして、「セ  

ルフ化によってめざましい成長を遂げて」いる  

と評価されるに至っている。   

セルフ化を図る際に市場内の意思統一は容易  

ではなかったようである。空き店舗を除くと26  

店舗あったが、そのうちスーパー形態に参加し  

たのは7店である。その他は、土地の所有権を  

売却して他の仕事に移ったり、これを機会に引  

退したりした。小売市場の方は、このことを肯  

定的に凍えている。真の活性化のためには、や  

る気のある人遠だけでやることが必要だとい  

。   

震災では大した損害を受けず、震災後早くか  

ら店を開けていたこともあり、売上げは1月こ  

そ前年比で減少だが、2月以降前年比増加であ  

る。5～8月は店内改装のため休業したが、再  

開後も売上げは落ちていない。   

セルフ化すればどこでも成功するとは思えな  

いが、旧来の対面販売形式から考え方を変えて、  

消費者のこ－ズに合わせていこうという姿勢は  

今後重要であろう。  

［5〕分 析   

震災によって相当な被害を受けた小売市場  

は、復興に向けて様々な問題を抱えている。こ  

れらをいかに解決していくかと考えるとき、最  

重要なのはどのような復興ピジョンを措いてい  

るかということであろう。つまり、基本的に震  

災前の姿にそのまま戻すことを目指すのか、そ  

れとも、これを様に何らかの変革をするのか、  

変えるとすればどう変えるのかということをま  

ず考えなければならない。  



見直しも求めている。税制では関税を非課税に  

する他、法人関係税を軽減する。「神戸だけ特  

別扱いできない」という国の思惑との遠いとい  

う課題はあるものの、企業誘致の切り札と位置  

づけられている。   

ポートアイランド第2期では、ス⊥パーコン  

ベンションセンターの誘致構想などに加えて、  

新産業育成のための神戸企業ゾーンが整備さ  

れ、マルチメディア、健康関連など新産業へ官  

民の取り組みが動き出す。ボーアイ1期に今春  

できる郵政省の「デジタル映像研究所」がその  

先導役で、「神戸国際マルチメディア文化都市  

（KIMEC）構想」の具体化第一弾である。  

遠隔地の複数の研究者が情報ネットを偉いデジ  

タル映像を共同制作するためめ通信技術を開発  

する。土の基礎技術を武器に、映像関連産業を  

誘致し集積させる。研究所では企業め新サービ  

ス開発やベンチャービジネスの支援体制も検討  

しており、郵政省の研究が終わった後はノウハ  

ウを引き継いで事業会社を設立し、神戸由と民  

間企業で映像産業拠点づくりに乗り出す。   

兵庫県もマルチメディアを新産業の軸に据  

え、地場産業の構造転換を進めている。三木市  

に建設が予定されている東播磨情報公園都市に  

はソフトウェア開発、情報・通信サービス、通  

信機器製造などの研究開発、企画、デザイン部  

門や試作工場が誘致され、人材育成のための「国  

際情報通信関連技術者養成センター」も設け、  

ソフト製作者の育成などに取り組む。   

神戸製鋼所の遊休地を再開発する神戸市東部  

新都心も、96年3月に開業する世界保健機関（W  

HO）の神戸研究センターを核に、健康・医学・  

福祉機器の展示場や健康科学博物舘などを周辺  

に配したヘルスビジネス地区を整備する。医薬  

品メーカーや研究機関など関連企業、団体を集  

積させる構想である。   

民間側でも、NTTが他地域に先駆け、97年  

中に神戸中心部のオフィス向け公衆回線を光  

ファイバーに切り替える。残りのオフィス街も  

2000年までに光ファイバーになるなど、マルチ  

メディア分野のベンチャー企業にとって峠快適  

な通信環境が整うであろう。   

る。現在のところ、雇用の確保ができていると  

はいえない状況にある。   

十年単位の期間をかけれぼ援やかに世代交  

代、構造変化が行なわれるところを、急激な変  

化を余儀なくされたわけであるから、そこに歪  

みが生じているのである。小売商業の構造改革  

を考える際には、この点を考慮しなければなる  

まい。単なる中小切り捨てになってはならない。  

1）森清雄『阪神大震災被災業者の復興に伴  

う問題点と提言』1995年6月、17頁。   

2）1996年1月8日～17日にも調査を行って  

いる。再開率は前回に比べて12．2％伸び  

た。前回再開率が低かった中央区や長田  

区で大きく伸びている。仮設店舗での再  

開はほぼ横這いである。   

3）国勢調査に基づいた数字に関してはⅠ章  

1節［1］に詳しい。  

5節 地域産業の復興政策  

以上にみてきたように、地場産要は多くの困  

難を抱えているが、産業の復興がなければ生活  

の復興もありえない。被災地の有効求人倍率は  

95年11月で0．45と、仝国の0．63を大きく下回っ  

ている。こうした状況で雇用を確保するために  

は、既存産業の復興と併せて新産業の創造が不  

可欠であるとして、兵庫県、、神戸市ともに震災  

を機Ⅰこ被災地産業の構造転換を試みてい為。こ  

こでは、産業復興のカギを担るといわれている  

新産業の育成策について考察する。  

’【1］新産業の育成   

神戸市の復興計画には、5年以内に事業化す  

為重点政策として税の優遇捨置や規制緩和の徹  
底で企業立地を促すエ■ンタープライズゾーンの  

整備が打ち出された。／県、市の実によると、エ  

ンタープライズゾーンの対象地域はポートアイ  

ランド第2期の仝簸で、設置期間は10年間に限  

定される。大規模小売店舗法や工場など制限法  

の適用除外、外国企業の進出を優遇する「特別  

企業立地促進土リア」の設定、通信料金体系の   
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を失った多数人々の雇用吸収や、都市内部にお  

ける産業連関の形成は不可能である。雇用の回  

復や経済復興への波及効果を考えれば、今から  

新産業を育成するよりも、既存産業の早急な復  

興を優先させるほうが明らかに効果的で現実的  

である。とくに薪産業の育成は、他の都市七様々  

な試みがなされているにもかかわらず、成功し  

ている例はきわめて少ない2）。一刻も早い産  

業・生活の復興が求められている現在、社会資  

本の投入を新産業に偏らせることは危険である  

ともいえるのである。   

また、文化論的な側面からみても、比較劣位  

産業を単純に切り捨てることは得策ではない。  

地場産業（あるいは産業構造め地城特性）は、  

その都市がもつ独自の文化であり、アイデン  

ティティーの要でもある。地場産業を効率性の  

側面からのみ判断して切り捨でることは、産業  

の空洞化を一層促進するだけでなく、都市の個  

性を奪いさることに■もつながりかねない。神戸  

を代表とする都市が、その「魅力」を存立条件  

としてい為以上、産業めトレンドにのって画一  

的な産業政策を施すことは、ある意味で自殺行  

為なのである 

衰退産業といえども、まがりなりにも存続し  

てきたことたは必然性があるのであり、産業政  

喪にはその点まセ見極めたうえでの総合的な実  

行が望まれる。それができたとき、長田のケミ  

カルシューズ産業がマッチ産業から起こったよ  

うに、本当の意味での柔軟性と魅力にあふれた  

産業構造が生まれるのではないだろうか。  

1）吉田和男編著『阪神復興一被災地発21世  

紀の都市再生論』による。   

2）岡田ゼミナール『変わりゆく産業空間と  

京都市の選択』を参照。  

また、ベンチャー企業育成に関しては、兵庫  

県と神戸市が地方債を財源にして6，000億円の  

「阪神・淡路大震災復興基金」を設け、その預  

託金利子収入の一部を原資としたベンチャー企  

業への資金供給を計画している。   

［2］産業政策のあり方  

日本はすでた低成長ヾ円高により産業構造の  

変化が避けられない時代を迎えており、復興を  

様に産業の方向自体を変えていく必要がある。  

円高による産業空洞化、、規制緩和による輸入拡  

大政策が叫ばれるなニカiで、たとえ短軸的にほ公  

的な低利融資などた、よって維撫できたとして  

も、長期的に存続できるかとうかた疑問め残る  

産業は多しミ。例えば地場産稟の多くは震災以前  

から構造不況に陥ってしiためであり、これをそ  

のまま「復旧」したとしてもその未来はきわめ  

て暗いといわざるを得ない。今被災地七求めら  

れているのは、衰退産業への単純な救済政舞と  

しての産業政廉ではなく、新たな地嘘産業の育  

成策としでの産業政策であろう。これまでの中  

小企業に対する施策は社会政策としても十分でこ  

はなかったばかりでなく、広く浅く場当たり的  

に補助を行うというものセあった。その意味で、  

復興過程においては、成長意欲のある企業を対  

象に社会資源を投入していくことで、産業全体  

のレベルを引き上げ、産業構造の転換庵成し遂  

げるという発想も必要となってくるであろ  
うユ） 

しかし同時に、大部分を占める既存産業の復  

琴の逸れが多くの被災者の生活再建町妨げに  

なっている現実も直視しなければならない。急  

速な産業転換を目指すあまり、、復興計画におけ  

る革質政策はともすれば新産業育成に偏り過ぎ  

る傾向がみられる。しかし少数の個別企業の新  

規創業や外部企業の誘致によっては、就業機会  
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Ⅱ 生活再建問題   

今回の震災は多くの人命を奪い生活の基盤で  

ある住居を破壊した。破壊から復興へ向かうた  

めには当然そこに住む人間の生活の再建が欠か  

せない。そこでこの章では阪神大震災における  

生活被害の様相、仮設住宅の現状をみた後、私  

たちの行ったヒアリング調査とアンケート結果  

をもとに住宅問題と生活再建について論じてみ  

たい。  

1節 震災による被害の概況  

［‖生活被害  

①住宅被害の内訳震災による建築物被害は、  

住宅関連のみを取り上げる≒、被害棟数は半壊  

などを含めて19万9，864棟（うち兵庫県16万  

8，000棟）、被害額は1兆2，600億円（うち兵庫  

県1兆860億円、家財損失額は5，760億円（うち  

兵庫県4，960億円）となっている1）。  

②人的被害の内訳 震災関連死亡者は1月8日  

行政機関政府発表合計では、6，336人となって  

いる。このうち、人口動態調査の対象となって  

いる死亡者は5，488人であり、以下ではこの調  

査にもとづいてデータを皐げる2）。   

年齢別にみると、被害は高齢者に集中してお  

り、14歳以下が7．1％、15－64歳が48．9％、65  

歳以上が43．7％となっている。とくに60歳以上  

を基準にすると52．8％と過半数をこえることに  

なるが、これは高齢者が倒壊しやすい古い住宅  

に住んでいたことが、理由として考えられる。  

ちなみに1993年度『住宅統計調査』によると、  

神戸市における戦前住宅比率は、平均で4．8％  

であったが、長田区においては16．6％と高水準  

である。   

死因別では、窒息・圧死が4，224人（77．0％）  

と圧倒的に多く、ついで焼死・熱傷504人  

（9．2％）、内臓損傷98人（1．8％）などとなっ  

ている。理由は、地震が早朝であったためと考  

えられる。また、65歳以上では、焼死・熱傷の   
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割合が11％と他より高くなっており、倒壊した  

家屋から逃げるのが困難であったと思われる。   

また、震災後関連疾患でも死亡者が出ている。  

例として、死亡例のある神戸協同病院では肺  
炎・気管支喘息が震災後2週間目から増加して  

おり、避難所の寒さ、狭さ、砂ぽこり、栄養不  

良、脱水などをその原因与している3）。こ甲三  

次被害も高齢者に集中しており、病院側は神戸  

市全体の震災後関連死亡者数を仝死者の10ヲ‘、 

約500ノしと推定している4）。震災関連死亡者、  

自殺者については判断基準に明確なものはなく  

今後も震災関連死の琴走は増加する可能性があ  

る。これらの現在億昼Ⅰ章にあげてある。  

③雇用喪失  

a雇用喪失の概況 兵庫県雇用保険課の業務取  

扱状況によると、雇用保険受精資格決定件数お  

よび支給実人員数の変化は表皿－1－1のよう  

になっている。1995年1月を基鱒におけば、ピー  

ク時で約27，000人の職が失われていることにな  

る。減少の傾向にあるが、いまだ失職者数は多  

い5）。  

表Ⅱ－1－1受給資格決定件数および支給実  

人員教の変化  

受給井終決定件数   支給乗員数   
1別け年g月   8．815   ユg．引用   

10月   7．811   ユg．354   

11月   5．719   ユ8．861   

12月   4．883   37．337   

19g5年1月   7．glO   85．17g   

2月  21．1（〉4   43．885   

3月  17，50g   58．316   

4月  15，389   81．4†3   

5月   g，426   62．470   

8月   T．37－‡   5g．5gl   

7月   T．218   85．818   

8月   †．384   53．877   

資料 雇用保険課業務取扱状況  

労働省調べでは、11月の段階で県下の失業者  

数は約25，500人で、そのうち3剖が再就職先が   



る建設受注の増加がある。また製造業において  

はほとんどの製造業の分野で求人の増加がみら  

れるが、石油製品製造業、ゴム製品製造業、一  

般横械棟具製造業、鉄工業などで大きな伸びを  

示していることから、これらの業種での順調な  

復興をうかがうことができる。  

d新規求職の分析 新規求職者に占める女子の  

割合および中高年の割合をみると、中高年の割  

合が震災前と同水準にあるのに対し、女子の割  

合は2月に伸びをみせた後、高い割合を保った  

まま推移している。神戸職安に限ってみれば、  

中高年の割合は2月から5月まで高く、それ以  

降は震災前の状況に戻っている。   

女子の求人比率が高い理由として、震災に  

よってパート先からの収入が減少したことによ  

り、職を求めている人が多いことが挙げられる。   

次に中高年層に関しては、割合こそ震災前の  

水準であるが、月間有効求職者数でみた場合、  

震災前と比べると14，000人の増加がみられ、そ  

こで高止まりしていることから、むしろ職にあ  

ぶれているとみることができる。この理由とし  

て、年齢の問題で中高年層にも開かれた求人が  

少ないこと、彼らのこれまでの職で得たノウハ  

ウを活かやる職種が限られており製造業・建設  

業といった職に馴染まないこと、彼らの生活を  

維持できるだけの賃金の職がか－ので就業礫会  

を見送ってヤーることなど、労働力需給のミス  

マッチングがある。  

eまとめ 神戸の産業展望についてはⅡ章で述  

べたので、ここでは雇用問題ついてのみ述べる。  

まず、神戸の製造業などでは以前から衰退の傾  

向が続いており、既存産業への思い切ったてこ  

入れか、新産業の育成に着手しない限りこの傾  

向は変わらず、失業問題の解決はないというこ  

とである。次に、中高年層の就業への対策が十  

分でないことがあげられる。中高年層の労働力  

および彼らの持つノウハヴの有効利用が望まれ  

る。   

調李結果をみる限り、失業者対策が十分とは  

いい難い。速やかな対策がとられない場合、極  
端な例では、就業機会を求めての大量人口華出  

のおそれもある。  
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未走である。  

b求職・求人の概況1994年9月から翌年8月  

までの新規求職申込件数、新規準人者数、月間  

有効求聯者数、月間有効求人数の推移を図Ⅱ－  

1－1に示した。新規求人者数の増加は、神戸、  

灘、西宮、明石、洲本、西祁の職業安定所にお  

けるものが主である。  

図Ⅱ－1－1新規求職申込件数・新規求人数  

月間有効求職者数・月間有効求人数の推移  

9月  Ll月 9S l月 8月  5月  7月  
10月 ユ2月  2月  4月  ¢月  8月  

（出所）雇用統計課  

有効求人倍率については、1995年2月期、3  

月期に一時的に高くなった以外に大きな変化は  

みられない。0．37～0．45倍で推移しており、全  

国平均からみればかなり低い。しかしこれは震  

災前からみられる傾向である。   

新規求職こそ落ちついてきているが、月間有  

効求職者軌享震災前よりもかなり多い数で推移  

している。  

C新規求人の分析1995年2月期の新親求人数  

の産業別内訳をみると、多くの産業分野で以前  

よりも求人が大幅に伸びている。特に建設業・  

製造業での伸びが大きい。建設琴は以前は求人  

減少傾向にあったものが、2月以降大幅な求人  

増加傾向が続いている。製造業は2・3月には  

求人が大きく増加したが、4月以降は準ち着き  

をみせている。また規模別にみると、100人未  

満の企業の軍人が約2倍になっている。   

この理由としてほ、何よりも第一に震災によ  



このうち、健康に不安のある人・治療中の人  

は、20，915人∴（33．’8射、介護か必要’な人4二141  

人（6二7％）である。．  

住宅に関する調査やは、震災前は35．1％が持  

ち家であったのが、今後の住宅希望で持ち家を  

選んためは22．9％と減少している。ま’た震災前  

が借家等は16，627世帯（53．1％）であったが、  

今後は16，729世帯（53．4％）が公的賃貸住宅を、  

1，356吐醇（4．3％）か民間借家を希望してしヾ為b  

2年の入居期限が決められ七しi為か、新聞報  

道によれば、公営賃貸住宅め供給に民間珪宅、  

自宅再建を含めても仮設からの転出見込みは  

1997年までに計43，000戸であり、残る3，300世  

帯の残留が濃厚となっている（『読売新聞』  

1996年1月1日付）。  

1）（株）三菱総合研究所『阪神大震災の経  
済的影響』。 

2）人口動態統計課『廠神淡路大震災による  

死亡の状況』。   

3）神戸医嘩生活協同組合『おまえらもはよ  

逃げてくれ』42、43頁。   

4）酒井道雄編『神戸発阪神大震災以後』岩  

波新書、14頁。   

5）兵庫痕雇用保険課『業滴取扱状況』。   

6）以下、阪神淡路大震災復興本部震災対策  

室発表わ『応急仮設住宅入居者実態調査』  

の抜粋。  

④小括 生活関連の被害状況は以上のように  

なっており、高齢者や障害者など社会的弱者べ  

の被害の偏りがみられる。   

その原因として、身体的要因のほかに、高齢  

者を含む所得の低い層がより被害を受けやすい  

状況におかれていたことが考えられる。まず、  
、 

住居が老朽化し耐震性に劣るものであった土七  

があげられる。長田区などにおいては、前述の  

ように戦前の住宅比率が高かったため被害の偏  

りが大き∴くなったといえるこ次に二次的被害た  

ついても、低所得者層はたとえ持病があったと  

しても、経済的理由から避難所といぅ劣恵な状  

況からなかなか脱出できなかったと思われる。   

また職業に関しても、雇用者わ場合を例にと  

れば、資本の大きさi±よ′る建築物の耐久性や、  

被害に対する会社のシヤツクアップ、職への復帰  

の可能性などの面で優劣が存在するであろう。  

このことから震災前の経済的格差などによって  

被害に偏りが生まれ、しかも下位層においセは  

被害を受けた状況から脱出もままならないとい  

う逼塞状況にあると考えられる。   

結局、今回の震災でみられた被害の偏りば、  

ノ震災以前の社会的構造によっ七もたらされたも  

のである。この土とから、災害対策として妄仝  

な住宅、妄仝なまちづくりは当然のことではあ  

るが⊥経済的格差が外的に与えられていると考  

え為なら、災害後の処置どして例えば低所得者  

層を視野に入れた住宅供給や失業対策、福祉ケ  

アの充実、零細企業や自営業者へのサボー 

ど幅広い分野での災害対策が必要であろう。   

t2］応急仮設住宅の状況6）   

阪神淡路大震災復興本部の調査によると、  

1995年12月6日現在、応急仮設住宅への入居決  

定戸数は47，582戸で、内訳は神戸市内31，731戸、  

西宮市5，428声二芦屋市2，999戸∴尼崎市2，212  

戸などとなっている。   

世帯構成については、調査戸数31，299戸のう  

ち、独居高齢者世帯を含んだ高齢者世帯が  

12，137世帯（38．8％）を占め為。年齢別では、  

65歳以上が被調査人員61，773人に村し20，054人  

（32．5％）となっている。   

34  

2節 アンケート調査結果の概要  

今回私たちは、神戸市の灘南仮設住宅および  

西宮市の甲子園九番町仮設住宅において面接ア  

ンケート調査をおこなった（両仮設の位置につ  

し、ては図Ⅱ－2－1参照）。調査実施日は1d月  

15、22日である。分析のための、両仮設住宅の  

基礎的データを以下に示す。  

［1］対象仮設住宅の状況∴  

①灘南仮設住宅 神戸市灘区のJR線路沿いに  

2月設置されており、神戸市内のイ反設住宅でも  

最も早い時期に建設されたものの⊥っである。   



世帯が約80％、雇用者所得が約10％となってい  

る。  

［2］仮設住宅での生活状況   

現在の生活状況をたずねた結果、下のような  

回答状況であった。  

①生活で苦労している点はなにか   

両仮設住宅左通じて、「仮設の設備」が最も  

多く、ついで「交通の便」「健康」が多い。世  

帯類型別にみると、非高齢者の世帯では「交通  

の便」や「健康」はそれ程多くないが、高齢者  

の世帯での割合は大きい。「仮設の設備」に関  

する不満は多いが、一方で不満をもっていない  

世帯も少なくない。   

また、甲子園九番町仮設においては2人以上  

の世帯18世帯のうち10世帯が「仮設の設備」を  

あげており、ほとんどの人が狭いと答えている。  

②病院や商店などの周辺情報を把握しているか   

両仮設とも地元の人が多く入居しているた  

め、ほとんどの人が把握しているが、灘南仮設  

で19世帯、甲子園九番町仮設で12世帯がよくわ  

からないとしている。とくに甲子園の方では12  

世帯すべてが高齢者の世帯である。やはり高齢  

者は新しい環境に馴染みにくいようだ。  

③行政の仮設住宅の対応べの鹿足虚正   
表Ⅱ′－2・・－・1を：みると、少しでも不満をもっ  

ている世帯の割合はそれほど多くない。しかし  

世帯類型別にみた場合、非高齢者単一世代世  

帯・多世代世帯では、不満をもつ世帯の割合が  

大きい。  

衰Ⅱ－2－1行政の仮設の対応への満足度  

（単位：世帯数）  

図皿－2－1 灘南、甲子園九番地仮説住宅の  

位置  

（一‾■‘－・、 王様肝  ▲－▲▲▲．．  

＼′、  
l緩急す沌比  

、 

、．．・1、     1  
1  
、 

禦1 〉 
＼  

／、 

二1・一・・  

lL■■凸l■   

酬相 ＼  

■ ■■■椚  
b 甲子Ⅳ九さ町仮岨  

戸数は158戸で、このうち93世帯から回答を得  

た。   

すでに自治会が組織されていて、仮設住宅の  

中ほどには集会所が立てられており、住民の自  

治活動に大きな役割を果たしてし、る。またこの  

仮設住宅には、身座障害者家庭・母子家庭が多  

く入居している。   

回答世帯の世帯類型別内訳は、高齢者埠屠世  

帯18世帯、高齢者世帯38世帯、多世代世帯14世  
帯、非高齢者独居世帯7世帯、非高齢者単一世  

代世帯4世帯、非高齢者多世代世帯11世帯、不  

明1世帯となっており、高齢者独居世帯と高齢  

者世帯をあわせると、全体の60％を超える。   

家計収入源に関しては、年金を主な収入源と  

しでいる世帯が50％、雇用者所得が約30％と  

なっている。  

②甲子園九番町仮設住宅 西宮市の阪神甲子園  

駅の南東2kmの場所に2月に建設された。戸  

数は153戸で、このうち73世帯から回答を得た。   

自治会は95年10月現在組織されていない。   

回答世帯の世帯類型別内訳は、高齢者独居世  

帯29世帯、高齢者世帯29世帯、多世代世帯6世  

帯、非高齢者独居世帯3世帯、非高齢者単⊥世  

代世帯2世帯、非高齢者多世代世帯1世帯、不  

明3世帯となっており、高齢者独居世帯と高齢  

者世帯をあわせて、全体の約80％となっている。   

家計収入源は、年金を主な収入源としている  

（資料）アンケートによる。  

④仮設住宅からいつごろ出られそうか   
表Ⅱ－2⊥2をみると、見通しが立たないと  

する人が多い。詳しい土と8ま3節で述べるが、  
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賃貸形式の住宅に住んでいた世帯が60％を占  

め、そのような世帯が同様な条件の住宅をみつ  

けられないためではないかと思われる。  

表Ⅲ－2－2 仮設住宅からいつ頃出られそうか  

（単位：世帯）  

体の85．4％を占める。  

表Ⅱ－3－1震災前の住宅形態と月々の家  

賃、ローンとの相関関係  

灘南仮設住宅（単位：世帯）  

耕1万円1－3方 8－6万 6－7ガ T・－1¢ガ10月l」】 皿】湖」－1欄J園」一劇上  

ミB   21  】5  】8  

駕   1  【l D  
11  【1   3    3  

6 3  t  2   

t   1   0    0  

1  （l   ¢    0   

2    0    0  t  

5    3    4  

0   1   t  

t O   1  

0   【1   8  

0    0    0  

3    t    2  

】   0    0  

0    0    0  

0   】   8  

持ち謙一戸建て  
僻一「戸建で  
公営拙宅   
社 宅  
賃貸アパート   
良 屋  
分欄マンション  

（資料）アンケートによる。  

（診甲子園九番町仮設住宅における特徴 灘南の  

場合と同様に表Ⅱ－3－2をみながら、この仮  

設住宅居住者の震災前の住宅居住形態について  
ふれていきたい。  

表Ⅱ－3－2 震災前の住宅形態と月々の家  

賃、ローンとの相関関係  

甲子園九番地仮設住宅（単位：世帯）  

（資料）アンケートによる。  

3節 仮設住宅居住者と住宅供給  

1995年6月30日現在、兵庫県下の仮設住宅数  

は48，300戸であり、うち神戸市には29，178戸、  

西宮市には4，901戸の住宅が存在する。この節  

では前節で説明した2仮設住宅で行ったアン  

ケート結果をもとにヾ仮設住宅での生活者の震  

災前の生活と現状、そして今後の展望を住宅問  

題という側面からとらえてみたい。  

［1］震災申の住宅居住形態  

①灘南仮設住宅にやける特徴 鱒じめに、表Ⅱ  

－3－1で示した住宅形態と月々の家賃、ロー  

ンとの相関関係をみ寧がら、灘南仮設住宅に住  

む世帯が震災以前に住んでいた住宅の特徴につ  

いてふれていきたい。享ず住宅形態としては持  

ち家一戸建てに住んでいた世帯が圧倒的に多  

い。次に月々の家賃、ローンの支払い額につい  

てみると、支払い額1q川qO円未満？世帯、  

30，Odo～50，000円未満、10，000～30，000円未満  
の順になっているが、表Ⅱ－3－1にも示され  

ているように、支払い額10，000円未満の世帯の  

ほとんどは持ち家一戸建ての世帯であり、ごれ  

らの世帯は支払いが完済している世帯でもあ  

る。ゆえに支払い家賃の中心は10，000－30，000  

円、30，000～50，000円の範囲にな？てくる。ま  

た持ち家一戸建ての世帯のうち71．1％にあたる  

27世帯を高齢者および高齢者独居世帯が占め  

る。さらに、住宅構造は木造住宅が76世帯と仝   
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瑚の ．＿t冊■  全 体  
71  ；班  7  

18  】3    0  

5    t O  

21   2   4  

11i   5    二】  

臥 ： d  
3   D O   

t O  0  

H】   3こ   5   t  

O t D    8  

0    0    4    0  

13． 0   0   D  

8   1   t   【〉  

1   0    t1   0  

0   1   0   1  

0 0  け ．0  

持ち家一戸建て  
欄魂卜戸建て  
鼎アパート   
良 風  
分譲マンション  
賃貸マンション  

（資料）アンケートによる。   

まず、震災前の住宅形態としては、賃貸アパー  

トに住んでいた世帯が最も多い。とはいえ、特  

別多い比率でなく、長屋、持ち家∵戸建てに住  

んでいた世帯と比べるとそれほど差はをい。む  

しろ目につくことは、公営賃貸住宅や社宅に住  

んでいた世帯がをいことと、長屋に住んでいた  

世帯がかなり存在し、このうちの81．3％にあた  

る13世帯が高齢者世帯および高齢者独居世帯で  

あったことである。特に長屋に住んでいる世帯  

につヤ、ては注目したい点である。では次に、月々  

の家賃、ローンの支払い額をみてみよう。支払  

い額10，000円未満もしくは30，000円－50，000P］  

未満の層にかたまっていることがわかる。この  

うち、支払い額10，000円未満の世帯においては，、  

淋菌と同様にローン完済世帯（持ち家および分   



譲マンション）を除いても、賃貸形式の住宅（長  

屋、賃貸アパート等）に住んでいた世帯の約3  

分の1が家賃30，000－50，000円の家屋に集中  

している。また、住宅構造としては、木造住宅  

が59世帯と、全体の85．5％を占める。以上のこ  

とから、この仮設住宅居住世帯における特徴と  

しては、第一に住宅形態は持ち家一戸建て、賃  

貸アパートもしくは」長屋に偏っていること、  

第二に長屋に住む世帯が灘南イ反設住宅に比べて  

多いこと、第三に特に高齢者の世帯の多くがこ  

の形態の住宅に住んでいたこと、家賃の中心は  

30，000円－50，000円の賃貸アパートであり、住  

宅形態は木造住宅が中心で奉ったことが指摘で  

きる。  

［2］今後の住宅に望むもの  

①今後住みたい住宅形態 甲子園九番町では、  

世帯類型を問わず公営賃貸住宅に住みたいと回  

答した世帯が33世帯と全体の約62．3％ドあた  

る。この背景には、以前は長屋および賃貸住宅  

に住んでいて、年金収入により生計を営んでい  

る高齢者の世帯が全世帯の半数近くを占めてい  

るという結果がある。これらの世帯は震災で住  

宅が全壊もしくは半壊し、住宅の再建のメドが  

立たないばかりか、もし再建されたとしても以  

前同様甲家賃で住むことは不可能である。また、  

今回の震災のように、もしものことがあ？た場  

合に、個人所有の住宅では補償が困難であるこ  

とを経験した 

家一戸建て」、「分譲マンション」を希望した世  

帯におし、て昼、以前皐同様？形態り住宅に住ん  

でいた世帯が多い特徴がある。このなかには、  

すでに今後の住宅の再建のメドが立っている世  

帯も含まれているが、詳細は次の項に譲る。   

一方、灘南では公営賃貸住宅に住むことを希  

望する回答の割合は大幅に減少し、41世帯と全  

体の48．8％となっている。これlキ対して持ち家  

一戸建て住宅を希望する回答の割合が全体の  

29．8％（25世帯）を占め、甲子園九番町に比べ  

て割合が高い。この背景には、前述のように持  

ち家一戸建てに住んでいた世帯の割合が高いこ  

とがあげられる。他方、公営賃貸住宅に対する  

根強い希望は高齢者世帯を中心にあげられてい  

る。このことは、甲子園九番町の場合と同様に、  

個人所有の賃貸住宅の災害時の補償という点に  

おいて個人だけで対処していくことは園祥であ  

り、行政が賃貸住宅入居者に対してどのように  

バックアップしていくかを考え直す必要がある  

のでないか。  

（∋今後住むところに一番望むこと 両イ反設住宅  

を通して一番望まれている．ことは、「交通の便  

がよい」、「買い物に行きやすい」などの立地条  

件である。これは、以前住んでいた場所が駅に  

近い場所であった人が多いことや、アンケート  

の回答者に高齢者の世帯が多かったためであ  

る。以下「安さ」、「建物の安全性」、「知り合い  

の多いところ」の順になっている。特に灘南仮  

設住宅では、「知り合いの多いところ」に住み  

たいと回答する世帯が世代を問わず15～20％ず  

つ存在し」下町的なコミチニティの重要性を物  

語っている。  

③今後住みたい住宅の月々の家賃・ローン ま  

ず、龍南の場合、表Ⅱ－3－3に示されてレ、る  

ように、震災前の家賃、ローンの支払い額と今  

後の支払い額の関係はほぼ変わらない。つまり、  

大多数の人は、以前と同額の家賃なら支払って  

もいいと考えていることがわかる。では、既に  

ローンが完済していて支払額が0円の世帯はど  

ういう反応を示しているかといえば、様々な回  

答が上がっているた吟これといった特徴はみら  

れない。このため今後の支払い額に関しては、  

各世帯の収入や住宅再建計画により大きく異  

なっている。   

他方、甲子園九番町の場合はどうかといえば  

表Ⅱ－3－4に示されているような状況セ、ほ  

ぼ灘南の場合と傾向は変わちないが、「わから  

ない」、「不明」と回答する世帯の割合が灘南に  

比べて多かった。以上のことから収入に対する  

家賃の支払い額は今支払っている額がほぼ限度  

であり、これ以上家賃の負担を増やすことは、  

多くの世帯にお｝、て難しいことを表しているの  

ではなかろうか。つまり、被災者には震災前は  

年金収入で生計を立てていた高齢者世帯が多  

く、これらの世帯はローンを組めない、家賃支  
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とができたが、それを実現するための見通しに  

ついてどうなっているのかを考えてみよう。′ま  

ず見通しと年齢別世帯類型との関係からみる  

と、唯一、見通しの立っている世帯が多い世帯  

類型として甲子園九番町仮設の多世代世帯があ  

げられる。ここでは全体の約67好が見通しが  

立っている。これはロ′－ン返済め負担能力が高  

いためであろう。他の年齢別の世帯類型として  

は、両仮設住宅ともに非高齢者を含む世帯が、  

高齢者のみから成り立つ世帯に比べてこ必ずし  

も見通しが立っているわけでない。づまり年齢  

構成のみが見通しに影響を与えているわけでは  

なく、職業や所得といった要因も働いているこ  

とをうかがわせている。次に、以前住んでいた  

住宅形態との相関関係について、表Ⅱ－3－5  

から検討してみよう。まず＼灘南め場合である  

が、社宅に住んでいた世帯は、「今年中に出て  

いく見通しが立っている」と回答しているが、  

これは会社が住宅に対して保証しているという  

前提があるからである。しかし、他の世帯に関  

しては 

すなり、みつけるなりしなければなちない。そ  

のためか、見通しの立ってし、る世帯は、持ち家、  

借家を問わずかなり少ない。確かに、他の住宅  

形態に住んでいた世帯に比べ、持ち家⊥戸建て  

に住んでいる世帯が見通しゐ立ってしiる場合峠  

多いが、絶対的に多いわけでなく、言い換えれ  

ば再建計画を立てることがし、かに難しいかを物  

語っている。こめ原因の一つに、前の住宅のロー  

払能力に大きな制約があるという問題を意味し  
ている。 

表Ⅱ－3－3 震災前の住宅の月々の家賃、  

ローン（縦）と今後住んでみたい住宅の家賃、  

ローン（横）の相関関係  

灘南仮設住宅（単位：世帯数）  

（資料）アンケートによる。  

表Ⅱ－3－4 震災前の住宅の月々の家賃、  

ローン（縦）と今後住んでみたい住宅の家賃、  

ローン（横）の相関関係  

甲子園九番地仮設住宅（単位：世帯数）  

1災陶の住宅の  全体1万円 1・－8方  ローン1   掴  全 体  7l  1   9  1万円鳶縄  6］ 1≡  2  トー3万円未満  8二  0≡  7  3－5万円朱繍  19   t】   ○  、5■－7万円乗れ  3： 8 0  7－10万円未納  5＝   0    0  l研円以上  t    O    8  0円    ‘20    0   （I   
3－5方≡6－7刀：7・一18ガ 相方」可  

牒▼」蟄閲L」独qL】＿逓址  設 3  2  2  
0   t〉   ロ   0  

1  （ト   0   0  

14   0   1   0   

．．  

1   0   （】   0  

（資科）アンケートによる。  

【3］仮設住宅から出られる見通し   

以上での分析をとおして今後の住宅に対する  

希望については、おおまかなイメージを描くこ  

表Ⅱ－3－5 震災前の住宅形態と今後の見通しとの相関関係 灘南仮設住宅（単位：世帯）  

（資料）アンケートによる。   
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ンは完済しているが、年齢の関係で自分だけの  

世代ではローンが組めないことが大きく影響し  

ている。こ他に、持ち家∴戸建てめ住宅でも、土  

地が借地の場合も問題を複雑にしている。また、  

今後の見通しが立っている世帯におし、七は、  

ローンは年齢的に組めないので貯金などで支払  

う、息子が支払いをするなど次世代に引き継ぐ、  

と回答した世帯もあった。   

一方、甲子園九番町仮設の場合であるが、表  

Ⅱ－3－6をみてもわかるように激南に比べて  

見通しの立っている世帯数が少ない。これは、  

長屋に住んでいる世帯の割合が多く、その世帯  

の多くが高齢者の世帯であり、家賃、場所等を  

以前と同じ条件で希望するため、より見通しが  

立ちにくくならていると考えられる。また前に  

も述べたが、甲子園九番町イ反設で多世代世帯に  

今後の見通しが立ってし、る割合が高いのは、こ  

の世帯において持ち家叫戸建てに住んでいた世  

帯め割合が多かったことも関係するのではなか  

ろうか。なぜならこの世代においては、まだま  

だローンが組める可能性があるし、支払いを次  

の世代が引き受けていける可能性も高くなるか  

らだ。要するに、高齢者のみから成り立つ世代  

ほど、よほどの蓄えや、子供などに理解がない  

場合はかなり苦しくなることが、両仮設住宅の  

居住者のアンケート分析を通していえるのでは  

なかろうか。  

［主1おわりに   

以上、仮設住宅に住む世帯は震災以前はどん  

な住宅に住んでいたか、つまり、どのような住  

宅形態に住んでいた世帯が被害を被ったかとい  

うことと、これからどのようにしていくのかと  

いうことをみてきた。何度も触れているように、  

仮設住宅に住んでいる世帯は、高齢者の世帯で、  

賃貸形式の住宅に住んでいた世帯が多数を占め  

る。   

これらの賃貸住宅も商業地の近くの建築物が  

密集している便利な場所にあったり、戦争前後  

から建っていて家賃がかなり安く、住人もそこ  

に何十年も住んでいるという場合が多い。そし  

てこのような住宅はこの震災で最も被害を被っ  

ている。仮にこれらの住宅が新しく建て直され  

たとしても家賃は当然高くなりヾ［2】でも触  

れたように今後支払ってもよい家賃の条件に該  

当しないようになってくる。しか■し、今までと  

同じぐらいの家賃で住める住宅はこの震災で同  

様の被害を受け、実際に探すことは非常に困難  

を極めるだろうし、もしみつかったとしても場  

所が以前住んでいた場所と全然違う場所になる  

可能性が高い。ところが、アンケートの結果に  

もあがっているように、知人が住んでいるあ、ら、  

愛着が湧いているから、便利な場所だったから、  

などの理由からもといた場所にこだわる人がほ  

とんどであり、ここに希望と現実のギャップが  

表Ⅱ－3－6 震災前の住宅形態と今後の見通しとの相関関係  

甲子薗九番地仮設住宅（単位：世帯）  

（資料）アンケートによる。  
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生じている。けれども考えてみれば、何十年も  

慣れ親しんできた場所を、かなり年齢を重ねた  

今頃になって仝く知らない場所にかわるという  

ことは難しい。だからといって、家賃水準を上  

げてでも元いた場所に戻るということは限られ  

た収入のなかでは、非常に無理がある。つまり  

問題は、個人のみで解決が困難な状況であり、  

特に仮設住宅に住んでいる世帯は自分たちだけ  

で問題を解決していくことが難しい場合が多  

い。そこで、行政に求められるキとは、′これら  

の立場の人たちにどのようド相応していくかで  

ある。特に住宅政策においては、この地震をきっ  

かけに公営住宅を求める声が大きくなってい  

る。これらの要望にどのようにこたえくまた住  

民が望む条件と現実とのギャップをどのように  

うめていくかが間われているといえよう。  

4節 仮設住宅における自治組織  

この節では仮設住宅およびマンション内の自  

治組織を取り上げ、それを取り巻く諸問題を扱  

う。  

［1］仮設住宅内の自治   

震災をきっかけとして、住民の自治に対する  

意識は大きく変わってきている。都市計画や区  

画整理について、いたるところで勉強会が開か  

れ、多くの一般市民が自らの生活をまた地域を  

再生するために参加してし？る。それはそのこと  

自体、行政に対する不満の意．翠表示でもある。   

さてここでは仮設住宅でのアンケート結果を  

もとi革∴現在の「仮設住宅内」．での自治意識の  

様相をみていきたい。当然彼らは家を失い、バ  

ラバラの地域から集まってきた人達であるか  

ら、仮設住宅が解消されるまでの自治でしかな  

い。しかし生活がかかっているだけに行政に意  

見を伝える媒介としての自治組織の意味も大き  

いと思われる。  

（Dアンケート結果  

a灘南仮設アンケート結果 灘南イ反設の特徴と  

してまず2節で述べたように身障者家庭および  

母子家庭が多いことと、仮設の敷地内の中程に   

40  

集会所が設けられていることが挙げられる。仮  

設住宅内の自治会も既にできているたや自治会  

に関する質問は次の二つ、いずれも頭数回答を  

可とした。  

＜自治会組織の設立に役立ったものはなに 

まずこの質問に対する回答は総個答数93のう  

ち、「不明」491）を除くと、「リーダーシップ  

をもった人の存在」を奉げる世帯が23で52％、  

「住民全体の自治意識」をあげたのが20で45％、  

次に選択肢を用意していなかったのだが「ボラ  

ンティア団体」「憩いの家の存在」をあげたの  

が各々6で14％となっている。その他の要因を  

あげた世帯も5あったが、「行政」をあげたの  

は1に過ぎなかった。   

また、これらの傾向を世帯類型別にみると、  

ほとんどの世帯鱒上記甲順番で選択している  

が、多世代世帯では「住民全体の意識」「リーダー  

シップをもっキ人の存在」の順になっていた。   

ここで見逃せないのは「ボランティア団体」  

「憩いの家の存在」をあげた世帯が各々6あり、  

震災時のボランティアの人々の活躍が大きく、  

神戸市の提供した集会所も非常に役立っている  

ということである。現にアンケートを行った日  

にも集会が開かれてお．り、自治意識の高まりが  

感じられた。20歳以上40歳末滞の回答数7のう  

ち、「不明」とするものが1しかなかったこと  

から若い世代も自治にかかわっていることが察  

せられる。  

＜自治会鱒できてよくな？たことはなにか＞   

この質問に対しては、「不明」23を除くと、  

「住民間のつながり」を選ぶ世帯が47で67％と  

圧倒的に多く、以下「情報の収集」が22で31％、  

「行政に住民の意見が伝えやすくなった」が14  

で20％、「仮設内の秩序」が12で17％、「治安」  

2、「その他」12となっている。   

世帯類型別にみれば高齢者世帯において「住  

民間のつながり」、「情報の収集〕を選択する人  

の割合が非常に多い。   

このことから、集会所での会合などを通じて  

住民間のコミュニケーションが円滑になり、移  

動の困難な高齢者等にとって重要な、近くの商  

店の情報を得るなど、実生活にいかされている   



第一に高齢者層や社会的弱者層の方が、自力  

で生活という傾向が強く自治に関する意識が高  

い。健康な若年層と対照的であり、震災前から  

の傾向と思われる。   

第二に行政側としては、必ずしも自治に手を  

出す必要はないが、集会所のようなハード面の  

バックアップやボランティア団体のサポートに  

より自治意識を高めることで、仮設内のコミュ  

ニケーションの円滑化を進め、住民との交渉を  

有意義なもの七できるであろう。   

行政側としては、自治のサポートを行うこと  

で結果的に住民間の情報を吸い上げ、より良い  

仮設住宅への対応が可能となる。   

いずれにせよ被災者の自力復興への意識は高  

い。  

③補論 仮設住宅で甲自治を実質的lこ機能ざせ  

ている人々として民生委員がいる。本来民生委  

員とは〉、，市町村に厚生大臣の委嘱で、社会福祉  

増進のためにおかれている。彼らは、地域住民  

の生活状況を把握するために頻繁に仮設住宅の  

各住居を訪れている。そのため仮設住宅全体の  

状況をよく知っており、仮設住宅内の取りまと  

めを行うなどしている。甲子園九番町仮設にお  

いても、民生委員が自治の代表者的存在である。   

またアンケート結果に対応する話として、あ  

る仮設住宅を担当している民生委員の話では、  

非高齢者のなかに仮設住宅内での自治活動に積  

極的でない人が多いそうだ3）。   

これとは別に、例えば神戸医療生協で聞いた  

話によると病院の満動が組合員を中核として人  

を集めることで仮設住宅での自治体成立のバッ  

クアップの意味をもつなど、ボランティアの  

人々を含め幅広い分野の人々が自治組繊の成立  

に一役買っているようである。  

1）自治会の存在を知らないまたは自治会に  

関与していない世帯と思われる。   

2）地域型仮設とは高齢者・身体障害者向け  

の仮設住宅。   

3）アンケート対象の仮設住宅の民生委員と  

は異なる。  

ことがうかがえる。また行政への意見の伝達に  

関しては、具体的には身体障害者のために出入  

り口にス占－プを作ることを求めたり仮設を出  

た後の公共賃貸住宅に関しての質問をしている  

などの例が聞かれた。  

b甲子園九番町仮設アンケート結果 この仮設  

で鱒いまだ自治組織といったものはできていな  

いが（10月15日現在）、民生委貞が中心となっ  

て仮設住宅内の管理を行っている。ただし直接  

仮設を訪れた感じでは、ほとんどの住民が仮設  

内の取りまとめがどうやって行われているか知  

らなかった。自治組蔵がないとのことなので質  

問は次の二つとした。  

＜申治会組鰍ま必要だと思うか＞   

この質問に対しては、「はい」29、「いいえ」  

16、不明28との回答が返ってきた。非高齢者世  

帯では、3世帯とも「はい」を選択している。  

自治会剋織の必要性はある程度共通認識となっ  

ているようだ。  

＜自治会組織の望ましい設立方法はなにか＞   

この質問は複数回答を可としている。   

回答数が少なくはっきりしたことはいえない  

が、「自力で設立」を選んだ9世帯のうち、高  

齢者が7を古めている。また市の働きを借りる  

ことに対しては、多世代世帯・非高齢者独居世  

帯が、高齢独居世帯・高齢者世帯より回答数が  

少ないにもかかわらず、4世帯すべてが望まし  

いとしている。それに対し高齢者世帯は、市の  

働きを借りることには消極的で、回答数6のう  

ち4が「ボランティア」との協力を望んでいる。  

以上から高齢者のほうができる限り自力での仮  

設内の自治を望んでいるといえる。  

（診結論 両仮設住宅を通じて住民は連帯感が大  

切だと感じている（ここに限らずとも例えば私  

たちの訪れた神戸の長楽仮設住宅という地域型  

仮設2）では自治組織がなくとも住民の助け合い  

で仮設全体が非常にうまくやっている印象を受  

けた）。ボランティアの重要性も高い。また傾  

向としては年齢が上がるにつれ、行政に対する  

期待は薄い。そして自治組織の存在する方が、  

若年層にも自治意識を浸透させている。   

以上から次のことがいえると思う。  
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この状況はこの地域に振ったことではない。  

現在、全国で約280万戸の世帯がマンションで  

暮らしているといわれている。だが、その具体  

的な数字は管曝する建設省でも把握できていな  

い。   

地価高騰や宅地不足に悩む首都困や地方の大  

都市を中心に、土地の高度利用による効率的な  

住宅供給源であるマンションを社会資本として  

とらえようという考えが強まってきた。   

とはいえこの分野における行政の対応は非常  

に遅く、後手後手に回っている。さらに困った  

ことに建設省には、分譲々ンションの管理を担  

当する窓口もないのである。そのうえマンショ  

ン業界や管理会社への規制も不十分で二建前と  

して各会社の自主努力に委ねられてしモるのが現  

状である。   

【2］管理組合とマシション問題   

分譲マンションの所有・利用関係には区分所  

有法が民法に優先して適用されてレ、る。民法そ  

は一物一権主義が原則となづており⊥っの建物  

に対し一つの所有権しか成立しないのに対し、  

区分所有法では建物の一部に対する所有権が認  

められている。厳密には区分所有者は、専有部  

分つまり各々の持つ住居への区分所有権と共有  

部分（通路・階段など）への共有持分権、そし  

て敷地へめ敷地利用権を持らていることになる  

2）。もしマンションが倒壊しその後建て替えが  

行われなかった場合、各区分所有者には自分の  

住居の何分の1かの土地の所有権が残るだけで  

ある。   

区分所有法では、区分所有者である住人がマ  

ンションの建物・敷地の維持管理や住環境の保  

全を目的に、管理組合を設置することを認めて  

いる。各管理組合は数名の役員と理事長を選出  

し、定期的に集会を開くこととなっていて、平  

時の活動は町内会や自治会とほぼ同じセある。  

多くの管理組合が抱ネる問題として、住民が管  

理組合の仕事をやりたがらないということがあ  

り、そのため多くのマンションにおいで管理組  

合の役員について一年交替の当番制がとられて  

いる。もともとマンションでは住民間の横のつ   

5節 マンション復興と自治組織  

今回の震災においては住宅復興における重要  

な問題としてマンション再建問題がクローズ  

アップされた。本節では、住宅問題の一つとし  

てマンションの被害と復興問題についてとりあ  

げてみたい。  

［1］マンションの被害と実態の把握   

衰Ⅱ一5－1は阪神大震災マンション復興問  

題特別研究委貝会が作成した、震災 

ションの被害状況である1）。この表の価値はマ  

ンションの震災による被害の特定とともに、こ  

の地域に建てられている分譲マンションの数が  

特定されたことにある。他にもいくつかマン   

表Ⅱ一岳－†阪神大震災によるマンションの  

ノ 被害状況   

（上段がマンション棟数、下段が住戸数）  

（注）マンション聴中にある括弧内の肛字は、地紺青があるものの被害住   

戸放いわからないマンション敵い意味する・したがって・下段の綱   
は．それを除く判明分を示している。  

（嚢科）阪神大畏災センション復興問題特別研究委貞会によ  

る調査結果   

ションの被害特定は行われているが、区・市ご  

との被害集計はいずれも算出されていない。同  

研究会の調査によればこの他域にあったマン  

ションのおよそ1割が建て替えや大規模補修が  

必要な被害を受けている。これまでのマンショ  

ンへの行政の対応については、神戸市を除いた  

各市や兵庫県では市内・県内にある分譲マン  
ション致さえ把握してなかったのが実情で、こ  

の調査よって初めて判明したのである。   
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加盟団体の中で唯一自治体の支援を受けてい  

る。   

衰Ⅱ一5－2 全国マンション管理組合連合会  

会員団体  

ながりが希薄な上、役員が国定されないことか  

ら∴活動の継続性が悪くなってしまうため、区  

分所有蔭自体が管理組合によるマンションの維  

持管理を繭提に作られているのに、管理組合活  

動に対する公的なサボー，トは不十分なのであ  

る。管理組合の活動のバックアップや代行を行  

う管理会社が程度め差こそあれ、どこのマン  

シヨシにも介在しそいる。なかには管理会社に  

管理を全面的に委託し」住民集会を全く開いて  

いなし、マンションもある。マンシ⇒ンのアメニ  

ティは管理会社の善し悪しによ為、ところが大き  

いが二管理会社に対する行政の規制は全く形だ  

けのもので、ほとんど野放し状態であった。結  

局のところ自分の権利は自分たちで守るほかな  

く、住環境の長期的な維持には住民主導の管理  

組合ヾ舌動が必要なのであるム   

管理組合の運営をサポートするため、個々の  

管理組合が活動め中で得たノウハウを持ち寄っ  

て、より効率的な活動を行えるよう地域毎に寄  

り集まった組織が全国に11団体ある（表Ⅱ一5  

－2）。そしそそれらを統括する団体として、  

1987年に全国マンション管理組合連合会（仝管  

連）が設置された。これらの団体の活動は、京  

滋マシション管理対策協議会を例に取ると、管  

理組合の道営のバックアップから建て替えや補  

修の支援・組合の役員の研修など多岐にわたっ  

ている。仝管連に加入している管理組合数・戸  

数は1995年10月現在1，岳73団体、206．525戸に達  

し、その数は年々増えてし－る封。これらはマン  

シ去ン行政の立ち遅れを、住民自らの手でカ  

バ⊥すべく草の根連動的に誕生した組織であ  

る。一方、建設省の支援で、管理組合の運営に  

っいての指導・援助の目的で設立さrれたのがマ  

ンション管理センターである。これは管麺組合  

の役員を対象にしたセミナーを開いたり、建て  

替えのマニュアルを発行したりしているが、活  

動が首都圏周辺に限られてしまっている。いず  

れの団体も加入していなかったり支援を求めて  

いない管理組合の情報についてはほとんど把握  

できていないのである。そのような中で、札幌  

にある北海道マンション管理組合連合会（道管  

連）だけは事情が違っでいる。道管連は仝管連  

（資料）全管適集計   

注）加入組合数は1995年10月6日時点のもの。  

札幌は他地域からの転入者の多い都市で、マ  

ンション居住者は市の人口177万人の約4分の  

1にあたる約48万人に上っている。このような  

土地柄から、北海道はマンションぺの対応が進  
んでおり、道内でのマンション数を逐次正確に  

把握している（1995年度道全体のマンション疲  

2，454軒）。だが、このようなところは全国の都  

道府県で北海道だけである。道管遂には1995年  

1月現在3別管理組合が加入しており、加入率  

は16％と全国平均ゐ約2倍に上っている。道管  

遵も蓮全体を網羅したマンションの調査を実施  

しており、未加入のマンションについそもその  

大半については詳細なデータを掌握している  

4）  

阪神地域を管轄する関西分譲共同住宅管理組  

合協議会によると、同協議会に加入している兵  

庫県の管理組合はおよそ70組合で、そのうち神  

戸市は29組合である。神戸市に人口規模が近い  

京都市や札幌市と比べても、この地域の仝管連  

加入率はあまり高くない。しかし協議会に加盟  

することがマンション復興への近道かといえ  

ば、現状ではそうと言い切れか、。仝管連やマ  

ンション管理センターでも過去の事例カ1ら、老  

朽化による建て替えや大規模補修についてはあ  
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家派遣の費用援助が受けられ、場合によっては  

建て替えのほうが安くつくケースもでてくるの  

である6）。現行法規上では建て替えは実現が非  

常に難しいのに、震災後の行政の対応は建て替  

えを念頭に置いているという矛盾が住民を混乱  

させているのである。   

震災後のマンション再建と老朽化に伴う建て  

替えと一番違うのは協議の段階から時間的な制  

約を受けているという点である。住人の多くは  

仮設住宅や自ら賃貸住宅を借りるなど仮住まい  

で暮らしているが、仮設住宅は期限が2年間と  

決められている。そして大規模に損壊したマン  

ションでは、区分所有法により震災から1年以  

内に復旧もレくは建て替え決議が行われなかっ  

た場合、各区分所有者に買い取り請求権が与え  

られることになっている。もし各人がその権利  

を行使することになれば、再建どころでなく収  

拾がつかなくなってしまうのである。そのタイ  

ムリミットは『被災区分所有建物の再建等に関  

する特別措置法』により、この法律の施行中ゝら  

1年後の今年の3月24日となっている7）。  

（至）住民合意と情報 まず建て替えか復旧か住民  

の合意形成を得るには、正確な被害調査・復旧  

見積が必要である。被災マンションの中には被  

害調査をマンションを建てた建設業者が行って  

いるところが多い。ただ業者任せの調査では建  

て替えに向かわせようとする業者の思惑も絡ん  

で、公正さにかける調査結果が提示されること  

もある。しかし内容についてチェックする第三  

者的な存在はなく、住民が専門家に鱒鱒して詳  

細な調査を行おうとして′もそオいこ対する公的補  

助もなく、特に地中の杭等の構造材の徹底的な  

調査の実施となると莫大な費用を負担しなけれ  

ばならない。建て替えの場合、事実上区分所有  

考全員の賛成が大前提となっており、そのため  

には建て替えに全員が納得する被害特未調査が  

不可欠なのである云これまでのところ、復1日に  

？いて十分調査せずに建て替え賛成派が決議を  

急ぎ協議が麻痔してしまうパターンが多いよう  

である。また住民の間に情報量の格差があって  

はいけないし、全員に正確な情報が伝達されな  

ければならない。住民の中には震災後親戚や知   

る程度の指導ができる甲だが、天災による建て  

替え・補修については前例カざないため積極的な  

指導ができないのである。こうした状況から被  

災マンキヨンの管理組合同士で互いに連絡を取  

り合ったり情報交換を行ったりと、自主努力に  

委ねられている部分が大きいのである。  

［3］震災後のマンション   

わが国において分譲マンシヨンの建て替えが  

本格的に登場したのは1980年代半ば噴からのこ  

とで、実施例も全国でまだ40件に満たない状況  

である5）。こうした老朽化に伴うマンションの  

建て替えでさえ、姦件的にかなり恵まれたとこ  
ろでないと実現できないのである。   

震災後の被災マンションの復興協議の進捗状  

況は、総じてあまり進んでいないといえる。  

1995年未までに摩て香え工事が着手されたマ  

ンションはわずか1棟のみである。しかし住民  

の努力によって再建・復旧の目処が立つところ  

まできているマンションもここにきてかなり増  

えてきている。  

（》行政の対応の不備 被災マンションの再建に  

対しては、行政も幾つかの救済特例措置を打ち  

出している。しかしそれらがうまく機能してい  

なかったり、不十分な内容であることが協議が  

進まない一つの要因となっている。例えばマン  

ションの建て替えに関しては、本来区分所有者  

の全員の同意が原則のところを5分の4の同意  

で建て替えができるようになっている。しかし、  

多数決で建て替え決議を行った場合、少数派の  

反対者が訴訟を起こすなどして問題か長期化し  

建て替えの実現が大幅に遅れる恐れがあり、ほ  

とんどのマンショγが全員一致の同意を目指し  

ている。また一般に撃て替えより復旧の方が費  

用や時間の負担が少なく、補修を選択した所で  

はすでに工事l；着手しているところも多い。だ  

が補修に対する公的援助は全くなく、多くのマ  

ンションが補修を選択することを躊躇させる原  

因となっている。補修と建て替えの費用を単純  

に比較した場合、補修の方が安上カチりをのは当  

然であるが、建て香ネの場合では優良建築物等  

整備事業などの国や自治体の補助金制度や専門   
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ていないところもある。管理組合にとって専門  

家を雇うことは費用の面での負担が大きく、専  

門家がボランティアでなく有償で再建協議に参  

加できるようJより積極的な自治体の支援策が  

必要とされている。このほかにも、組合として  

は抵当権の解消やダブルローンといった個人と  

金融機関との間蓮をも解消しかナればならな  

い。だが現状では、デベロツパ⊥と同様に金融  

機関もマンシ占ン再建問題には消極的である。  

④既存不適格 震災前に行われたマンションの  

建て替えのほとんどにおいて、等価交換方式と  

いう方法が用いられている。これはデベロッ  

パーによって開発された建て替え方法で、立地  

条件がよく旧建物が容積率に余裕にある場合、  

新たに容積率一杯の建物を建てることで現住戸  

以上の住戸を生みだし、これを売却して得られ  

た利益を立て替え費用に充てるというものであ  

る。この方法を採用すると区分所有者（建て替  

え以前からの住人）は、建て替え費用をほとん  

どもしくは全く負担しないでマンションの建て  

替えが実施ヤきるのであが）云 しかしこのよう  

な方法は被災マンションの建て替えの大多数に  

は適用できないのである。まず余剰の住戸が生  

み出せても今の状況ではそれを全部売却するの  

は難しい。そして何より多くのマンションでは  

既存不適格により震災前の大きさの建物を建て  

ることさえできないのである。既存不適格とは  

マンション建設後の建築基準法改正や条例の制  

定によって建ぺい率・容積率制限等が厳しくな  

り以前と同じ建物は建てられず、建て替えを  

行っても震災前の住戸数が確保できないか、も  

しくは一戸当たりの面積が小さくなってしまう  

ということである。既存不適格が多い背景に、  

建築基準法改正や条例の施行直前ともなると、  

駆け込み乗車的に旧基準のマンションが建てら  

れているごとが挙げられる。既存不適格建物も  

建てられた当時は合法で、生んだ親を恨めず生  

まれた社会が悪いとあきらめるしかないのであ  

る。既存不適格に対する救済策として各市執こ  

総合設計制度が設けられている。この制度はマ  

ンションの敷地内に誰もが利用できる公開空地  

を設けることで二以前と同じ水準まで容積率を  
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人を頼って他の地域に移住している人もおり、  

こうした人全員に正確かつ公平に情報が伝わる  

よう考慮しなければならない。再建決議など特  

に重要な決議に際しては仝扇が必要な情報を同  

じように得ていないと、合意形成が困難である  

ばかりか決議可決後になって反対者が出るなど  

して問題が泥沼化する原因となるのであるよ  

（∋管理組合・再建組合の役割 前にも述べた  

が、センションの住民の大半にとって管理組合  

は誰かがやってくれる面倒事ぐらいに過ぎない  

のが現状であろう。それが震災後は管理組合（再  

建組合）がマンション復興の主体となり、全住  

民が参加協力し様々な問題を解決していかなけ  

ればならないのである。この震災前彼の状況の  

変化だけでも、管理組合が一枚岩となるのがい  

かに難しいかが分かるかと思う。被災マンショ  

ンの再建は事業主にとって見返りが少なくリス  

クが大きいことから、デベロッパーもあまり請  

け負いたがらない。震災から一年経ったにもか  

かわらず、被災マンション救済への特効薬とい  

えるような方法が生まれていないのは、それが  

あまり儲からないからである。一方でこうした  

弱みにつけ込もうとする悪徳業者は、震災後、  

雨後の筍のように生まれている。管理組合は正  

確な情朝の入手と信頼の歩けるサポーターの選  

定を自力で行っていかなければならないのであ  

る。復興の早期実現のたあには協議の進行をあ  

る程度組合子受員に委ねなければならないのであ  
るが、その際には役員と他の組合員との間の信  

頼関係か不可欠である。∴その年めには役員は公  
平中立を守らねぼならないし、その中心となる  

理事長にはリーダーシップと決断力が必要とさ  

れる。もし役員がその立場を私利のために利用  

すると住民の間に役員に対する不信感が生じ、  

組合は空中分解してしまうのである。役員の仕  

事は専門家の選定や依頼から近隣との折衝まで  

多岐にわたり、ある程度法律的な知識も要求さ  

れる。それらを仕事のかたわらに行わねばなら  

をいのであるから、役員の仕事は大変な負担な  

のである。また建築士・弁護士・管理会社と  

いった専門家の協力も不可欠であるが二管理組  

合の中には専門家のサポートがほとんど得られ  



緩和するというものである9）。ただこの制度に  

も欠点があり、公開空地によって減歩された敷  

地に旧建物並みの住戸数・住戸面積を確保する  

ためには建物の高さを引上げなければならない  

のだが、これにより高さ制限・日陰制限といっ  

た新たな問題を解決しなけれぼならなくなるの  

である。目陰制限の橡和は周辺住民の同意が必  

要で、これまではデベロッパーがコーディネー  

ターの役割を果たしてきた。しかし現在は業者  

にも余裕がなく、管理組合が自力で近隣との折  

衝を行わなければならない。運よく周辺住民の  

合意を取りつけられても、今度は市の設ける高  

さ制限に抵触してしまう場合もある。県ヤ各市  

も総合設計制度の拡充や各規制に弾力性を設け  

るよう取り組んでいるのだが、今のところすべ  

てのマンションの建築規制問邁の解決までには  

至っていない。  

［4］法整備の遅れ   

マンションの復興を妨げている大きな要因  

は、天災によるマンションの大規模滅失という  

場合も想定した法整備を行政がこれまで怠って  

きたことにあると思われる。新潟地震や宮城県  

沖地震でもマンションに被害が生じたが、幸い  

にも補修で済む程度であった。そして震災後に  

行われた法改正では建物の耐震基準の引き上げ  

など被害が出ないようにする面ばかり重視さ  

れ、被害が出た後についてはあまり考慮されて  

こなかった。日本の技術力ヘの過信がこのよう  

な状態を招いたのであろうか。被災マンション  

の住人にと？て区分所有法は自分たちを守って  

くれる法律ではなく、区分所有者全員の足を束  

縛する鎖のようなものである。住民は足並み合  

わせて百足のようlこ進むしかなく、当然復興の  
歩みは遅く不安定なものとなる。マンション再  

建問題におし？て、多く、の住人が区分所有権・買  

取時価・ローンといったマンションの資産的側  

面に縛られ、行政の制度の不備に制約され、一  

刻も早く安全で安定した住宅を確保するという  

行動に移れないでいる。マンションの再建が頓  

挫した後には、買い手のない移しい所有者の存  

在する土地が残るか、暴力団の介入が起きるか、   
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いずれにせよ問題が大きくこじれるのは避けら  

れないのである。  

【5］ケーススタディ   

ここからは実際にマンションの再建協議がう  

まくいっている例を検証することにする。   

表Ⅱ－5－3に示されているのは国道2号線  

に面した業務住居混在型のマンシヨ．ンで、、震災  

前は1－3階は大手スーパーが区分所有者とし  

て入居していた。4～11階は住居部分で183戸  

の住居があった。1970年紡績会社系列のデベ  

ロッパーによって西宮市初の高層マンションと  

して建てられた。JR・阪急の駅も近くス⊥  

パーも入居しており立地条件は良く住人の愛着  

も高かった。管理組合は自治会と呼ばれ、震災  

前はあまり活発な活動はされていなかった。建  

てられた1972年は直後に西宮市の用途地域・容  

積率制限施行を控え、いわば駆け込みで建てら  

れたのである。当時は耐震基準も現在ほど高く  

ない上、店舗部分は支柱だけで支え壁の少ない  

ピロティ－構造が取り入れられていたため、震  

災により3階部分が潰れてしまった。人的被害  

衰Ⅱ－5－3 被害マンションの再建方式  

（資料卜関係諸団体からのヒアリングによる。  

は地震が早朝に起こったことが幸いし軽傷者が  

数人でただけで済んだ。   

しかし、全壊による立ち入り禁止の行政命令  

をうlナヾ震災後住民は中に入ることが禁止され、  

住民全員が避難所や親戚・知人宅での待機生活  

を余儀なくされた。   

被害調査によりライフラインが既に修復不青巨  

であり、建て替え以外マンション複興の道は残   



されていないことが判明したが、このことが逆  

に再建への住民の取りかかりを早める要因と  

なった。建て替え移行集会が開かれたのは4月  

9日で、5月14日には管理組合はその内容や規  

約を改正し再建住民組合となり、新たに理事長  

と23人の役員が選出された。再建組合理事長に  

選ばれたのはこのマンションに自治組織を作り  

会長を数期務めた人で．、住民の間の知名度も高  

くまた会長在職中の手腕も評価が高かった。理  

事長は役員に対し公平公正を守ることを要求し  

たこ最初の相談先として県の住宅供給公社に出  

向き、そこで紹介された実績のあるコンサルタ  

ント会社に協力を依頼した。   

旧建物の区分所有者であった大手スーパーは  

早々と再建不参加を表明し、新建物は以前と同  

じ住戸数では各再建参加者はスーパーの所有す  

る区分所有権を買い取らねばならず、そうなる  

と莫大な費用負担がのしかかることになる。現  

実的にそのプランは不可能であり、再建は前に  

も述べた等価交換方式を取り入れ、余剰戸数の  

売却益で再建参加者の負担を軽減するようにし  

ていかねばならない。問題は事業主選びである  

が、被災マンションの再建には大手デベロウ  

パー鱒消極的で、県住宅供給公社の協力を受け  

るのが最上の策であった。   

そのため組合の役員は再建への取り組む姿勢  

や熱意を伝えるなど、公社に対し再建に参加協  

力してくれるよう精力的に働きかけた。そして  

組合の要望が通じ県の住宅供給公社が事業主体  

として参加することとなった。また西宮市の市  

街地再開発計画にも組み込まれ、これに総合設  

計制度や優良建築物等整備事業を組み合わせる  

ことで新建物に対する容積率・延べい率規制は  

以前と同じ水準まで緩和された。スーパーの所  

有権については、組合がスーパ⊥と交渉し、所  

有権を公社に譲渡することを承認させた。この  

ことでスーパーとの今後の交渉は公社に任せら  

れ、組合は住民所有分の183戸だけを扱えばよ  

くなり、負担が軽減された。等価交換方式の導  

入により再建後の新建物は住居専用の29階建の  

超高層マンションとなり、住戸数は277戸となっ  

た。新たに生じた94戸の余剰住戸の販売は県公  

社が行い、売却利益は再建参加者に遺元される。  

等価交換方式により市価換算では73m23LDK  

で4，500万円の部屋が1，850万円の個人負担で提  

供されることとなった。問題は建物が大規模な  

ことから工期が長く、今年8月から三十数カ月  

に及び完成は1999年となり、それまで住民が仮  

住まいでの生活を強い．られることである。その  

後再建決議が12月23日に行われ、賛成182・反  

対1の多数決で可決され、再建プランは事実上  

実行に移されることになった。この組合では情  

報の伝達についても十分配慮されている。組合  

員間に情報の偏りが起きないように月1回会報  

を発行し、協議の進行状況報告や次回集会への  

参加を呼びかけている。住民の中には知人や親  

戚をたよって遠隔地で暮らしている人もおり、  

これらの人には会報により随時正確な協議の進  

捗状況が伝えられている。このような工夫によ  

り、遠隔地の住民も安心して役員に村し決議を  

委託できるのである。今後は、ロヤン未返済者  

が20名程いることや、資金調達に不安を砲〈人  

も多いことから再建組合主催の勉強会が開かれ  

る予定である。   

以上、簡単にこのマンションのこれまでめ歩  

みと今後の計画について述べたが、この再建住  

民組合のうまくいった要因ほ、住民をまとめて  

ゆ〈リーダーがいたことと、役員が住民全体の  

利益のために献身的に働いたことが何より大き  

いのである。理事長は各折衝や協議などで5月  

から再建決議の行われた12月23日までに実に丸  

53日も費やされたという。このケースは立地条  

件がよいことや、当初から建て替えということ  

で住民が一つになれたことなど条件的に恵まれ  

ているほうかもしれない。しかし行政の特例措  

置の申請や専門家の選定だけでも組合にとって  

は大変なことである。組合の役員であっても、  

マンション問題のプロフェッショナルでもな  

く、それぞれの仕事の合間に活動しなければな  

らないのである。   

これだけ負担のかかる仕事を住民全体の利益  

のために無奉仕で働いてくれる人がいなけれ  

ば、マンションの再建は実現できないのである。  
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している。しかし、人が自分の力だけで動いて  

いくには限界がある。つまり人のつながりが必  

要になってくる場合も生じてくる。これは、大  

多数の人が何らかの形で震災後頼りになったつ  

ながりをあげている点からも測り知れるだろ  

う。また、仮設住宅の生活においても近所づき  

あいをしてつながりをもったり、自治会組織の  

かたちで結束するなどして、一人で言ってもな  

かなか行政に聞き入れてもらえない要望も住民  

代表の形で陳情し採用された例もある。例えば  

イ反設住宅の改善としての要望の一つである“ひ  

さし”の設置であり、場所によってはフミュニ  

ティーセンターの建設である。また、つながり  

の大切さが認識されたのは分譲マンションの場  

合も同様である。   

この場合、特に自分一人の意見だけではどう  

することもできないので、様々な利害関係をも  

つ所有者の意見を調整していくためにも、住民  

の日ごろからのつながりや意見をまとめていけ  

るリーダーシップをも？た人の存在が必要に  

なってくる。とくに分譲マンションは戦後に登  

場したものであり、関束大震災の頃は問題とな  

らなかったが、今後の分譲マンションの復興や  

危機管理のあり方を考えていく上で問題解決の  

行方が気になるし、行政の対応も焦点となるの  

ではなかろうか。現在、分譲マンションは個人  

の財産であり、個人の財産について行政は不干  

渉の態度がとられている。しかし、限られた土  

地に人が住んでいるという現状のもと、今後ま  

すます分譲マンションの割合が増加する可能性  

が高い。そこで分譲マンションと都市の関係に  

ついて雀来の考え方ではなく、どのようにマン  

ションを位置づけていくか考え直す必要がある  

のではなかろうか。また、行政に求められるも  

のは、分譲マンションの対応だけではなく広範  

囲にわたる。人は生活を再建する場合、自力で  

再建していかなければならない。しかし、自力  

だけでは無理なこともあり、親戚などのつなが  

りの力を借りる場合もあるが、それにも限界は  

ある。そこで求められるのが行政ではなかろう  

か。仮設住宅でのアンケート結果からも分かる  

ように、仮設住宅の住人は高齢者をはじめとし   

1）阪神大震災マンション復興問題特別研究   

委員会編『阪神大震災による分譲マン  

ション被害調査に関する作業内容』1995   

年10月、および『法律時報』第67巻9号、   

参照。  

2）熊田裕之著㌣マンション法の解説一区分   

所有法』∵橋出版、参照。  

3）京滋マンション管理対策協議会の円満字   

洋介氏からのヒアリングによる。  

4）社団法人北海道マンション管理組合連合   

会専務理事、坪内≡郎氏からのヒアリン   

グによる。  

5）『マンション管理新開』ユ995年8月5日付。  

6）同上。  

7）同上、および折田泰宏「区分所有法を巡  

，る法的諸問題」r労働経済情報・夏』   

ユ995年による。  

8）前掲『マンション管理新聞山  

9）折田泰宏「震災と区分所有物」r法律時報』   

第7巻9号、1995年による。  

6節 まとめ  

前節までで、イ反設住宅でのアンケートを中心  

に生活の復興についての問題を様々な角度から  

とらえてきた。この節ではそれらを通して住民  

が生活復興の上で何を求めているか、また行政  

に望まれる対応とはどのようなものかを考えて  

いきたい。阪神大震災が、人々に与えた被害は  

甚大なものであった。死者数、負傷者数、そし  

て被害総額とどれをあげても、これまでの地震  

と比べものにならないくらい莫大な被害であ  

る。いうまでもなく、人々の生活に与えた傷痕  

は深刻なものである。ある人は戦前から住んで  

いた家が修理不可能なまで倒壊し、また別の人  

は何十年も住んできた長屋がほほ全壊した。そ  

して住む家を失った人たちで、次の住宅が見つ  

からない人たちは仮設住宅で生活することに  

なった。仮設住宅での生活は全くはじめてのも  

のであり、その以前とは全く異なった環境のな  

かで、人々は生活を再建しようと様々な努力を   
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て、必ずしも悪まれた立場にいるとはいい難い  

人が多く、この人たちが生活を再建していくと  

なるとかなりのハンディを背負うこ 

そ甲場合に行政の行うべきことは、このハン  

ディの軽減、例えば、神助金等の交付やこれら  
の人に対する優先権などがあげられる。特に住  

宅啄策におレ？ては、物理的側面や経済的側申申、  
ら仮設住宅を出た彼の見通しがたっていない人  

が多く、住民の住宅に対する要望と行政の実際  

に供給して｝－く住宅との間に生じるギヤツプを  

どのように調整していき、住民の期待に添って  

いくことができるかがポイントになって〈る。  

「ノしは人間として最低限の生活を保証される」  
と憲韓の条文にあるように、行政は住民に対応  

していく姿勢を貫いて欲しい。   

生活再建は、道路の復興やテーマパーク建設  

のようにマスコミに大きく取り上げられること  

はめったにないかもしれないし、地道で時間の  

かかる仲条を必要とする。しかし、都市とは人  

があってはじめて成り立つものであり、インフ  

ラストラクチャーが整備されているガけでは都  

市は成り立たない∴都市のなかでめ二人々の位置  

関係を明確にし、都市を活性化させる上での必  

要最低条件である人々の生括の活性化盲はかる  

ことが都市づくりのなかで最も大切な土とでは  

ないだろうか。そのためにも人々の一日も早い  

生活復興をフォローすべく対応していく姿勢こ  

そ、行政に望まれるもので’はなかろうか。その  

上で最大公約数的対応を行うのではなく、社会  
的に弱い立場にある人々に対してもきめ細かく  

対応していくことが、併せて必要とならている。   



Ⅳ 復興への政策と課題  

理である占 この土地分剖、境界変更わ過程で従  

前の宅地の地価を参考に区画整理後与えられる  

宅地とその作業を検地という。  

②市街地再開発（卓業）とは 今向の震災復興  

計画においては都市計画一覧の中に土地区画整  

理事業指定地域と並んで市街地再開発事業実施  

地域が指定されている。この両者の違いは何で  

あるか。まず、前述「土地区画整理法」第2粂  

の中で土地区画整理事業は都市計画区域内の土  

地について行われる、とあるように、定められ  

た区域内た限って都市計画の一環として行われ  

ている。さらに都市計画と【ま都市の健全な発展  

と秩序ある整備を図るための土地利用、都市施  

設の整備および市街地開発事業に関する計画、  

と都市計画法第4条に定義されている。これら  

の整備・開発事業を知事または建設大臣の認可  

または承認を受けて行うものを都市計画事業と  

いう。その実際的手法として、用地買収方法と  

換地清算式方法、つまり土地区画整理方式が用  

いられている。   

さらに既成市街地の再開発手法として用地買  

収方式による通路の整備や、土地区画整理事業  

等の換地清算方式では解決し得ない区域で、公  

共施設等の整備に併せて適正な街区に施行者が  

建築物を建て、この建築物に従前の権利者がそ  

れぞれの権利対価と等価の権利床を得て入居す  

る手法がある。これが市街地再開発で、都市計  

画法の施行と同時に施行された都市再開発法に  

定められた。これにはのちに新たな手法として、  

施行者がいったん施行地区内の建物、土地を買  

収または収用し、希望する権利者には買収また  

は収用した土地、建物の代償に建築物の床を与  

えるという第2種市街地再開発事業が追加され  

た。   

つまり土地区画整理事業と市街地再開発事業  

は、ともに都市計画の一手法であるが土地区画  

整理が平面的な土地基盤整理を行うのに対し、  

市街地再開発は「再開発ビル」に象徴されるよ  

うな高度利用という方法を用いる点で異なる。   

1節 街の復興と土坤区画整理・再開発  

これまでⅡ、Ⅲ章で扱った産業復興と生活再  

嘩の二つが車の両輪となって、まちの復興は進  
んセいく。しかしそ町軸の受け皿となる都市の  

土地そのものにも大きな問題がある。それが土  

地区画整理・再開発をめぐる問題である。震災  
後、13地区49件、約250hよが土地区画整理・再  

開発事業として都市計画決定されている。しか  

しその施行過寒で様々な問題が発生しており、  

すでⅠごマスコミ等でもとりあげられている。本  

節では、この土地区画整理・再開発事業をめぐ  

る問題から、復興過程における行政と市民の関  

係を象徴的に描き出し、復興のあり方を論じる  

導入としたい。  

【1］土地区画整理・再開発事業   

「区画整理」という言葉は震災以前にも、ま  

た阪神地区に限らず全国各地で使われてきた。  

しかし一般に人々が「区画整理」という場合に  

は、その意味するものは非常に曖昧である。と  

いうのは、都市計画事業や道路事業をまとめて  

区画整理と呼んだり、不動産会社等が宅地造成  

をして分譲する場合も区画整理と呼んだりする  

からである。そもそも区画整理とはどういうも  

のであろうか‖。  

（》土地区画整理（事業）とは まず、区画整理  

（正確には土地区画整理）はどのように定義さ  

れているか。土地区画整理事業を規定している  

「土地区画整理法」第2条には、「この法律に  

おいて『土地区画整理事業』とは、都市計画区  

域内の土地について、公共施設の整備改善及び  

宅地の利用の増進を図るため、この法律で定め  

ているところに従って行われる土地の区画形質  

の変更及び公共施設の新設又は変更に関する事  

業をいう」とあり、これが法律上の定義である。  

つまり、宅地としての利用度を向上させるため  

に土地を整理し街区を整えることが土地区画整   
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園を作ることで環境が改善され地価が上がる。  

その地価上昇分が減歩として土地が減るのは等  

価交換である、′という論理である。この結果、  

地域住民に一部土地を供出させ公共施設の整備  

を∵行うことになる。また保留地をとって売却す  

ることにより事業費に充てることも可能である  

（ただし通常の土地区画整理事琴における減歩  

率が213割になるのに対し、今回は国の補助  

による土地先行買収を行〉、、減歩率を1剖程度  

におさえるとしている）。享た、買収方式の事  

業の対象となる土地所有者にとっては≠地を失  

うことは生活の手段を失うことを意味す阜こと  

が多い。これは特に商店街などでみられる。し  

かも従前の価格で買収されて移転し、残った土  

地所有者は公共施設改善Iこよる埠価上昇の利益  

を受けるという不公平を生じる。これら甲点で  

買収方式の事業は強い反対を受けること声iある  

ため、土地区画整理方策は比較的賛成を得やす  

い手法であると考えられる。   

また、総合的な事業であるのも一つの特徴で  

ある。一般の建設事業は、例えば街区道路築造  

や公園造成等のようにそれぞれが単一の事業で  

ある。これに対し、土地区画整理事業は地域内  

の公共施設を全部一斉に整備できる。個々の建  

設事業が点や線の事業であるのに対して一定地  

域全面にわたる面的事業であるといえる。この  

視点が基盤となって都市計画のビジョンが描か  

れる。事業の施行者である行政側にとって、そ  

のビジョンを実現するためには土地区画整理事  

業は政策的にも財源的にも魅力ある手法であ  

る。ただし総合的かつ比較的大規模な面的事業  

であるがゆえに関係権利者が多く、それだけ調  

整に時間や労力、経費がかかる。また、再開発  

事業は別として一般的には計画の内容として建  

築物までは含まれない。つまり地区内における  

区画形質の変更とそれに伴う建築物の移転は行  

うが、立体的な整備までは施行者が行うもので  

はない。都市計画の基盤とはをるがそれを理想  

的に実現するをこは他の事業や計画を併せて行う  

ことになる。  

⑨施行者、施行順序 事業の施行者は地方自治  

体だけではない。宅地について所有権または借  
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しかし土地区画整理法の中にも特定の条件に適  

合する場合には土地のみを事業中村象とせず、  

土地の代わりに廷薬物の床面積をあたえるとい  

う立体換地の規定がありノ、最近では建物を含め  

た、より一層総合的な都市計画事業としての手  

法もとられるようl；なってい声ノ。したがって以  

下では両者を、特に断る場合を除†、て区別せず  

「土地区画整理」として扱うことにする。  
③土地区画整理事業の目的 ∴土地区画整理事業  
は公共施設の整備改善と草地甲利用増進の二つ  

を主な目的として行われるものであることはす  
でに述べた。近年のわが国におトナる市街地およ  

びその付近の地価高騰によって土地収用に伴う  

トラブルも増え、土地区画整理が公共用地取得  

手段として評価され、宅地の利用増進よりも公  

共施設の整備改善に重点が置かれるようになっ  

ているム この傾向を最も強くもつのが1923年の  

関東大震災や第二次世界大戦の復興土地区画整  

理事業である。今回の土地区画整理事業も「既  

成市街地のうち居住や産業などの枢要な都市樺  

能を担うべき地区で被災の大きい地区について  

は、市街地再開発事業、土地区画整備事業、住  

宅系面的整備事業を実施し、都市基盤の整備と  

都市機能の更新を図る」2）ことを目的としてい  

る。ただ、純粋に震災の被害の大きさを基準に  

土地区画整理地区が選定されているわけではな  

い。震災以前から土地区画整理事業の対象と  

な？ていたやざ、意見調整甲難航から懸案となっ  

ていた地区も含まれている。 
機に」といぅ行政本皮の計画ではなヤーかと批判  
されるゆえんの一つである。他にも現行の土地  

区画整理事業には様々な問題点があるがそれは  

本節［2］垣でくわしく述べることとし、次に  

それらの批判にも関わらず行政側が土地区画整  

理を推し進めようとする理由を探る意味で土地  

区画整理事業の特色を考える。  

④土地区画整理事業の特色 まず所要事業費が  

比較的安いことが挙げられる。公共施設の整備  

改善を行う際、現在ではネの用地取得に辱めて  
高い費用が必要とされることは前にも述べた。  

土地区画整理事業において用いられる論理は次  

のようなものである。まず事業により道路や公  



表Ⅳ－1－1土地区画整理事業の施行順序  

施行区域決定  
1  

■事業計画・施行規定の作成  
l  

区画形質ゐ変更と縦羊 ▲  
1  

認可  
l  

事業計画・施行規定決定  
1  

土地区画地理審議会設虻  
1  

換地設計土地区画整理審議会諮問  
1  

仮換地指定  
1－  

建物などの移転・畠工事の施行  
1  

後処理・換地計画などた挽く  

上のなかで事業計画・施行規定の縦覧は2週  

間と定められている。また土地区画整理審議会  

は個人・共同施行以外の場合に設けることに  

なっている。審議会を構成するのは宅地所有者、  

借地権者のそれぞれから選出された委員と学識  

経験者の委員である。換地計画は換地設計や換  

地明細、清算金の明和を定めたものである。こ  

こで、整理前彼の宅地を評価比較した結果不均  

地権を有する者が個人や数人で共同して行う個  

人・共同施行、共同施行で組合を設立して行う  

組合施行もある。組合施行の場合、設立にあた  

り中に不同意の者がいても3分の2以上の組合  

員の同意かあれば施行することができる。その  

他、住宅・都市整備公団や地域振興整備公団、  

地方住義侠給公社の行う公団・公社施行などが  

ある。地方自治体が行う：場合」都市計画として  

決定されてい■る施行区域内に由って事業を行う  

ことができる。また施行区域内の土地七ついて  

国家的見地からの必要性l土より行うものが行政  

庁施行である。これは災害の廃生等により国の  

利害に影響し土地区画整理事業を急いで行わな  

ければならない場合で、建設大臣の命に‘より都  

道府痕知事または市町村長が行うム今回の事業  

もこれにあたる。また住民が自主的に組合を組  

織し、事業を読みてしミる地区もある。   

施行順序は施行主体や実施方法により差異が  

あるが、本節で主に扱う知事施行の主な流れは  

表Ⅳ－1－1の通りである。  

図Ⅳ－1－1震災復興区画整理事業が行われる地域  

52   



ある。ここでは「まちづくり推進会」をつくっ  

て約20年前から「まちづくり」に取り組んでき  

た。   

「香櫨園森具地区まちづ〈り協議会」も市の  

進める土地区画整理事業に住民の声を反映させ  

るだけでなく、快適で安全に住むことのできる  

まちをつくることを目的としている。協議会の  

会則によると、総会を会の最高意志決定機関と  

し、総会と総会の間の意志決定は街区委員会で  

行われる。街区委員会は各街区ごとを基本とし  

て街区委員が一人選出され、構成する。また、  

街区委員会の互選により実行委貞が選出され実  

行委貞会を組織し、会の日常的な運営を行うこ  

とになっている。   

具体的な活動としては協議会発足後まもな  

く、まちづくりに関するアンケートを実施し、  

あわせて『まちづくり協議会だより No．1』を  

発行した。Fまちづくり協議会だより』はこの  

後も、会から会員である各町自治会の会員と区  

域内の土地または家屋の所有者への情報伝達手  

段としてたびたび発行され、最近では会員相互  

の意見交換の場にもなっている。一方、アンケー  

トの結果は報告書としてまとめられ、6月に完  

成している。これによると、アンケート発送数  

で60．8％（291人／478人）、土地区画整理事業  

の対象権利者の数でみると56．6％（287人／507  

人）の回答を得ている4）。質問項目は、アンケー  

ト対象者の震災前と現在の生活状況、さらに将  

来への希望にわたっている。結果は、現実に直  

面している都市計画事業の都市計画道路や街区  

公園に対しては、「ぜひ必要」「どちらかという  

と必要」と答えている世帯が「必要ない」と答  

えている世帯を上回った。また、この地域に住  

み続けたい、早く戻ってきたいという意見が大  

半であり、居住志向性の高いことをあげている。  

その上で居住志向性の原因であるこめ地域の良  

さを残しつつ、、形態や基盤、経済的負担の大き  

さなどの面でこの他域にあった「まち」の条件  

を抽出している。  

さらに、震災以前の借家賃貸住宅居住者はア  

ンケート調査対象外であることにふれ、それら  

の人々が再び街に戻ってきてもらうための受け  
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衡があった場合は金銭でこれを調整しかナれぼ  

ならない。これを清算金という。換地後建築物  

の敷地として過小な宅地を生ずる可能性がある  

場合、一定面積以下の宅地は減歩対象外とし、  

はじめから清算金を見込んでいる場合がある。  

今回もそのケースがみられる。また今回の区画  

整理事業では2段階方式といっておおまかな事  

業計画決定をした後、細部の決定を行う方式を  

とった。これは3月の猟乱した時期に事業決定  

を行うという行政側の性急な態度に対する住民  

の強い反発からとられた例外的なものである。   

以上が土地区画整理・市街地再開発事業の概  

要である。これをふまえて［2］項では、実際  

震災復興の過程で行われる土地区画整理・再開  

発事業にどのような問題点があるか具体例を挙  

げて述べる（震災復興土地区画整理事業の位置  

については図Ⅳ－1－1に示してある）。  

［2］土地区画整理・再開発をめぐる問題  

①森具地区の取り組み 「森具震災復興土地区  

画整理事業」として指定された西富市森具地区  

は屋敷町、松下町、弓場町および川西町の一部  

からなる地域である。震災による被害は約80％  

の家屋が全壊という、西宮で「最も被害の大き  

かった地区の一つ」3）である。その壊滅的被害  

から1ケ月余り後、この地区に土地区画整理事  

業を行うことが知らされた。．さらに震災から  

ちょうど2ケ月の3月17日、土地区画整理区域  

10．5haが決定された。これに対して屋敷町で  

自治会を中心とした「区画整理対策委貝会」が  

組織された。委員会では「区画整理だより」を  

発行する等の活動を行い、地域住民の要望をま  

とめて市に提出して交渉した。その後4月ユ6日  

に、区画整理区域内の他の町も参加して発足し  

たのが「香櫨園森具地区まちづくり協議会」で  

ある。   

この「まちづくり協議会」というのは、土地  

区画整理問題が採り上げられる際、必ず登場す  

るキーワードである。名称の由来は神戸市前市  

長の宮崎市政発足当初、「まちづくり条例」を  

つくって支援した頃に遡ると思われる。この政  

策のモデル地域とならたのが長田区真野地区そ  



市に家賃補助や地区内仮設住宅の確保等を行う  

よう要望した。また、土地区画整理事業に関し  

ては減歩率や道路の幅員・配置、公園の配置に  

ついて意見要望を提出した。これに対し市は街  

区公園・道路計画作成の段階で、2ケ所だった  

公園を1ケ所に統合する、一部を除き街区道路  

の拡幅はせずループ状にして車両が通り抜けで  

きないようにする等、素案を変更した6）。作成  

された計画案は昨年1995年12月25日、兵庫県都  

市計画地方審議会により可決され、決定した。  

今後、2月にはさらに細かく事業決定され夏ま  

でに仮換地決定、それ以降工事着工というスケ  

ジュールである。   

この進捗状況をみるとここまでの道のりは平  

坦だったまうにもみえる。しかし住む場所を  

失った人々の必死な思いがぶつかりあうことも  

あり、自らも不自由な立場にある者がそれを調  

整せねばならない現実は容易ではなかったであ  

ろう。協議会の基本的なスタンスとして、個人  

または一部の会員の利害に直接関わることにつ  

いて意思表明や交渉を行わないということが貫  

かれている。そのために多数意見が会の意見と  

される。異なる意見が切り捨てられるのはさけ  

られない。しかしその過程で議論の場がもたれ、  

総意として．まとめる努力がなされてきた。それ  

が住民の意見を採り入れつつも比較的早い計画  

決定に結びついたと思われる。しかし土地区画  

整理事業はまだはじめの段階で、今後事業が長  

引けば家を失った人にとってはそれだけ不自由  

な仮住まいを強いられることになり、新たな問  

題の発生も考えられる云  

②他のケース 森具地区とはまた異なる問題を  

抱えている地区もある。神戸市東灘区の森南地  

区はもともと昭和初期の区画整理で整備されて  

いた地域であった。それをなぜまたミ という住  

民の声に納得のいく説明がなされないために市  

との話し合いは進んでいない。ここでも住民主  

体の「森甫町・本山中町まちづくり協議会」が  

つくられている。しかし、市側は国の補助をえ  

るために一定以上の規模にせざるを得ない事情  

からか基本線を譲らず、協議会とは真っ向から  

意見が対立している（㌻日本経済新聞』1995年   

皿の要求も重要な課題として挙げている。この  

借家人の権利に関する問題も土地区画整理事業  
における争点の一つである。前項［1］⑤で土  

地区画整理審議会についてふれたが、その構成  

貞となる資格は宅地所有者、借地権者にしかな  

い（学識経験者を除いて）。借家人は土地区画  

整理事業に関して要望を速べる権利がないので  

ある。また、借家権者は市街地再開発事業にお  

いても苦しV）立場に追いやられる。借家権の評  

価をめぐって見解がわかれ、土地や建物に比べ  

て低く評価されることが多いのである5）。森具  

地区のアンケート報告ではこのような現状に対  

して一応、借家人にもまちづくりへの参加権を  

考えているといえる。   

このアンケートで地区の特徴をつかんだ後  
は、どのようなまちをつくるか、協議会を中心  

に勉強が重ねられた。実際に必要な大きさを検  

討するために、他の地域の公園・街区見学会を  

実施する、まちづくりに関する講演を協議会で  

依頼し実現させる等の活動を行った。その中で、  

7月には「まちづくり部会」が分化してでき、  

その後も半月に1匝iの頻度で会が開かれるよう  

になった。当初まちづくり部会では通過交通を  

発生させない計画道路や公園の形状について提  

案をして議論していた。しかし回を重ねるうち  

に、協調建替や地区計画といった町並みの保全、  

阪神電鉄高架下利用や市場再建等、まちの活性  

化というまち全体の復興像に対象が拡がった。ノ  

前項［1］でふれたように土地区画整理事業で  

街区道路と宅地・建設とを一体的に計画するの  

には限界がある。たとえ土地区画整理が理想的  

になされても事業彼の建築的土地利用の段階で  
住民の共同意思が形成されていなければ理想の  

まちは実現しない。この点で協議会の取り組み  

は区画整理にとどまらず、まちづくりに対して、  

より積極的である。   

十方で、協議会ではこれらの活動の中で生じ  

た質問や意見要望をまとめて市との交渉を行っ  

てきた。建物の損壊でやむをえず賃貸住宅を借  

りている住民の生活が家賃によりかなり圧迫さ  
）  

れていることが問題となったことに閲しそは  

「生活再建アンケ」ト」を行って意見をまとめ、   
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民同士にも対立はある。対立のもとにあるのは、  

一つは一日も早い生活再建、もう「つは「自分  

の土地に自分の家を建てたい」という私的土地  

所有に基づく土地利用の自由という二つの欲求  

であろう。   

個々の生活の再建はまちの再建の一部分であ  

る。また、統一体としてまちをつくり出すとき  

には、まちに対■する共同意思が必要になる。そ  

れは震災前のまちにも住民の中に存在してい  

た。ただ、通常まちやその周辺の変化は徐々に  

進むものであるから特別意識されないかもしれ  

ない。しかし震災でまちが一■瞬にして消えた時、  

それを再生するにはそこに住む人々のまちに対■  

する共同意思が形成されなけれぼ、ばらばらな  

まちができあがってしまう。しかも早さを求め  

れば求めるほどそれは強く意識される必要があ  

る。その共同意思の形成過程がまちづくりであ  

る。そしてまちづくりに積極的に関わり、形成  

された共同意思に基づいて行われる自由な土地  

利用は問題を生じないであろう。しかし現実に  

は共同意思の形成には個々の利害得失が絡んで  

時間がかかる。一方、多くの人は家をなくし不  

自由な生活を送っており、一日も早く腰をおち  

うけて生活再建したいと願っている。それゆえ  

施行者である行政側がすべきことは性急に土地  

区画整理事尭を押し進めることではなく、これ  

らの住民に何らかの補助をし、共同意思の形成  

をサポートすることである。無理に計画を進め  

て共同意思の形成を妨げてはならない。その例  

が芦屋市中央地区の状況ではないだろうか。し  

かし実際に住民と交渉にあたる市当局も予算等  

の面で苦しい立場にある。国の補助を引き出す  

ためには予算編成に間に合うように計画決定し  

なければならないし、一定以上の規模で実施し  

なければならない。これらの点が改善されなけ  

れば結局住民にしわ寄せがいき、まちづくりの  

状況は好転しないであろう。国は何らかの対策  

をとる必要があるのではないだろうか。   

このように住民の兵同意思形成と地方自治体  

のきめ細かな対応、国の補助がまちづくりに求  

められていると考えられる。たとえ共同意思形  

成の過程で土地区画整理が住民の賛成を得られ  
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11月24付「わが街いつ戻る3」参考）。   

また神戸市新長田・鷹取地区ではまちづくり  

協議会の発足が遅れた。戦災復興における土地  

区画整理の経験から、「協議会を作って市と話  

し合いをすれば行政の敷いたレールに乗せられ  

てしまいかねない」という不安があり、取り組  

みに躊躇した。その間に市との交渉窓口もない  

まま時は過ぎ、区画整理に反対の声も挙げられ  

なくなってしまった。「この間市政に無関心す  

ぎた。その結果、慌てなならんこ七になったム  

ただ反対するだけでなく、市が徐々に譲歩せざ  

るを得ないように勉強していかなければ」と、  

住民の意思を確認し意見集約を図る方向に変化  

してきている（『日本経済新聞』1995年11月25  

日付「わが街いつ戻る 4」参考）。  

協議会が分裂してしまったところもある。芦  

屋市中央地区では、区画整理そのものの必要性  

に疑問を感じている住民と、市の計画を認めた  

上で一日も早い復興をめざそうとする住民の間  

で意見が対立し協議会の分裂にまで至ってし  

まった。この地域は商任混在地区で「商」と「住」  

の利害対立が原因、という指摘もあるが、もと  

は両者が協調して生活していた。それが市の性  

急な区画整理案が引き金となって住民同士のい  

がみ合いにまで発展してしまった。「市がもっ  

と注意ぶかく計画をねっていれば・・・」との  

芦が聞かれるという（前掲『日本経済新聞』  

1195年11月24付「わが街いつ戻る 3」参考）。  

神戸市兵庫区湊川町では行政の手によらず自  

分たちで土地区画整理を試みようとしている。  

4月に有志でまちづくり協議会を設立。‘「ミニ  

区画整理」方式のまちづくりを提案した。アン  

ケートで承認を得て順調にすべり出したかと思  

えたが、その後住民同士の利害対立が高じてし  

まった云家の倒壊・焼失を逃れた住民も移転、  

取り壊しの費用の問題から計画の推進には消極  

的である（『日本経済新聞』－1995年11月23日付「わ  

が街いづ戻る 2」、『読売新聞』1995年11月22  

日付「検証 阪神大震災」参考）。  

（∋まとめ これらの例にみるように今回の震災  

復興における土地区画整理事業には様々な問題  

が山積している。行政と住民の間だけでなく住  



たって1923年に起こった関東大震災について考  

察し、阪神大震災との比較を試みる。  

①関東大震災の概要 関東大震災は1923年9月  

1日の11時58分に発生した。昼時であったので  

家庭でも職場でも昼食の準備のため火を使用し  

ており、これが関東大震災の被害を広げた要因  

であるといわれている。関東地方を襲った大き  

な揺れは家屋の損壊のみならず、火の不始末に  

よる火災をひきおこし本来の地震の揺れによる  

被害よりも深刻な状況に陥った。また、首都圏  

を襲ったため地震に出くわした人口も多く地震  

を想定した避難場所も確実にとられていなかっ  

たこともあり、人的被害も大きかった。被害は  

当時のオフィス街である日本橋や京橋を中心  

に、各区の総面積に対する焼失面積の割合で  

75％から100％が焼失している。一方、もとも  

と区面積が広く木造の家屋が密集していた浅草  

や深jll等の下町の被害はもっと大きく、各区の  

総面積に対する焼失面積の割合では85％から  

98％となり実際の焼失面積は日本橋等よりもか  

なり広くなっている。よって、生活に関するも  

ので上下水道、電気、病院、浴場等も被害を受  

け、震災後の生育舌に影を落とすことになる。国  

が被害を受けたところでは、大きいもので鉄道  

や軍需関係、逓信、学校施設などがありいずれ  

も比較的新しい施設だったために損害は大きい  

ものと思われる。このように大正年間という資  

本主義の発達初期段階でありながら、被害は多  

岐にわたりその被害の深刻さと復興および復旧  

の難しさを表している。  

②関東大震災にみられる被害の状況関東大震  

災による被災者は、東京、神奈川、千葉、埼玉、  

静岡、山梨、茨城と広範囲にわたっているが、  

ここでは東京市の調査より東京府と神奈川県の  

被害が突出して大きいので、一府一県に絞って  

述べることにする。  

a人的被害 表Ⅳ－2－1にみられるように地  

震時に東京府にいた人口の約半数と神奈川県に  

いたっては人口の8割が被害にあっている。こ  

の統計は1924年12月に完成されたものである  

が、行方不明者がかなりの数に上っていること  

は興味探いといえる。また、関東大震災におい   

なくてもまちの再生に必要なの．は共同意思の形  

成であって、土地区画整理ではない。土地区画  

整理は一つの手段でしかないのである。   

また、まちづくりで生まれた住民のつながり  

は災害にも強い。この例が前出の神戸市長田区  

真野地区で、地域のコミュニティ」活動が防火  

救援、復旧活動に大きな役割を果たすことを証  

明した7）。ハード面で震度7にも耐えうる防災  

設備を作ってもそれを越える災害は起こりう  

る。その時は結局人と人が助け合い動くしかな  

い。したがって災害に強いまちづくりも住民の  

積極的な参加により形成される共同意思があっ  

て初めて可能になるのである。この点で、土地  

区画整理事業をきっかけに多．くの地域で「まち  

づくり協議会」がつくられ、共同意思の形成が  

はかられるということは大きな意味があると考  

えられる。  

1）本項は主として、都市整備研究会編『土  

地区画整理大意一仝訂新版－』理工図書、  

1995年、第一章を参考にした。   

2）兵庫県『阪神・淡路震災履輿計画』1995  

年7月、40頁。   

3）『森具震災復興土地区画整理事業概要  

（1995年3月市提示案）』   

4）香櫨園森具地区まちづくり協議会r香櫨  

園森具地区まちづくりアンケート報告  

書』1995年6月。   

5）詳しくは石田頼房編『大都市の土地問題  

と政策』都市研究叢書、124頁以下を参照。   

6）詳しくは香櫨園森具地区まちづくり協議  

会『香櫨園森具地区まちづくり協議会  

だより』第8号、1995年10月13日を参照。   

7）詳しくは阪神復興支援NPO編r真野ま  

ちづくりと震災からの復興』自治体研究  

社を参照。  

2節 復興計画の分析  

［1】復興計画の歴史的位置づけ   

今回の阪神大震災の復興計画を考えるにあ   
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表Ⅳ一2－1東京府・神奈川県における罷災人口（人）  

■‖  現 ■  
■灰府県   一日【旭l暮人‖  

死者  1t■  行方不戦  モの僧  我耕   合貯   

♯ 薫   5．414．700  89．207  48．495  13，149  2．3ユ7，270  引川．123  3．8T8，244   

文京府   4，035．7M  5，，593  28．972  10．g（I4  し555，778  24T．988  1，903，28ら  

東京中  2，285，300  58，184  28．銅8  10．556  1，383，849  221，472  1，T00．2朋I  

モの他  1，7川，400  1．489  2i704   348  171．g2！l  28．5川  202．引用   

神奈川県   1．379．000  29，814  柑，523  2．245  781．492  342．1：ほ  1．1T5．叩9  

書浜甲  4d8，即0  写1．蕗4  川，g（柑  1，タ51  328，郎5  50．朋柑  j12．247  

モの僧  932，400  8．2如  8，さ15   284  4ら2，877  2g2．048  T82，T82   

（資料）東京市覇r震災二田ル日本ノ損失J1925年  

表Ⅳ－2－2 東京府・神奈川県における躍災世帯数（世帯）  

糧  災  世  帯  数  
∫災府県   lHIl！ll  

全 焼  半 兼  会  場  半 壊  漬∴失  破  損  合  計   

鎗 ■【   1．1【10，拍8  3モ川．らg8  512  83，40ユ  72，g81  425  1川．540  耶川．457   

東京府   82¢，8¢○  311■弼2   別川  18．耶川  ’20．1Z2    4T，08ら  3，T，11g  

東京市  483．000  300，924  239  4．222  8，338    42．7：12  き54，453  

モの僧  343，机○  11，038  127  12．引ほ  13，786    5．253  43，888   

神奈川県   274．引川  ¢8，834  148  48．T19  5g．859  4g5  68．58S  237，558  

損萌市   98，800  82，80a    9．808  10．732    11．743  98，883  

モの僧  175．4的  8，OZ8  148  38，919  42．127  425  58．812  142．455  

（溌科）東京市「震災二軌レ日本ノ損失J1925年  

ての死者は、一時避難したものの持ち出した家  

財道具に飛び火した火災が原因であるといわれ  

ている。  

b建物被害 表Ⅳ丁2－2では被災した世帯を  

示しているが、両府県とも全壊または半壊の世  

帯よりも全焼または半焼の世帯がはるかに上  

回っている。これらの世帯が全壊または半壊し  

たあと焼失したのか全壊も半壊もせずに焼失し  

たのか問題ではあるが、東京府の被害内訳をみ  

ると東京市では全壊半壊は少なく東京市以外で  

は全壊半壊がはるかに多いことから、火災の起  

こった地域では凝れが大きかったことヤ木造家  
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屋が多かったことを考慮に入れると全壊または  

半壊したあと火災にあったと推定されるこいず  

れにせよ地震そのものによる建物被害よりは火  

災による被害の方が大きかったのは明らかであ  

る。   

次に被害建物のうち工場被害についてである  

（表Ⅳ－2－3）。これから分かるのi畢残存工  

場が震災前の工場数の約57％に対し残存職工数  

が震災前の工場数の約65％であるとし、うことで  

ある。さらにこの表では単純に震災前の工場数  

から焼失した工場数を引いているだけなので実  
際の被害はもこらと大きいと思われる。工場の被  

害はそれによ．らで企業収益や行政め税収入に響，▼  

くことは確実であるが、それよりも破雇用者へ  

の影響が重要であると思われる。  

③二つの震災の被害の相違点 二つの震災は発ノr‘  

生時刻に大きな差があり、それによる被害の規  

模の違いは単純には比較できないが、その相違  

点はいくつか挙げることができる。まず第一に、・  

被害の状況の違いである。関東大森災では二建  

物の倒壊による被害よりもその後の火災による  

被害の方がはるかに大きかった。それは、表Ⅳ  

－2－1と表Ⅳ－2－2より、焼失した家屋の  

多い東京市内の被災者に比べて、倒壊した家屋  

の方が多いその他の市の被害者が少ないことか  

らも分かる0阪神大震災でⅠ享その死因の多くは  

倒壊した家屋の下敷きになったことによる庄死  

であり（Ⅲ章1節［1］参照）こ都市の建築物  

の違いが分か阜。第コ；ヰ巨大インヱラの被害  

である。阪神大震災ては、電気や水道などのラ  

イフラインや道路などの交通インフラの被害は  

様々なところに長期にわたって発生した。個人  
個人に独立してレ、るはずの生活が思わぬ所でっ  
ながっていたのである。巨大インフラか途切れ  
たために、それに頼りきっていた都市生活者は  

自給する手段も方法もなくJ物資の供給が遅れ  

るなどの±次被害か起上った。そ如こ関連して、  

第三には二次被害の複雑さもあげることができ  
る。倒壊した家屋を建てなおすに一しでも現在の  
都市にはマンションや一戸建があり、さらに持  

ち家か借家かの違いがあり、それぞれに個別の  

権利の問題がある。ノ」つの間置は多くの種類に  

分かれそいてそわニラーら七対応する尚琴が生  

まれる。ごうして様々な物やシそアムが導入さ  

れている現代の大都市では、二次被害ほより複  
雑になるめである。  

表Ⅳ－2－3．東京府被害工場数及職工数  

献納工肌l  

斬1一帖l  

l工l  エーI  ーl工l   

4，079  l72．276  1，5g2  56，432  2，487  115，844   

描用工t   21，046  53，022  9，321  21，775  11，725  31，247   

合計   25，125  225，298  10，913  78，207  14，212  147，091   王朝           那エー  
（資料）東京市「震災二田ル日本ノ損失J1925年   
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二つの震災は、建物が破壊されることによっ  

て同じような被害（人的被害、交通、教育など）  

を生んだが、その被害の中身は阪神大震災の方  

が入り組んでいて人々が受けた被害も多様であ  

るといえる。  

（彰震災後の対策 関東大震災も阪神大震災も大  

都市を襲った大きな地震であったために、その  

後の復興に際して様々な計画や対策が発せられ  

た。二つの震災の間には72年の隔たりがあるが、  

似通った点がいくつもあげられる。そのうち、  

主なトピックをとりあげてみたい。  

a震災直後の対応 関東大震災では被災者収容  

のための公共施設がほとんど無く、多くの被災  

者が何日聞か野宿することを余儀なくされた。  

バラックの建設は9月4日から始まったもの  

の、11月15日で東京市における被災世帯数の約  

6％しか供給されていなかづた。応急処置とし  

て天幕が張られたが収容人員は少なく震災後お  

よそ半月たってから追加するという状態であっ  

た。また、震災バラックは本来の機能である仮  

小屋という性格を越えて、永住用の住居として  

使用されることもあり、その後に都市づくり上  

の問題となった。さらに情報の面では、確実な  

情報網が無くデマが流れたことはその後の防災  

対策の教訓になった。阪神大震災においては、  

地震直後の人命救助や避雛所生活の面で都会に  

おける人のつながりや組織の希薄性を露呈する  

ことにならた。大都市の複雑な構造が引き起こ  

した、情報、交通の混乱は一時的なマヒのみな  

らずその後の避難所生活や企業の活動、医療等  

本来可能なはずのことが一つ二つ欠けただけで  

不可能になるという事態を呼んだ。  

b大規模復興計画 関東大震災の後、被害を受  

けた首都圏を立て直すために復興院という行政  

機関が設けられた。この復興院を中心に復興計  

画が打ち出されたわけだが、その計画は、都市  

計画が主なものであった。道路、公園、地下鉄  

の新設等大規模な資本を必要とするものが多  

く、生活基盤の整備には消極的であった。阪神  

大震災では、神戸市、兵庫県がそれぞれ復興計  

画を発表しているが、都市計画中心の事業の占  

める割合が大きいことは否めない。  

0失業対策 関東大震災彼の東京には、東京で  

震災前に就業していた人の約17．4％の失業者が  

存在していたといわれる1）。その状況は当時の  

新開でも報道され、大きな社会問題になった。  

復興院による失業者対策は主に北海道や満州へ  

の拓殖で、もと通りの収入と職を得るための政  

策は後手後手になった。実際に、職業紹介所が  

国営化され制度が整えられたのは1924年6月で  

あり1その間約10万人の震災失業者が存在して  

いたことになる。このことと震災直後の避難所  

設置の遅れが、東京市の人口流出という事態を  

招くことになった。幸いにも阪神大震災では、  

失業に対する制度がある程度整っていたことと  

企業への特別法が作られたことにより失業間置  

は大きな社会問題にはならなかったが、今回の  

震災の被害者の中で“高齢者であって小規模の  

自営業者”のように再び職につくのが困難であ  

る失業者が多く存在するということは高齢化社  

会という問題をかかえている現在に特有の問題  

であるといえる。  

⑤まとめ 大都市の復興という問題は、その都  

市が発展していくうちに抱え込んだ問題を一度  

に解決していくようなものではないだろうか。   

関東大震災においてもっとも大きな被害を受  

けた下町地区は、もっとも多い労働人口を抱え  

ていたにもかかわらず1930年の帝都復興が喜ぼ  

れていた時期に震災前の人口の水準を超えるこ  

とはなかった2）。これは、失業者に対する十分  

な手当てがなされなかった結果であり、東京で  

職場が見つけられなかった人々が東京近郊に流  

出していったことを示すといわれている。関東  

大震災から既に70年以上経過しているが、その  

時とられた復興計画は今日どのような示唆と影  

響を与えているのかをもう一度検証してみる必  

要がある。阪神大震災において、高度に成長し  

た都市機能がもたらした被害は関東大震災のそ  

れとは比較しようもない。それなのに、阪神大  

震災の復興計画は関東大震災の復興計画と大筋  

で変化が無いのではないだろうか。   

免れることのできない天災に、被害を被った  

後の都市つまり生活の場のためゐ最適な復興計  

画を、常に発展していく都市と共に変えていく  
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れらの政策も目に見える成果をあげることな  

く、不況はさらに深刻さを増していった。そこ  

で政府は93年4月、さらに13兆2，000億円の公  

共投資を盛り込んだ第三次総合経済対策をうち  

だす。しかし経済通といわれてきた宮沢首相が  

くりだしたこの政策も、事実上空振りに終わっ  

たのである。   

戦後の数々の不況時において力を発揮してき  

た、公共投資と金融複利という政府の処方箋は、  

平成不況においてはほとんど効き目をあらわさ  

なかった。その原因については諸説あるが、公  

共投資の民間への波及効果が、日本経済の構造  

転換のなかで大幅に減少していたことが指摘で  

きる。これはかつて日本の基幹産業であった素  

材、建設産業などの、公共事業の恩恵を直接受  

けやすい産業が相対的に後退し、いわゆるソフ  

ト産業中心の産業構造になっていたこと、また、  

石油ショック以来の原料、燃料の価格や地価の  

上昇により、公共投資の大部分が内需誘発効果  

のない分野にさかれるようになったことなどが  

要因と考えられる。   

いずれにせよ、このような．特殊な経済環境の  

なかで行われる震災復興ほ不況対策を強く意識  

したものとなった。行政の復興政策は震災から  

の復旧というよりは、新産業の育成をはじめと  

した産業構造の再編成の色彩が強くにじむ結果  

となったのである。   

その詳細についてはのちほど述べるとして、  

次にこの「産業再編成政策」の思想的背景につ  

いて見てみよう。   

わが国の国政の基本方針は、80年代にイギリ  

スのサッチャー首相、アメリカのレーガン大統  

領らによって始まり、中曽根首相に受け継がれ  

た、いわゆる新自由主義（新保守主義という呼  

び方もある）の流れをくんでいる。新自由主義  

とは基本的には「ノトさな政府」を志向する自由  

主義であり、市場原理の導入により経済の活性  

化をはかるところに特徴がある封。これは経清  

学的な分類にしたがえば新古典派の理論を背景  

にしており、適正な資源配分と経済の活性化は、  

規制緩和や民間活力の導入による自由競争に  

よって達成されるという考えを基碇にしてい   

キとも重要ではないだろうか。   

［2］復興計画の特徴   

大震災の発生直後から、国や自治体は一刻も  

早い復興をめざし、それぞれ復興計画の策定に  

取り組んだ。民間による復興も進められてきた  

が、やはりこれらの計画が阪神復興の重要な鍵  

となることは疑いない。ここでは、その復興計  

画の嘩徴について、とりわけ現在わが国を取り  

巻いている政治経済的状況の観点から分・析を試  

みる。   

各自治体の復興計画も含め、発表された計画  

はいザれも行政の思惑を強く反映したもので  

あった。これは、都市計画への市民参加が制度  

の上で確立されていない現状で、毎期間で策定  

された今回の復興計画のひとつの限界でもあっ  

たが、その評価はひとまず置いておくとして、  

ここではその結果として復興計画が現時点での  

政治経済的要因、すなわち不況と国策に強く影  

響されたことに注目しておきたい。   

まず、近年わが国を取りまいている経済状況  

についてみてみ皐う。日本経済は、1991年2月  

以来、平成不況のただなかにある。戦後最悪七  

いわれ、′「複合不軌」釘ともいわれる特殊な性  

格上、従来型の政府の景気対策によっては今の  

ところ景気好転の兆しはみえにくく、おりしも  

急速に進みつつあった産業構造の転換ともあい  

まって、日本経済は深刻な危梯を迎えていた。  

大震災は、まさにそのような暗い世相に追い打  

ちをかけるように発生したのである。   

ここで平成不況の現在までの流れをざっとふ  

りかえっておこう。そもそも、先の見えない大  

型不況に突入する直前までの日本経済は、空前  

のバブリレ景気にわいていた。株価や地価は異常  

を値上がりをみせ、いわゆる資産効剰こよって  

個人消費も大幅な伸びを示した4）。そのため、  

客圃的には明らかを景気後退の兆しがみえはじ  

めても、政府はなかなか楽観論を崩さなかった。  

しかし1992年の1月、政府はようやくこれを認  

吟、その後第一次総合経済対策（92年3月）、  

第二次総合経済対策（同8月）と、矢継ぎ早に  

不況対策をうちだし峠じめた。しかし結局、こ   
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政策の基本方針として、個人に向けた直接支援  

は行わないという原則が貫かれているのであ  

る。「小さな政府」が福祉国家をめざすという  

のは明らかに矛盾である。したがって、新自由  

主義的な発想にもとづいた福祉政策は、このよ  

うなハード整備か融資による支援という形をと  

る÷とになるのである。   

個人補償の是非ドついて論争が起キつ．たとき  

行政側が行った説明も、このような国の方針に  

もとづくものであった。また、個人や企業に対  

する金銭的な援助（融資は除く）が、 

や「他の地方との不均衡」をまれくという政府  

の説明も、裏を返せばこのような考え方を背翠  

としてし、たと思われる。’  

1）肇田徳三『復興経済の原理及び若干問題』  

1924年、による。   

2）倉林義正「関東大震災のSSDS」『経  

済研究』第34琴第2号抜刷、1983年、に  

与る。   

3）宮崎義一F複合不況』中公新書、1992年。   

4）しかし経済のストック化といわれるこの  

ような現象は、バブルが弾けた後、政府  

の景気対策の効果を減少させる要因と  

なったのである。  

．‘5）これらが単なる自由主義ではなく「新」  

自由主義と呼ばれているのは、「大きな  

政府」を批判し、「′トさな政府」の実現  

を主張する一方で、防衛問題に代表され  

るようにある種の国粋主義的性格を合わ  

せもっていたからである。また、公共事  

業の発注による景気のてこ入れなど、自  

由主義とは本来対立するはずのケインズ  

的な政策を併用している点も純粋な自由  

主義と区臥されよう。   

6）もっとも細川元日本新党党首が主張した  

規制緩和はそもそも行政批判の文脈から  

でてきたものであり、昨今のこの言葉の  

使われ方を考えると微妙なずれ（あるい  

はすり替え）があるようにも感じられる。  

る。   

バブル崩壊後、官民奉げて叫ばれるように  

なった「規制緩和」という言葉も、ルーツをた  

どればこ甲新自由主義政策に行き着く。規制緩  

和という言葉は、これを「地方分権」とともに  

スロ∵ガンにして登場した日本新党のブームに  

ようて流行語にな？たといってよいが、発想自  

体はすでに80年代からわが国の政策の思想的  

バックボーンとな？ていたのである6）。   

規制緩和をキーワードにした産業復興政策は  

こうLた背景のもとに誕生しキ。すでに2章で  

みてきたように、被災地の産栗構造は他の大都  

市に比べ、古い体質をも？ていた。それゆえ、  

神戸経済の中心に位置していた港湾関連の産業  

をはじめ、震災以前から構造的な問題に直面し  

ていた業界は多く、これらの改革は神戸の行政  

の緊急の課題でもあった。   

そういった事情は兵庫県や神戸市の復興計画  

をみろ．とよく分かる。Ⅰ章においてすでに詳し  

く触れたが、兵庫県の復興計画Iこおいては既存  

産業の高度化と次世代産業の育成が基本目標に  

あげられているし、神戸市でも神戸港の国際競  

争力の回復とともに神戸起業ゾーン構想やマル  

チメディア関連の事業がうたわれている。つま  

りこれらの産業復興政策は「規制緩和による競  

争原理の導入と産業転換促進」「新産業の育成」  

「ソフト経済化の流れに合わせた既存産業の高  

度化」を基本目標【三しているのであり、いずれ  

も政府の経済構造調整路線を忠実になぞったも  

のであることが分かる。   

新自由主義的な発想に 

野にとどまらない。次に同じ視点から生活復興  

政策についてみてみよう。   

県の復興計画をはじめとして、どの復興計画  

も福祉の充実を基本目標に掲げている。この背  

景には今回の震災の犠牲が高齢者などのいわゆ  

る生括弱者に集中したという事実や、わが国が  

高齢化社会の到来を目前にしているという認識  

があった。しかし具体的な事業内容をみると、  

福祉施設の建設など甲ハード整備、あるいは住  

宅再建への融資などの融資制度が中心となって  

いることが分かる。言い換えれば、行政の福祉  
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3蔀 これからの復興 

［1】現在の復興政策の意義と問題点   

阪神大震災が起こってから1年以上が過ぎ  

た。阪神間はもと通りのくらしを取り戻すため  

に、確実に変化しているこしかし、復興の過確  

において、行政側の求める地域像と住民の求め  

る地域像にずれか生じているのではないだろう  

か。ここ七は、各節をふまえた上で、復興およ  

び復旧め現状について述べる。  

①問題の顕在化 震災によりJ被奮は企業と世  

帯の両方にふりかかった。今回の調査では、中  

小企業、商店、世帯と三つゐ視点から被害を調  

査したわけだが、どの部分でも問題め表れ方は  

同じであったといえる。  

a高齢化 商店においての後継者閉息Iま、もと  

もと問題となっていた事七震災が原因で新たに  

起こったことではなかった。これは、中小企業  

においてもいえることで、高齢化という現象を  

引き金とした問題は多い。これらは、震災以前  

には、静かに進存したり、人々がその間題に触  

れることを意識的に避けていた問題である。そ  

れが解決の具体的な方法をみいだしにくくした  

要因であろう。現在では、事業を継続するかと  

いう問題に始まって融資の問題、さらたは再雇  

用の問題にまセ発展している。これは逆に、高  

齢化という問題か震災め被善を複雑七している  

ともいえる。同様に、生活の基盤である住居間  

題においても、年金生活、ローン契約、区画整  

理における商店主等、高齢者を抜きには考えら  

れない状態セある。  

b新しいまちづくり 震災によって被害を受け  

たまちのまちづくりが、多くの地域によって取  

り組まれている。復興計画によると、「“市民の  

くらし”を復興する」とあり、とくに島田区に  

おいては「〈つのまち“ながだ’」の構想を中  

心に新たなまちづくりに取り組もうとしてい  
る。ここでは、住宅、工場、商店の共生する秩  

序あるまちづくり：をめざLている。これは、長  

田区の地域産業の特色からいえば的確なまちづ  

くりといえるが、実際の施策としてイ反設工場を  

西区に建てる等、住宅、工場、商店の関連を考   

fi2 

慮したとはいい切れない。   

また、大部分が焼失し、住居の権利問題が複  

雑な地域では、土地区画整理事業に関係してい  

る。区画整理のされている地域でば震災の被害  

は小さかった事を考えると、区画塵理lま重要な  

事業であるが、土地価格わ上昇や用地の減少が  

起こることは免れない。長田の場合、圧倒的に  

零細工場が占めているが、実際は小規模な工場  

のもとの場所への再建は難しいといえる。  

c住宅供給家を尖らた人々が再びもとの生活  

に戻るには、住宅が必要不可欠である。、現在、  

利用されている仮設住宅は利用期間が2年と決  

められている。神戸市では災害復興住宅を建設  

し、1995年7月と11月に入居者を募集したが、  

いずれも高倍率であった。収入によって家賃は  

変化しミ最低め所では20，000円台にもなる。し  

かし、これは空き家の価格であり、住宅・都市  

整備公団の供給する新築鐘宅ゐ最低価格はもっ  

と高額になるといわれている。また、供給戸数  

が需要戸数を超えていても、家負の価格帯ごと  

の需要と供給のバランスがとれてし＼為かどうか  

は分からない。さらに、マンションの建て替えヾ  

持ち家の建て替えなどミ法律問題、融資問題の  

ように複雑な問題を抱える人々の存在も重要で  

ある。  

d雇用 産業構造の高度化にともなって、継続  

が微妙な状態であっ七事業主の場合、震災に  

よって事業の再開は難しい。それは、商店の場  

合も同様ヤある。また、震災によって職を失う  

人、就職できない学生等が多数存在している。  

しかし二再就職の可能な年令は限られているの  

が現状で、完全た解決しているとはいえない。  

②まとめ まず今回の調査によって明らかに  

なったのは、それぞれの政策の分離である。大  

都市に起こった地震は、多くの問題を顕在化さ  

せた。それは、⊥っの問題がそれ自体で解決す  

るようなものではなく、複数の問題が関連して  

いるということにある。官公庁や自治体による  

復興計画では、それらを認識し、克服しようと  

する姿勢は確認できるが、計画の実行過程にお  

いてその姿勢が貴かれているかどうかは疑問が  

残るムこうしたことから、つながりをもらた地   



ぶまちづくり、都市づくりは避けねばならない。  

［2］復興のあり方をめぐって   

大震災から1年あまり、様々な画題が浮上し、  

阜のたびに議論が繰り返されてきた。危楼管理  

体制、再開発・区画整理問題、産業復興問題、  

ボランティアにまつわる問題など、J－わば国家  

レベルの問題としてマスコミで大きく取り上げ  

られたものもあれば、地域住民．の間で交わされ  

た身近な問題に関する議論もあった。   

これらの議論は、前節で触れたような日本の  

政治経済システムの大きな転換のなかで、わが  

国の戦後50年の歩みを検証すると同時に、21世  

紀の日本の姿を措きだす大切な作業でもあっ  

た。もちろん、それらの議論はまだ終わったわ  

けではない。私たちめ1年間にわたる調査も、  

そういった議論への材料を提供することをひと  

つの課題としていたといえる。   

土こでは、私たちの調査報告書のしめくくり  

にあたって、これまで述べてきた調査結果と分  

析を簡単にふりかえるとともに、震災をめぐる  

諸問題について交わされた議論を紹介したい。  

①調査をふりかえって まず、f章において（ま、  

今度の震災に関する基本的なデータとともに、  

被害にあった地域の都市構造についてまとめ  

た。震災から1年以上が過ぎたが、被害に関す  

るデータなどはいまだ更新され続けており、こ  

れはあくまでも私たちの執筆時におけるもので  

ある。しかし、これらの数値からだけでも、阪  

神・淡路大震災の被害の特徴がはっきりと浮か  

び上がっている。そ・れは前節で書いた関東大震  

災わ被害分析と比較すると明らかなように、被  

害の階層性、都市における権利関係の複雑さが  

引き起こす住宅再建の遅れ、インララストラク  

チャーの寸断による都市機能の麻痺、の3点に  

集約される。これらiま、兵庫県の復興計画にも  

書かれているように、かねてから指摘されてい  

た大都市の脆弱さを、具体的に指し示すもので  

あった。   

次にⅡ章では、大きな被害を受けた地場産業  

として、灘の酒造業と長田のケミカルシューズ  

産業を取り上げ、その被害と復興の状況につい  
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域住民の生活が崩れ、自分の町から離れる状況  

を生んでしまう。また、各部局に分かれた、政  

衰の細かな実施は、制度や体制が整備され管理  

しやすくなるという側面をもっている。しかし、  

このような震災への対応は、それだけではカ  

バーしきれず、住民との意見のずれをさらに拡  

大すると思われるこ   

次に、政策対象である。まだ、働き盛りの働  

き手のいる世帯は、今回の震災についての自己  

解決かある程度可能であり、行政からの支援は  

限られた範困でもよいたろう。問題はそうでな  

い人々である。自然災害である地震は、まんべ  

んなく住民に被害を与えたようにみえるが、生  

活基盤の脆いところをもっとも強く直撃した。  

潜在していた問題が浮上し、社会的な弱者が増  

加している。それらの人ふは決して少数派では  

ないのに、現在の復興計画では、その点への関  

心が浮いように感じられるム また、産業構造の  

変化は、企業や商店に転換を求めているが、そ  

れを行なうのは個人の意志であって、公が促す  

べきものセはないし、区画整理は防災上必要不  

可欠のものであるが、人が住めなくなっては意  

味を成さない。こうしたことと関連し七、人が  

暮らすために最も必要な住宅の、所待によえ不  

公平な供給は、神戸市を中心とした阪神間の人  

口流出を招くであちう。被災地が、復興して活  

発な経済活動を再開し二繁栄するためには、豊  

富な若い労働力を必要とし、大規模な資本を持  

づ企業が必要である。しかし、生活わ困難な人々  

の阪神問周辺への移動は、周辺の都市に問題を  

転嫁したに過ぎない。また、そのような問題に  

対処できなかったことは、いずれやってくる高  

齢社会への対応にも不安を抱えることになる。  

言い換えれば、やってきた高齢社会への対応を、  

地震によって先延ばしにしたということにもな  

るだろう。   

行政は、この様な大きな災害の時に力を発揮  

するが、まちをつくるのは住民であり、まちで  

暮らすのも住民である。政策対象のずれは、当  

然、住民と行政側の意志のずれにつながるだろ  

う。経済的に復興するために、大規模な事業も  

必要であることは確かである。しかし、人を選  



で震災が発生したため、対応が大幅に遅れてい  

る現状が明らかになった。とくにマンションの  

入居者同士で利害の対立が発生した場合、これ  

を調整するだけのシステムが整っておらず、住  

民の合意形成が難航している。今回の調査では  

まちづくりと住民の合意形成の問題がクローズ  

アップされたが、これもそのひとつと㌧一ってよ  

いだろう。   

そして本章では、1節において区画整理・再  

開発事業問題を取り上げた。マスコミなどです  

でに紹介されているように、一部の地区をのぞ  

きこれらの事業は難航している。なかでも地域  

住鱒が十分な対応ができない段階で性急に進め  

られた行政の事業計画をこ対しては批判が集中し  

た。今回の調査でヒアリ㌢グを行なった森具地  

区は、比較的住民の利害関係が一致しており、  

他地区のように問題が先鋭化していなかった  

が、運営上では様々な問題を抱えている。   

そしてⅣ章の2節でく享、これらの復興政策の  

元となった行政の復興計画を分析した。まず関  

東大震災における復興計画との比較を行ない、  

阪神大震災の復興計画の特徴とその社会的背景  

について考察した。この結果、復興計画の根幹  

に流れているのは、80年代以降の日本の政策を  

特徴づけてきた新自由主義であり、．これが経済  

構造の転換と長引く不況を背景として復興政策  

に大きな影響を与えていることが明らかに寧つ  

た。  

②復興と経済学、民主主義 さて、復興鱒策に  

関する私たち自身の見解を述べる前に、これま  

で論じられてきた震災に関する議論の一部を整  

理しておきたい。ここでは、私たちの調査に直  

接関わる問題として、産業復興政策と住宅供給  

政策、そして区画整翠などの「まちづくり」に  

関わる議論について考察する。   

まず、産業復興政策に関しては大きく分けて  

二つのスタγスが存在する。すなわち、規制緩  

和による自由競争の促進が産業の活性化を促す  

とする自由主義の立場、そして市場に生じた不  

均衡の解消には政府の財政金融政策が不可欠で  

あるというケインズ主義の立場である。しかし、  

前節ですでに述べたように、わが国の政策はこ   

て述べた。周知のとおり阪神大震災では、神戸  

港関連の産業をはじめ、さまざまな産業に被害  

が広がったが、なかでも中小、零卿企業によっ  

て支えられてきた業種においては、「部では業  

務の再開が不可鱒なほどの打撃を受けた業者が  

あったことがわかる。   

また、小売業の調査では、衝撃的な焼け野原  

の映像で有名になった菅原市場寧ど、商店街、  

公営市場の現状カ官明らかになった？昨年度、本  

ゼミナールは京都市の小売業の調査を実嘩し、  

規制緩和の流れのなかで苦悩する商店街の実態  

を調査したが、震災以前の神戸の小売業も京都  

と同じような課題を抱えていたといえる。した  

がつて、神戸の小売業が直面した問題の多くは  

震災による特殊なものというよりはJ小売業一  

般が抱えている問題が、これによって一度に表  

面化したものだということができる。その意味  

ではスーパーマーケット化をはじめとした復興  

への取り組みは、全国の小売業再建へのテスト  

ケ一子になるとも考えられる0  

Ⅲ章では、仮設住宅甲アγケ∵ト調査、マン  

ション問題に関するヒアリングの結果を通し  

て、被災住民の生活再建問題について考察した。  

仮夢住宅のアンケート調査では、統計学的に有  

意なだけの回答数をえることは難しかったが、  

現実に存在する問題と、その大まかな傾向は明  

らかになったといってよいだろう。すなわち、  

仮設住宅の大部分を占める高齢者、元公営住宅  

居住者などは、家賃の安い公営住宅が供給され  

るか、行政から家賃の補助がないかぎり、仮設  

住宅の退去期限までに自力で住宅を確保するこ  

とは困難な状態にある。とくに、すでに退職し  

て年金収入のみに頼っている高齢者は、ローン  

を租むのが事実上不可能なため1現在行政がす  

すめている住宅供給政策だけでは十分とはいえ  

ない。事実、仮設住宅入居者以外を含めキ読売  

新聞の調査においても、住宅を失った被災者の  

4割が自宅再建のメドがいまだにたっていない  

ことが明らかになっている（『読売新聞』1996  

年1月11日付）。   

マンシヨンの立て替え鱒題については、マン  

シヨ㌢に関する法律が十分に整っていない状態   
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産業の衰退を招いた例はたしかに多いし2）、長  

期的に見て比較劣位産業（多くは古い産業）が  

産業構造の転換にともなって淘汰されていくこ  

とはいわば自然の流れである。また、たとえあ  

る産業が淘汰されたとしても、その分新たに他  

の産業が育てば雇用は確保でき、全体としての  

国富は増加するのである。おそらくこの点につ  

いては、経済学的な立場は違っても、新古典派  

とケインズ主義の間に決定的な認識の差はない  

はずである。   

では、いったい何が問題とされるべきであろ  

うか。おそらく、両者の立場を決定的に分かつ  

のは、なんらかの「不均衡」が生じた場合の調  

整過程に関する前撮の違いであろうー。すなわち、  

不均衡が生じてもそれは市場原理によって即座  

に解消されると考えるのが自由主義（新古典派）  

であり、「長期的」に解消されることは認めな  

がらも、短期的には解消しないという前提で、  

現実的には政府の政策によってこれを調整する  

しかないとするのがケインズ主義である。これ  

を震災復興の問題に引き付けて解釈しなおせ  

ば、要するに震災によって広い意味での「市場」  

にどのような不均衡が生じており、それが市場  

原理によって解消可能であるか、という点が問  

題なのである。一見、きわめて差別的に見える  

自由主義も、生存権が保障された近代社会の枠  

組みのなかで、機会均等の保証や公正なルール  

にもとづいた競争を前提としているのであり、  

もし実際の政策が単なる弱肉強食の肯定である  

ならそれは自由主義の名に催しない。その意味  

では、公正な競争を進めるにあたり、政府がど  

のような初期条件の設定をするかが問われてい  

るのである。   

被災者の生活再建問題についても、産業復興  

政策の場合と同じことがいえるだろう。震災後、  

行政が仮設住宅を建てたのは、原則的には憲法  

で国民は生存権を保障されており、その中には  

一定の基準を満たした住宅に住む権利も含まれ  
るからである。   

したがって、行政が生活再建を個人の自助努  

力、自己責任の問題だとするならば、次の前提  

が満たされていなければならないだろう。それ  
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れらの折衷ともいえる「新自由主義」の立場に  

たってきた。すなわち、基本的には自由主義的  

な自由競争促進を是とするが、景気対策におい  

てはケインズ主義的なコントロールが必要だと  

いう立場である。もちろん、現実の政策決定に  

おいて経済理論を厳密に通用するのは無意味で  

ある。その意味でJ実際の国政においてこういっ  

た折衷主義が多かれ少なかれ登場するのはある  

程度止むを得ないともいえる。しかし、わが国  

の政策において本来対立する二つの立場が、単  

なる場当たり主義で偉い分けられてきた事実は  

そろそろ問題とされるべきであろう。実際」阪  

神の復興政策においては、このような矛盾が目  

に見える形で表れたのではないだろうか。   

復興計画の分析のところですでに考察したよ  

うに、今回の産業復興政策の基本的な立場は自  

由主義だった。「個人、企業の再建に行政は直  

接手を出すべきでない」という立場が、再建資  

金の「供与」要請に対する答えだったことはよ  

く知られているとおりである。そしてこの原則  

は、被災者個人に対しても適用された。すなわ  

ち、営業や生活の再建が事実上不可能な企業、  

個人に対しても、援助は「融資」によつてのみ  

行なうというのが、国をはじめとする行政の基  

本方針となったのである。   

これはいわば震災による「自然淘汰」を間接  

的に認めたものであった。表現はいささかきつ  

いように思われるかもしれないが、「自由競争」  

とは本来そういう意味である。したがって、規  

制緩和のいっそうの促進を唱える人々は、今回  

の被害によって立ち直る力のない企業、産業は  

保護するだけ無駄であり、産業の発展を考える  

ならばそれらの比較劣位産業の「調整」（＝淘汰）  

こそが望ましい、とする。そもそも産業政策と  

は産業の発展が目的なのであり、競争力のない  

産業への保護は国の産業構遷の発展的転換を阻  

害するだけで産業政策の名に催しない、という  

のが彼らの主張である1）。   

とはいえ、これを短絡的に「弱者切り捨て」  

と決め付けるのは批判として妥当ではないであ  

ろう。自由主義者が指摘するように、安易な保  

護主蓑が結果的には（保護対象産業も含めた）  
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は第一には被災者の人権（自助努力をするだけ  

の生活の基盤）が保障されていること、第二に  

個人の努力によって生活の再建が可能な社会的  
諸条件が整っていること、である。．   

いうまでも．なく機会均等と結果的平等はまっ  

たく違う概念であり、自由主義の下では機会均  

等が守られていれば、競争の過程で結果的に不  

平等が生じるのは仕方がないとされる。しかし  

それも機会の均等が保障されていて初めて正当  

化されるものである以上、競争原理を政策に導  

入するにあたっでは、様々な条件が整っている  

必要があるのである。   

次に区画整理・再開発問題を含めたまちづく  
りの問題についての議論を見てみよう。震災後  

輿の過程でもっとも問題になったのは住民参加  
についてであった。これは言い換えれば民主主  

義の問題が問われていたといっても過言ではな  

い。   

現在わが国で通用している民主主義は、GH  

Qがもたらしたいわゆる戦後民主主義がルーツ  

になっている。これは戦時中の抑庄的な専制体  

制を排除するという占領政策の一環としてトッ  
プダウン式に導入されたという経緯があるだけ  

に、これまで民主主義の内容にまで踏み込んだ  

国民的議論がなされてきたとはいいにくい。た  

とえば、政治改革が叫ばれる昨今においても、  

制度に関する議論が先行し、その背後にある理  

念や原理を人々が必ずしも意識しているわけで  
はない。   

そこでまず、民主主義と住民参加の問題につ  

いて一般的な理論に基づいて整理しておくこと  

にしよう。民主主義は国民の政治参加を原則と  

しているが、その内容については必ずしも統一  

的な見解があるわけではない。政治参加の意味  

するところについても、政権担当者の選出に限  

定する立場と、政治への参加を通じた人間の発  

展それ自体に目的を置いた参加民主主義の立場  
というふうに、通常二つにわけられる。いうま  

でもなく、住民参加という概念は後者の論理に  

基づいており、これは地方自治論の前提ともい  

える。   

区画整理・再開発問題をめぐる対立は、まさ   
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にこの二つの見解の対立でもあった。すなわち、  

行政の行なった素早い都市計画決定とその性急  

な実施は、住民に選出された代表の指導下にあ  

る行政活動であるという正当性を前提としてい  

た。実際の運営上、各自治体が政治家のコント  

ロールの下にあるかどうかはきわめて疑わしい  

ものの、行政側の正当性は突き詰めていくとこ  

の点にしかない。一方、これを不当だとした人々  

は、地方自治論における住民参加の原則を前提  

に行政を批判したのである。   

このような議論のすれ違いは、わが国の民主  

主義の未熟さを露呈したものであった。私たち  

は日本を民主国家だと信じているし、民主主義  

は近代国家にとつて自明の原理だと思ってきた  

が、その定義きえあいまいにしたままだったの  

である。また、震災の混乱の中で住民参加のな  

いまま都市計画決定がなされたということは、  

裏を返せば私たちのコミュニティーのなかに、  

そもそも民主主義的な意志反映システムが根づ  

いていなかった証拠ではないかという疑念も起  

こさせた。区画整理や再開発計画をめぐっては  

たくさんの「まちづくり協議会」が組織され、  

行政への提案を行なったが、これらを「一部の  

住民の意見」として退ける行政の論理にもー理  

あったのであり、震災以前から、自分たちのま  

ちづくりを考え、住民の意見を．まとめて行政に  

反映させるだけのシステムが整っていれば、今  

回のような事態は起こらなかったであろう。投  

票率の低下に象徴される政治への無関心が、行  

政に住民参加の必要性を忘れさせたのだとすれ  

ば、それは住民自身の責任でもあるはずなので  

ある。   

住専（住宅金融専門会社）処理をめぐる国会  

の混乱をみても明らかなように、わが国の民主  

主義、あるいは国民の民主主義に対する意識そ  

のものが、実は恐ろしくお粗末なものであった  

ことが、近年証明されつつある。阪神大震災の  

復興過程で明らかになったように、民主主義は  

危樺の中でこそ試されるのであり、これに耐え  

得るためには、平和な日常の中での不断の努力  

こそが大切なのである。その意味では、民主主  

義や地方自治をどう定義するかを含め、私たち   



場」の問には、大きなギャップがあるような気  

がしてならなかった。現実の社会の中で私たち  

が感じたそれらの違和感の正体をつきつめてゆ  

くことが、経済学とこれからも何らかの形で関  

わってゆくであろう私たちの一番の課題なのか  

もしれない。  

は国民的な議論をはじめる時期にきているので  

はないだろうか。  

③おわりに 阪神・淡路大震災が私たち国民に  

提起した問題はあまりに大きい。それはある意  

味で「この国のかたち」のありかたそのものに  

対する問いかけだったからであ、る。私たちはこ  

の震災と復興のなかで、日本という国の抱える  

多くの課題を突きつけられた。これに対してな  

んらかの答えを出す作業は、おそらく21世紀の  

わが国の姿を決定づけることになるだろう‘ム   

そしそこの震災は、経済学という学問に対し  

ても多くの課題を提起した。現実の問題に対し  

てこ、経済学が何を言い得るのか」これほど試さ  

れたことは近年なかっためではないだろうか。 

しかし残念ながら、経済学は今のところ現実の  

政策に対して有効な提言をなし得ているとは言  

い稚い。復興の過程でさかんに叫ばれている規  

制緩和の問題にしても、私たちの見てきた復興  

の「現場」と、エコノミストが想定している「市  

1）吉田和男編著『阪神復興 ⊥被災地発21   

世紀の都市再生論－』など。  

2）岡田ゼミナール94年度報告書『変わりゆ  

く産業空間と京都市の選択』では、京都   

市で1981年から5年間実施された大型店   

舗進出凍結政策にもかかわらず、■結果的   

には小売店舗が減少したことが指摘され   

ている。′活性化の決め手がないまま単純   

に保護政策をとっても、産業の振興には   

つながらないというひとつの例だといえ  

よう。  
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執筆分担（回生、執筆箇所）＆編集後記  

三輪 仁（5回生） Ⅱ一5   

大学生括のエクストラバージョンにして、初めて学生らしい勉強をさせていただき感謝しており  

ます。自分の文章については、何か一本筋め通っていない関西本線みたいな女で恐縮するばかりで  

す。、でも、このまるで留守電にメッセージを入れる際に途中で言葉につつかえてしまった時のよう  
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小針健」（4回生） Ⅱ⊥4   

風邪というのは辛いものですね。寝たきり京大生になってしまって、日数が瞬く間に過ぎていき  

ました。今となっては全てが終わったと認識しております。これからどんな文句が出てきても私の  

知らぬ事、後は良きに計らい給え！！  

山木秀明（4回生） Ⅱ－2こ Ⅱ－5   

酒造業界についてまとめているときに、横山やすし死去のニュースを知った私は、これでまた清  

酒需要が減少するのかとくだらないことを考えてしまった。とはいえ、大酒飲みだった横山やすし  

が死んで、下戸の松本人志が人気絶頂にあるということは、まさに清酒需要の減退を象徴している  

のセはないか、とさらにくだらないことを考えてしまらた。   

池田純子（3回生） t一1－［2】、Ⅳ－1   

締め切り■日に見られた各班に晦徴的な行動 A班（行政調査）：一応顔を出し、原稿のできて  

いない言い訳をする。 B班（産業調査）：着実に実績を上げている人のし－る一方で、廃業に追い  

込まれた人も…という二重構造が存在する。 C班（生活調査）：それぞれがマイペース（しかし  

一旦結束すると強い。A班は彼らに弱い）。 これは調査研究の結果か、あるいは素質か？  

宇都宮千穂（3回生） Ⅰ－1－［3］、Ⅳ一2－［1］、Ⅳ－3－［1］   

Aグループは、血1君とUさんが実の無い議論を繰り返し、Ⅰさんが仲裁に入り扇2君が沈黙を  

破って一言残して去っでいぐ…という不毛な日々を送ったために、調査が進行せず、他のグループ  

の方から大名集拭と言われるまでになってしまいました。仮設住宅での調査は、被災者の方のよく  

なってきた傷をひらくような事でした。それなのに、親切に協力して頂いた上、ジュースまで…。  

学ぶことが多い調査でした。  

武田直也（3回生） Ⅱ－1、Ⅱ－2、Ⅱ－4   

TVをみると私の家が燃えている。どうしよう、どうしよう・・オ、バッキャラマド、バッキャ  

ラマド、パオパオパ‥ええい、踊ってる場合か！こんなことをしている間にも私の大事なあんな  

本やこんな本が‥もとい、父上や母上が「ごうか」にさらされているかもしれぬ！あれっ「ごう  

か」つてどんな漢字やったっけ。などと考えている内に電話が鳴ってるぞ。「あっ、お父さん、怪  

我ない？」「ふさふさ。」「‥・おもろない。」  
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浜崎篤人（3回生） Ⅰ－1、Ⅰ－3   

講義で某教授が言っていた。「マルクスにしてもケインズにしても、経済学者の言う通りにして、  

うまくいった試しはない」。最近評判の悪い経済学ですが、大震災のような時に現実的な政策提案  
ができなければ、ますます信用をなくすような気がしてなりません。経済学部の人たち、もっと勉  

強しましょう。  

松林薫（3回生）Ⅰ－1－［3】、Ⅳ－2．－【2］、Ⅳ－3－［2］   

長い文章を書くときは神様に書いてもらう。ワープロの前に座り、神様が降りてくるのをじっと  

待つ。去年の報告書の締め切り（1月17日だった）はそれで守った。でも今年は忙しい甲か、神様は  

なかなか降りてきてくださらなかった。僕も年をとったのだろうか。イタコ状態で夜通しワープロ  

をたたいた日々が懐かしい。ところでA班は仲が長かったので調査・執筆は御機嫌で■した（わ昼は），。   

綿沢孝枝（3回生） Ⅱ－3、Ⅱ－6   

本日は2月14日、テストも終了し、原稿も何とか仕上がりました。4月から今まで振り返ってみ  

ると、月並な表現ですが長いようでとても撞かったと思います。でもこの11カ月はとても充実した  

毎日であり、また色々な意味で発見の多い期間でした。そのため、皆様には大変ギ迷惑を串かけし  

辛した。本部；ご吟んなさい。自分がこんをルーズな＜間だったなんて…。深く反省しています。   

三谷索人（2匝l生） Ⅰ－1－【1］、Ⅰ－2   

私は神戸市北区民。通学は苦労したが被害はあってなきが如し。震災は「我が身」のことであり  

ながら、決して「内部の人」ではないというギャップが私の負い目だった。少しでも内部へ近づき  

たかったがどうだっただろうか。ところで、私のサークルは模擬国連会議全日本大会を12月亭6「一箪9  

日に神戸で開く予定なのでヨワシク。一人が「国の大便に扮して国連の会議をシミ皐レー卜するも  

のです。興味ある方は075－751－5351三谷まで。  

楊旗風（研究生）Ⅰ－1   

こんなに大きな地震は生まれて初めて体験した。神戸から離れた京都でもその揺れは激しく、そ  

の後被災地の様子を知り、与れは関西に住む者としてぜひ取り組まなければならないざとだと強く＝  

準じました。しかし、色々な事情があり、，それから一年たった今も私は何もかけずにいます。一応  

原稿は提出しましたが、まとまったものではなく、やむをくゼミの同僚に書きなおしていただきま  

した。浜崎さん、ありがとうございました。時間があったら・‥  

、
 
‥
．
、
－
 
 

上
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